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巻頭言0
オフ・ショアー船
日本居酒協会常任理事三光汽胎取締役社長　川ヂi＝貞雄

海運＝ユース②

　国際会議レポート②
1．有害液体物質の汚染分類の見直しにより船舶運航に影響も

　一IMO第5回ばら積み液体及びガス小委員会（BLG　5）の模様について一

　内外情報④
1．船員保険の被保険者資格付与の問題をはじめ6項目を要望
　一経団運を通じての規制緩和要望について一

2．ルールに基づいた船体検査の確実な実施こそが安全への道

　一タンカー規制強化への対応について一

3．二言補償限度額見直しヘ
　一点濁二条約（92CLC／FC）限度額改定問題一

4．ポート・ステート・コントロールに関するブラック

　～ホワイト・リストを公表
　一パリMOUおよび東京MOUの年次報告書より一

5，コンテナターミナルの設営に新メニュー
　一PFI法（民間資金等の活用による公共施設等の整備の促進に関する法律）について一

6，任意複合海上輸送契約について
　一米国運輸省連邦海事局年次報告書より一

各種調査・報告書欄㊥
日本海運の現況（概要）
運輸省海上交通輪編

　海のシンフォニー㊥
London　l更り㊥
潮風満帆④

海賊事件に係わった素晴らしい船長達
（社〉日本海難防止協会参与　池上武男

海運日誌㊥　海運統計⑭
【7月】

船協だより＠　編集後記（D
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　オフ・ショアー船とは、どうも曖昧な類別の

仕方のように思われる。船だからSHORE（海

岸）よりOFF（離れて）でなければならないの

は当然のことで、これでは、総ての船に共通す

る概念となる筈なのに、何故かあるサイズ、構

造、用途の船に限定的に使用されている。

　主としては、海底油田の開発、生産を行う櫓

（OIL　R】G）等の曳航や、それへの物資輸送に

使われる船を称して、オフ・ショアー船と呼ば

れるが、それ以外でも海底のケーブル又はパイ

プなどの敷設船、それらの点検、補修をする船、

地震探鉱船等もこの類別として、一括して扱わ

れるようである。

　しかし、その中でも圧倒的に多いのは石油関

連の作業補給船で、稼働中のものは世界全体で、

殆ど2COO隻に近いのではないかと思われる。

　5～6年位前のやや古いデータではあるが、

大手のオフ・ショアー船の所有会社としては、

タイド・ウォーター石油の375隻がダントツで

2位以下を大きく引き離し、主としてメキシコ

湾で稼働する。その他、特色ある船社としては、

大型で2万馬力エンジンを備えた高性能船を主

体とし40隻を所有するマースクライン、中国の

チャイナ・オフ・ショア・オイルの25隻、プル

タミナ石油の33隻などで、これらが世界各地に

黙
．
．
．
．
…
遣
　
　
・

分散稼働している。

　稼働地域別では、中東の240隻、北海200隻、

メキシコ湾の330隻、西アフリカ140隻、南米140

隻、東南アジア400隻、その他120隻となってい

る。

　今迄は日本近海での海底油田開発などの、オ

フ・ショアー船の需要に直結するものが殆どな

く、日本船社のこの分野への進出も極めて限定

的であったが、ベトナム沖油田の生産開始、サ

ハリン油田、南西諸島周辺での探鉱、日本近海

での燃料用メタン・八イドレート（注）の探鉱、

開発、更には日本周辺の海底ケーブル敷設需要

などにおいて、日本胎社の出番が増えて来るも

のと思われる。

　これだけの需要を持つオフ・ショアー船市場

は船社にとって無視出来ない一部門を形成する

ことになると思われるので、その今後の動きを

注意深く見守って行く必要があろう。

（注）メタン・八イドレート：天然ガスの主成分

　であるメタン分子が、深海底のような低温高

　圧の環境で水と反応し、氷の結晶に閉じ込め

　　られた状態の物質。埋蔵量は、現在知られる

　全世界の天然ガスと原油、石炭の総埋蔵量を

　合わぜた量の倍以上（炭素換算）あると推定

　　されている。

せんぎょうA喫2000§；1
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国際会議レポート

　有害液体物質の汚染分類の見直しにより船舶運航に影響も

　一lMO第5回ばら積み液体及びガス小委員会（BLG　5）の模様について一

　標記会合が2000年6月26日～30日までロンド

ンのIMO本部において開催されました、今次

会合で審議された事項のうち、当協会にとって

影響の大きい有害液体物質の汚染分類の見直し

に関してその概要を以下にご紹介します。

　海洋汚染防止条約（MARPOL条約）附属書U

に規定される有害液体物質は、その有害性の程

度に応じ同附属書のガイドラインに従って5分

類され、船舶で有害液体物質を輸送する場合に

は、その分類により船の構造やタンク洗浄液の

取り扱い等が規制される。すなわち「生体蓄積

性が高く水生生物や人の健康に危険を及ぼす可

能性が高い、または、水生生物への毒性が高い」

物質を輸送する場合には厳しい条件が課せられ、

有害性の低い物質の輸送には緩い条件が課せら

れる。

　現在、BLG小委員会においては、有害液体物

質の汚染分類に関し次の2つの見直しについて

審議されている。

（1｝液体物質の有害性評価手順の改定に伴う汚

　染分類の見直し

　　海洋汚染の専門家グループであるGE－

　SAMP〔注）は、附属書Hの規定に基づいた分

　類を国際間で適正に行なうため、有害液体物

　質の有害性を科学的に検討し評価を行なって

　いる。その際に用いられるのが「有害性評価

　手順』である。現在用いられている評価手順

　は1974年に作成されたもので、その後の安全

　性に関する考え方の変化や研究の進歩を受け

　て評価手順の改定が1997年に行われた。評価

　手順の改定に伴い現在663種類の有害液体物

　質の再評価について審議が継続されている。

　GESAMPでは、現在225物質の再評価作業を

　終了し、残り約450物質の再評価作業にはあ

　と3年程度かかる見通しである。

（2｝汚染分類方法の見直し（3分類案および5

（．

2魯せんきょうA膨92θ0θ



分類案）

　　オランダ等により、規則の簡素化等を理由

　に汚染分類を現行の5分類から3分類に変更

するよう提案されているが、汚染分類の変更

　に伴う排出要件の変更は船舶運航上大きな影

　響を与えるため、今次会合においては、GE－

　SAMPの再評価に基づく汚染分類の評価作業

　が終了しその与える影響が明らかになるまで

　は審議を行わないことが再確認された。わが

　国は、現在問題が指摘されていないにもかか

　わらず簡素化という理山のみで分類方法を変

　更すべきではない旨指摘し、現行5分類を維

　持するよう主張している。

　なお、今後、船舶の構造等を定める基準につ

いても、GESAMPによる物質の再評価の結果

を受けて審議が開始されることとなる。審議の

結果によっては、例えば、現在有害性が低い物

質としてシングルハルタンカーで輪送されてい

る物質に対しダブルハルの要件が課されること

も考えられる。

　汚染分類の見直しおよび船型要件の変更は、

船舶運航に与える影響や経済的影響が大きいた

め、当協会では、今後とも議論の経過を慎重に

見守り、対応することとしています。

（注）GESAMP（Joint　Group　of　Experts　on　the　Scient血。

　　Aspects　of　Ma頁ne　Environlnental　ProtecUon）海1羊

　　汚染について科学的観点からの助言を行う専門家

　　組織。

　　　lMO，　FAO，　UNESCO，正OC，　WMO，　WHO，囲A，

　　UN，　UNEPが支援する組織で、これらの機関から

　　推薦された専門家で構成される。

汚染分類の見直し作業の現状

　　GESAMPによる
有害性プロフィールの見Ill亙し

現在GESAMPで作業中
225／663品目終了

2003年完了予定

藩「一一－．辮び蘭案

と

有害液体物質の分類のための指針

へ　類

陸揚げ

B　類。　類

ストリッピング後排出

0．lniレタンク

以下

0．3㎡〆タンク

以下

D　類

希釈後

排出

無　害

な　し

　　　↓

　運送要件
（構造、設備等）

日本案（5分類：現行の枠組み維持）

　X　類　Y　類　Z　類

　陸揚げ　ストリッピング後排出

　　　　　ストリッピング猛は不明

蘭案（3分類1排出要件の単純化）

　　　　　　↓

排出基準＝排出防止設備要件

せんぎょう加σ2ρ0ρ雨R
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内外情報

　現在わが国政府は、平成10年度を初年度とす

る「新たな規制緩和推進3か年計画」を実施し

ており、平成12年度はその最終年度に当たる。

　当協会は、同計画にわが国海運業界の意見を

反映させるため、平成12年6月、会員に対しア

ンケート調査を実施し、平成12年10月末とされ

ている要望の提出期限に向け、要望事項の検討

を行っている。本年度も10月末に政府の規制改

革委員会および関係省庁に当協会として要望を

行う予定としているが、例年、重要かつ関連業

界にも影響が大きい項目については、経団連の

協力も得て、重ねて要望している。

　このほど経団連より本年度要望につき打診が

あったことを受け、事務局を中心に検討を行い、

7月14日、船員保険の被保険者資格付与の問題

や輸出入・港湾諸手続き全般の一層の簡素化及

び真のワンストップサービスの実現など6項目　　〔

からなる規制緩和要望（資料参照）を経団連に

提出した。

　当協会は、今後とも外国の海運企業と同等の

条件で競争し得る環境を整備するため、企業の

自由な事業活動を阻害している規制の撤廃や時

代にそぐわなくなった制度の改善を強く求めて

いくこととしている。

【資料】

　　　規制撤廃・緩和要望事項について

　　　　（経団連経由で要望する項目〉

　　　　　　　　　　　　　　平成12年7月14日

　　　　　　　　　　　　　　㈹日本船主協会

○船員保険の被保険者資格付与について

〈現状と要望〉

　日本籍船を所有または裸用船することができなく

なった事業主が雇用する船員は、原則として船員法

に規定する船員ではなくなるため、船員保険の被保

険者資格を失う。このため、これまで船員保険の適

用を受けていた船員も、雇用されている船社が日本

籍船を持てなくなった結果、船員保険の継続ができ

なくなる事例が多数生じており、大きな問題となっ

ている。現在は1年以内に当該事業主が日本船を所

有する旨の確約書を提出することにより資格継続を

可能とする措置が講じられていることは承知してい

るが、本特例は最長で2年半を限度としている。

　当方の要望は、特例によらない抜本的な解決であ

る。解決方法としては、船員保険法の適用について

の船員法上の船員の範囲の見直し、船員保険法の特

別加入制度の創設、あるいは、有料の労務供給事業

を船員職業安定法上で認め、同事業を営む事業主の

雇用する船員については外匡1同船に雇い入れされる

場合も含めて船員保険の被保険者資格を付与する方

法（船員職業紹介事業等の許可の要望とも関連する）

などが考えられる。

　数年来の船主の強い要望にもかかわらず、未だ実

現されていないことは極めて遺憾である。運輸省・

厚生省双方の密接な連携の下、早急に船員保険の被

保険者資格の継続措．置を実現すべきである、

（関係法令〉船員法第王条船員保険法第17、18

　　　　　　　および／9条

　く所管官庁〉運輸省船員部労政課／労働基準課厚

4鯵ぜんきょう肋g2000



生省保険局企画課

○船員職業紹介事業等の許可

く現状と要望〉

　現在「船員職業紹介等研究会」において、船員に

対する有料職業紹介所の設置等に関するILO第179

号条約の批准および国内法制化についての検討が再

開された、条約の趣旨と陸上における労働者派遣事

業、職業紹介事業の自由化の現状を踏まえ、船員に

ついての労務供給事業、職業紹介事業についても自

由化が図られるよう、船員職業安定法を改正すべき

である。

〈関係法令〉船員職業安定法第33条～第42条（船

　　　　　　　員職業紹介事業）

　　　　　　　船員職業安定法第53条～第56条（船

　　　　　　　員労務供給事業）

　〈所管官庁〉運輸省船員部労政課

○危険物積載船の夜間入出港・荷役制限緩和促進

〈現羽こと要望〉

　危険物積載船の夜間入出港・荷役は、港則法によ

り原則禁止されている。この規制が厳しく適用され

ているため、船舶の沖待ちを余儀なくされるケース

も多発している。しかしながら、航海機器の進歩・

港湾施設の近代化・航行援助施設の充実、さらには

荷役技術の進展等、現状の港湾の安全確保策に鑑み

て危険物積載船の夜間入出港・荷役制限の緩和を促

進すべきである。

〈関係法令〉港則法第6条、23条、海上保安庁通

　　　　　　　達続

く所属官庁〉海上保安庁

○航海実歴認定を受けた船長の乗り組む全ての船舶

　に対する強制水先の免除

く現状と要望〉

　現在、航海実歴認定を受けている船長（省令で定

められた回数以上、当該水域における航海に従事し

たと地方運輸局長が認めた船長〉は、日本船舶及び

日本船舶を所有することができる者が借入れた日本

船舶以外の船舶（ただし期間よう船を除く）におい

ては、強制水先を免除されることになっているが、

期間よう船された外国船舶等、外国籍船での権利の

行使は認められていない。しかしながら、日本人船

長の乗り組む外国船いわゆるFOC船は配乗面等実

質的に日本船舶と変わらないことから、認定を受け

ている日本人船長の乗り組む船舶については、船舶

の国籍によらず強制水先を免除すべきである。

〈関係法令〉水先法第13条

く所管官庁〉運輸省

○船舶不稼働損失保険の海外付保の自由化

　く現状と要望〉

　船体保険と不稼働損失保険を…体で付保する場合

は、安いコストでの付保が可能であるが、不稼働損

失保険については海外付保ができないため、船体保

険の海外付保のメリットがほとんど生かされていな

い。このため日本籍船の不稼働損失保険についても、

海外四坐を自出化すべきである。

〈関係法令〉保険業法第186条及び同法施行令第

　　　　　　　19条2項

〈所管官庁〉金融監督庁

○輸娼入・港湾諸手続き全般の一層の簡素化及び真

　のワンストップサービスの実現

〈要望内容〉

　輸出入・港湾諸．手続きについては、現在Sea　Nん

CCS及び港湾EDIシステムがそれぞれ稼動すると

ともに、今後、出入国手続きに関するシステムの稼

動が予定されている。現状のこれら諸手続きは煩雑

であり、かつ膨大な書類・資料が必要である。

　このため、各省庁毎にシステム化を図るにあたっ

ては、現行の提出書類を徹底的に見直し、他省庁と

せんぎょうA喫2000纏5
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重複する資料または単なる参考資料として提出を求

められている資料については、一元化あるいは廃止

する等手続きの一層の簡素化を図った上で、EDI化

・ペーパーレス化に移行すべきである。

　また、通関手続きにおける現物主義をはじめとし

た制度自体の抜本的な見直しも図るべきである。さ

らには、関係官庁等の諸手続きが本格的にシステム

化された時点で、諸手続きの・・一括申請を可能ならし

める関係官庁等を横断するシステムの創設等、真の

ワンストップサービスの実現を図るべきである。

　（具体的な要望項目）

　①　保税業務全般の簡素化（現物主義の廃止等〉

　　とEDI化・ペーパーレス化

　②輸出入手続きの簡素化とEDI化・ペーパーレ

　　ス化

　・輸出申告許可を事後報告とする

　・CSCプレート付輸入（非マル関）コンテナの輸

　　送機器としての無条件通関許可または無期限免

　　税一時輸入の承認

　・海上コンテナの内貨の輸送禁止（2回以上）の

　　緩和または廃止

　・免税コンテナの再輸出期間の延長

　・同再輸出期間延長申請提出義務の廃止または許

　　可期間延長

・フラットベッドコンテナの輸出入貨物の容器輸

　出入（納税）申告義務の廃止

（植検関係）

・内地港抜目に伴う接続港での仮植検の廃止乃至

　手続き簡素化

・植検対象貨、内航船接続時の積替届けの廃止

（入管関係）

・別添報告書についての代理店の署名を認める（現

　在は船長署名）

③　入出港時に提出する各種書類の簡素化とEDI

　化・ペーパーレス化等　　　　　　　　　　　　　（

・晒骨が申告義務者となっている港湾統計の廃止

　　（新規）

・EDI対象メッセージの統一及び各コードの標準

　化

・入出港時に提出する各種書類提出方法の簡便化

④EDI化・ペーパーレス化を促進するための所

　要の法改正及びシステム使用料のミニマイズ化

⑤真のワンストップサービスの実現

〈関係法令〉コンテナ特例法、関税法、電子情報

　　　　　　処理組織による関税手続きの特例に

　　　　　　関する法律、港湾調査規則、出入国

　　　　　　管理及び難民認定法

〈所管官庁〉大蔵省、運輸省、法務省等

　　　　ルールに基づいた船体検査の確実な実施こそが安全への道

　　　　一タンカー規制強化への対応について一

　エリカ号事故後の安全規制の動き

　昨年12月にフランスの大西洋岸を重油で汚染

したエリカ号事故を契機に、欧州委員会は、①

ポートステートコントロールの強化、②船級協

会の監督強化、③シングルハルタンカーのフェ

ーズアウト促進を柱とするタンカーの安全規制

の第1段階の強化策を検討している。

　この中で海運業界に特に影響が大きいのはシ

ングルハルタンカーのフェーズアウトの前倒し

問題であり、当初、欧州委員会はこれを欧州に

入域するタンカーに適用する地域規制として実

施する方針を示していたが、関係各国政府をは

じめ、国際海事機関（IMO）、民聞の国際海運

団体等が地域規制に反対し、また欧州連合内で

も賛否があったことから、結局IMOで検討さ

れることとなった。
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　．．．．・方、国際船級．協会（IACS）は、エリカ号の

沈没は船体の構造強度に起因すると考えらられ

ること、および同派が登録されていたイタリア

船級協会はIACSの構成員であり、船級協会に

対する批判が強いことなどから、IACSとして

も、特に老齢船の船体の検査方法を強化する方

針を打ち出した。

　これらの動きについて、規制強化の方向とそ

の内容および当協会の対応を以．ドのとおり取り

まとめた。

1．シングルハルタンカーのフェーズアウトの

前倒し

〔1｝国際海事機関（IMO）の動き

　　　本年5月に開催されたIMOの海上安全

　　委員会では、わが国はじめ多くの政府代表

　　が、シングルハルのフェーズアウトは地域

　　規制によらず、IMOでの審議を経て海洋

　　汚染防．IL条約（MARPOL）に定めるタンカ

　　一の構造規制を改正して、世界的な統一基

　　準の下で実施すべきであるとの意見を述べ、

　　IMOの迅速な対応を求めた。

　　　このため、IMOは本年10月に開催され

　　る海洋環境保護委員会（第45回MEPC）で

　　MARPOL条約の改正案を．．．・挙に取りまと

　　め、6ヶ月間の回章期間を経て、来年（200ユ

　　年）4月に次のMEPC46を開催して改正

　　案を採択するという超スピード審議スケジ

　　ュールを立案している。計画通り改正案が

　　採択されると、最早の場合には、10ヶ月間

　　の異議通告期問の経過後に改正条約が成立

　　し、その後6ヶ月の2002年8月に発効が可

　　能となる。

　　　本年10月遅第45回MEPCでの審議に向

　　けて、フランス・ドイツ・ベルギーは6月

目　末に欧州連合内での議論を踏まえ、シング

ルハルタンカーのフェーズアウトを大幅に

早めるとともに、5，000重量トン以下の小

型タンカーも規制の対象とする共同提案を

IMOに提出した。共同提案によるフェー

　ズアウトと関連条約・規制等との比較の概

　要は資料1のとおりであるが、これによれ

　ば、わが国津船隊の外航タンカーの大部分

　が含まれるMARPOL規制によるシングル

　ハルタンカー（カテゴリー2）は、船齢26

　年に達するか、または2007年12月3／日のい

　ずれか早い時期が使用期限とされており、

　ダブルハル規制の直前の1996年建造のシン

　グルハルタンカーは11歳で強制フェーズア

　ウトとなるなど、わが国にとっても問題点

　の多い提案である。

　　これに対して、パルテック国際海運集会

　所（BIMCO＞は、いち早く、三国共同提案

　は、改IE条約の発効時とMARPOL規制に

　基づくシングルハルタンカーがフェーズア

　ウトされる2008年に大量の船腹が使用期限

　に達し、大量の船腹不足による油価の高騰

　どころか、油の供給不足による国「祭経済危

　機を引き起こすかも知れないとする意見書

　を作成している。

（2｝わが国の対応

　　運輸省は、IMOにおけるシングルハル

　タンカーのフェーズアウト問題の審議に対

　応ずるため、従来からタンカーの構造規制

　問題を検討してきた造船研究協会の部会に

　ワーキンググループを設け、当協会をはじ

　めとする海運・造船関係者を含めて政府の

　対処方針の検討を開始した。更にサブワー

　キンググループを設け、三国共同提案が及

　ぼす経済的影響を調査しIMOにおける審

　議およびわが国方針の検討に資することと

　した。
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　一方、7月22／23日の両日沖縄で開催さ

れた先進8ヶ国首脳会議（G8）において、

わが国は議長国として、海．ヒの安全と汚染

の防止に関し、IMOにおける審議を支持

することを共同宣言に盛り込むなど、欧州

連合の地域規制を牽制すべく働きかけた。

　また、7月末には、10月に開催される第

45回MEPCへ向けて、シングルハルタン

カーのフェーズアウト問題をIMOで審議

することの重要性と事故の再発防止のため

　には、検査の確実な履行等が重要であるこ

　とを強調しつつ、老朽化したシングルハル

　タンカーの排除も必要であるとの観点から、

　三国の共同提案の影響をよく検討すべきと

　するわが国政府の基本姿勢を示す文書を提

　出した。

（3｝当．協会の対応

　　当協会ではタンカー部会と工務委員会が

　連携してエリカ号事故に伴う規制強化の動

　きに対応している。7月はじめにはIMO

【資料1】　シングルハルタンカーのフェーズアウト比較

　シングルハルタンカーの区分（カテゴリー1～3）（注）に従い、MARPOL条約、　EC委員会提案、仏・

独・伯共同提案及び米国OPA’90のシングルハルタンカーのフェーズアウト時期を比較すると以下のとおり。

MAKPOLEC提案
仏・独・伯共同提案

ｦ2002年末までは現行

@MARPOL通り

【カテゴリー1】

ﾝ物タンクのまわりに
h護的バラストタンク
ﾌないシングルハルタ
塔Jー

200ア年、

狽ﾍ船齢25年（防護措
u要件を満足する場合
ﾍ、2012年、又は船齢
R0年）

2005年6月1日
狽ﾍ船齢23年

2005年6月1日
狽ﾍ船齢23年

【カテゴリー2】

ﾝ物タンク区域が分離
oラストダンクにより

ﾛ護されているシング
泣nルタンカー

2G26年

狽ﾍ船齢30年
2GIO年1月1日
狽ﾍ船齢28年

2003年五月1日
@又は船齢26年

堰
c

【カテゴリー3】

lARPOL条約のもと
ﾅダブルハルの適用の
ﾈいシングルハルタン

Jー

特になし2015年1月1日
狽ﾍ船齢25年（防護措
u要件を満足する場合

ﾍ、2015年1月1日又
ﾍ、船齢3σ年）

　　　　　　　　　　旨
Q013年1月1R　　　　I又は船齢23年（防護措置要件を満足する場合は、2013年1月1日又ば船齢28年）

注：カテゴリー1

カテゴリー2

カテゴリー3

米国OP蛋9Q
※1990年8月施行

（シングルハル・タン
カー）

2005年1月1日
　　一2010年／月1日

・5000≦A〈30000GT
　　　A＝船齢25年
2000年1月1日
　　～2010年1月1日
・3000GT≦A
　　　　A：船齢23年

（ダブルボトム・ダブ
ルサイド）

2005年1月1日
　　～2015年1月1日
・5000≦A＜30000GT
　　　　A；船齢30年
2000年／月1鴇
　　～2015：年1月1日

・30000GT≦A
　　　　A：船齢28年

2015年1月1日
・A〈5000GT
　　　A：船齢制限無

〔MARPOL条約附属．占I　I第13G〔41規則の適用があるものに相当〕

　20，000m、丁以上の原汕タンカー及び30，0DODWT以上の精製油運搬船であって、　MARPOL条約が発効した
時の現存のもの（引き渡しが1982年6月】日以前のもの）。

（MARPOL条約附属書1第13G〔5〕規則の適用があるものに相当）

　20，00DWT以上の原汕タンカー及び30，000DWr以一しの鐸i製油運搬船であって、　MARPOL条約で分離バラス

トタンクが油流出防止のために配置されているもの〔引き渡しが1982年6月1目から1996年7月6日までのも
の〕。

〔MARPOL条約でダブルハル化が要求されていないもの）
　20，000DWT未満の原汕タンカー及び30，000DWT未満の精製汕運搬船〔引き渡しが1996年7月6日より前
のもの）。〔EC及び回目提案では600D斌丁以上〕
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の第45回MEPCへ向けたわが国対処方針

の検討に当たって、当協会の基本的考え方

を資料2のとおり取りまとめた。

　その骨子は、エリカ号事故の再発防止の

ためには、新たな規制は必要なく、既に国

際的に合意された統一基準の確実な実施こ

そが最も重要かつ有効であるとしつつも、

欧州における環境保護対策強化への強い政

治的圧力の現実に配慮して、欧州連合によ

る地域規制を回避できる必要最小限の妥協

へ向けて慎重に対応すべきとしている。

　三国共同によるシングルハルタンカーの

規制前倒し提案は、わが国海運経営に重大

な影響を与えるところがら、今後欧州にお

ける各国政府と欧州連合の動きに注視しつ

つ、慎重に対応することとしている。

【資料2】

シングルハル・タンカー早期フェーズ・ア

ウトに関するベルギー、フランス、ドイツ

共同提案に対する意見

　　　　　　　　　　　　　2000，7．7

　　　　　　　　　　　　　日本船主協会

1．タンカーによる海洋汚染事故を防止するた

めに必要な方策は地域規制によらず世界的な

基準の下に実施される必要があるので、その

方策をIMOの場で検討することに賛成。

2．タンカーによる海洋汚染事故を防止するた

めにはサブスタンダード・タンカーを排除す

　る必要がある。そのためには、EUにおいて

　も提案されている、

①ポート・ステート・コントロールの強化

②船級協会の監督強化

　が有効な方策と考えられるが、船主として

　もこれらの．方策を進めることに賛成。

　　併せて、寄港国、船級協会のみならずタン

カー運航に関係する者（船主、用船者、荷主、

旗國、保険会社等）がQuali｛y　Shlppingの確

立に向けて現行ルールを遵守し、さらにそれ

ぞれの責任を全うすることが事故の防止のた

めには最重要と考える。

3．一方、フランス等が提案するシングルハル

　・タンカーの早期フェーズ・アウトがサブサ

　タンダード・タンカーの排除につながるかど

　うかには大いに疑問がある。

　船体強度上の欠陥により生じたと考えられ

　るエリカ号事故の如き事故に対しては、ダブ

　ル・ハル化は、安全性の向上には直結しない。

　また，エリカ号事故はタンカーの安全運航と

海洋汚染の防止に関する国際ルールが不完全

　なのではなく、ルールの実行に問題があった

　との共通認識がある。

　　以下に掲げるように、シングルハル・タン

　カーの早期フェーズ・アウトは、世界経済全

　体に重大かつ無用のインパクトを与えること

　が懸念される。

　　船社は現有シングルハル・タンカーについ

　ては現行ルールを前提に建造・メンテナンス

　を行っている。経済寿命を無視したシングル

　ハル・タンカーのフェーズ・アウトの前倒し

　は、充分に使用可能な船舶を解撤に追いやり、

　新たにダブルハル・タンカー．建造を強制する

　こととなり、地球資源の浪費となる。シング

　ルハル・タンカーのフェーズ・アウトを現行

　ルールに対して大幅に前倒しすることは、造

　船所の能力から見て物理的に代替建造が可能

　であっても、一時的に船価の暴騰等による海

　運・造船市場の混乱を招く恐れがある。

　　また、世界の造船業と解撤業に一時的に集

　中的な工事量を要求し健全な産業活動に重大

　な影響を及ぼす。

4．従って、フランス等によるシングルハル・

せんきょうん糎2000鱒9
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タンカーの早期フェーズ・アウト提案はその

影響を慎重に調査した上で検討されるべきで

ある。

2．国際船級協会連合による検査強化

　国際船級．協会連合（IACS）は、エリカ号の沈

没事故が老朽化したタンカーの船体強度に問題

があったとする見方から、2月16日にハンブル

グにおいて臨時理事会を開催し、船舶の検査手

順の強化を図ることとした。さらに、「サブス

タンダード船に対し宣戦布告」するとして、例

えば船級を変更した多数の老齢船を対象に各船

の過去の検査をたどるバーチカルコントラクト

オーディットの実施などの自己監督の強化、お

よび老齢船が検査の厳しい船級協会を避けて他

の船級協会に登録を変更する、いわゆる‘℃lass

hopping”を防止する意味から、ある船齢以上

の船舶を対象に船級変更手順を著しく強化する

ことなどを決定した。

　検査手順の強化につては、3月に開催された

IACSの一般政策部会において、さらに具体的

に検討され、以下の6項目に亘る検査強化策が

審議された。

1．加熱管を設置している貨物タンクに隣接す

　るバラストタンクは、船舶が15年に達した後

　は毎年内部検査を行うこと。

2．船齢が15年以上の検査強化プログラム（注）

　が適用される船舶では、中間検査は前回の定

　期検査に準じること。

3．2万重量トン以上の検査強化プログラムが

　適用される船舶は、第3回定期検査以降の定

　期検査および中問検査は少なくとも2名の専

　任検査員によって行われること。

4．船体構造船級検査に係わる板厚計測は、船

　級協会によって行われる場合を除き、検査員

　の立ち合いが要求される。

5．50G総トン以．．ヒの船舶の条約検査は専任検

　査員が行うこと。

6．船級変更手続の強化

（D　登録する船級協会は船齢15年以上の検査

　　強化プログラム対象船に対しては、次に来

　　る中間検査または定期検査、船齢20年以上

　　の船舶に対しては定期検査を実施する。

〔2）転漸時まで登録されていた船級協会は、

　　検査記録をすべて受け渡す。

　　　これらの検査強化策に関して、当協会は

　　日本海事．協会と意見交換を重ねつつ、資料

　　3に示すとおり、検査強化に対しては基本

　　的には支持するものの、既に規則化されて

　　いる検査を適確に実施することが最も重要

　　であること、また、特に腐蝕による衰耗が

　　問題となるバラストタンクの毎年の検査に

　　関しては、定期検査や中間検査のように貨

　　物を揚げ切って一定日数を検査のために当

　　てている場合と異なり、検査の実施そのも

　　のが、安全上、技術上の問題から困難なこ

　　と等をはじめ、具体的な問題について指摘

　　した。

　　　これらの問題点に関しては、現在も様々

　　な角度から意見交換を続けており、検査を

　　強化することによりサブスタンダード船を

　　排除するとともに、船舶の検査が合理的に

　　実施されるよう働きかけている。

　　（注）　検査強化プログラム

　　　　国際船級協会連合（IACS）は、検査強化に関

　　　し板厚計測の強化および構造上重要な部分に対

　　　する詳細検査の義務付けを中心とする統一規則

　　　を制定し、1993年7月1目よりタンカーおよび

　　　ばら積貨物船を対象として’」検査強化プログラ

　　　ム”を実施し、その後IMO総会決議A744〔18）

　　　に取り入れられ1996年1月1日からSOLAS第
　　　憤章で強制化。

10轡ぜんきょうAz‘g2000



【資料3】

　　lACS検査強化に対する船協コメント

　　　　　　　　　　　　　2000年4月25日

　　　　　　　　　　　　　日本船主協会

1．検査強化に対する基本姿勢

①ERIKA事故の再発防止に向けた検査強

　化提案は基本的に評価する。

②　しかしながら、現行の定期検査、中間検

　　査、およびESPにおける検査を厳格かつ

　　確実に実施することが、より重要かつ効果

　　的である。

③特に船体構造部材に関しては、より一層

　　の客観性および透明性のある検査が実行さ

　　れるべきである。また、検査基準について

　　は各船級問の統一．’性が図られたものとすべ

　　きと考える。

④船齢15年を超える船舶に対する検査実施

　　の結果、更なる検査が必要と認められた船

　　舶に対して、提案の検査を実施する方がよ

　　り合理的である。

⑤　なお、IMOにおいて老齢タンカーの安全

　対策として、総会決議744（18）の改正が

　合意されており、10年目超える旗国検査時

　　にタンカーの残存縦強度の評価が義務付け

　　られることも考慮すべきである。

2．検査実施上の技術的問題

　バラストタンクの内部検査をRunningで

実施するに当たっては次のような技術的な問

　題がある。

①タンカーのバラストタンクの内検のため

　　には、タンクに｛月水した状態、空の状態等、

　　それぞれのコンディション作りのための所

　　旧時問（1日程度）が必要であり、合理的

　　に検査を実施するためには、検査の分割等

　　の工夫が必要である。

②船種、又は船舶の構造により、バラスト

　　タンクへのアクセスを確保するための特別

　　な準備が必要な場合もある。

③船型によってはStabilityの関係上バラス

　　トタンクを空にできない場合も考えられる。

1，油日補償体制

　タンカー事故等で油濁による海洋汚染が発生

した場合、その損害や清掃費用については、海

運業界と荷主である石汕業界が協力して補償す

る体制が国際条約により整備されている。即ち、

一定の限度額を設けて、はじめに船主による補

償を行い、不足する部分を、荷主が補償するも

ので、いわゆる油日二条約（油濁損害について

の民事に関する国際条約＝CLC、油濁損害補償

のための国際基金の設立に関する国際条約＝

FC）によりこの体制が確立されている。

　この油濁二条約のうち、CLCは、船舶の貨物

である重油等の流出によって生じた油濁損害に

ついて、船主の無過失責任、責任限度額、強制

保険を定めた条約である。一方、FCは、荷主

の責任負担についての条約で、タンカーから油

を受け取った荷主の拠出金を基に設立された国

際的基金（国際油濁補償基金＝IOPCF）による

被害老に対する補償を行うことを定めた条約で

ある。

　1992年に両条約の発効（CLC：1975年、　FC；

1978年）後、約15年が経過し、大規模な油濁事

故への補償が十分に果たせなくなったことから、

両条約の限度額の引上げを主な内容とする改定

ぜんぎょ5漸σ2ρ0ρ薗11
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議定書（92CLC／92　FC注①②）が採択され、

ユ996年5月に発効した。

注①　1969年の油による汚染損害についての民事責任

　　に関する国際条約を改正する1992年の議定書〔69

　　CLCにおける船主責任限度額の引き．ヒげ、対象

　　船舶の拡大、適用水域の拡大等を規定する改正議

　　定書）

　注②　1971年の油による汚染損害の補償のための国際

　　基金の設立に関する国際条約を改正する1992年議

　　定書（71FCで規定された国際油田補償基金によ

　　る補償限度額の引き上げ等を定める改正議定書）

2．92CLC／FC限度額改定問題

　1999年12月フランスのブルターニュ沖におい

て、マルタ船籍タンカーエリカ号（1万9，666G

／T）が1万4，000トンの重油を流失する事故

が発生した。同事故の被害が92FCの補償限度

額（現行限度額…92FC：1億3，500万SDR≒

約190億円、92CLC：5，970万SDR≒約85億円）

を超えることが予想されることから、当事国フ

ランスをはじめとしてEU内で油濁補償隈度額

および現行体制の見直しの検討が開始された。

　（資料1参照）

　こうした動きと併行して、英国等14出国は、

条約の規定に基づく92CLCおよび92FCの限度

額の引上げを正式にIMOに提案した。（資料

2参照）

　本引上げ案は2000年10月に開催される第82回

IMO法律委員会と締約国との合同会議におい

て、審議されることとなっている。

　また、フランスの緊急提案により設置された

92年国際油濁補償基金の「CLC／FCの機能の

見直しに関するワーキンググループ」が2000年

7月6日に開催され、フランスより条約の規定

の範囲を超えて10億ユーロ（約1，030億円）に限

度額を引上げるべしとの非公式な提案がなされ

たが、今秋の合1司会合では条約の規定の範囲内

での見直しについて優先的に審議が行われる見

通しである。

　こうした状況の下、国際淘運会議所（ICS）、

国際独立タンカー船主．協会（INTERrANKO）

等海運関係団体は、欧州内での被害者救済の強

い世論を勘案し、両条約の規定の最大限の引、ヒ

げを支持するとしており、これらを踏まえ、当

協会は、英国等14ヵ国より提案のあった船主責

任制限額および油濁補償限度額引上げについて、

鋭意審議した結果、現時点では次の通り対応す

ることとしている。

　①あくまでも現行の油濁補償体制（92CLC

　　／92FC）が維持されるべきであり、EU

　　提案による欧州荷主拠出による補償制度

　　　（thlrd　tier）の創設等、地域的な制度の導

　　入には反対である。

　②事故から生じた損害の金額をはじめ、貨

　　幣価値の変化等条約の規定に基づき引上げ

　　の妥当性が明示されることを条件に、CLC

　　についてもFCと1固目、現行条約の制限額

　　の範囲内での引上げはやむを得ないと考え

　　る。

［図］92CLC／FC限度額の改定案

百万SDR

OGπ5DOOGT　　　　140000GT　　　2500DOGT

　　船　型

12齢せんきよう！肋82000



【資料1】

　　　EUおよびフランスの対応策概要

1．E　U
　・92CLC／FCの責任・補償限度額の引上げ

　　欧州荷主によるthird　tierの創設（CLC／

　FC責任・補償限度額を超える部分への補

　　償。補償限度額はCLC／FCの補償額と合

　　冒して1億ユーロ＝約1，030億円）

2．フランス

　・92FC補償限度額の引上げ（10億ユーロ）

　　および基金への拠出額計算方法の変更（サ

　　ブスタンダード船を用いた荷主に受け取り

　　油量を大きくする係数を乗じる）

　・92CLC責任限度額の引上げ及び船のコン

　　デションに応じた責任限度額の計算方法

　　（サブスタンダード船の限度額の引上げ）

　　の導人

　・環境損害の対象の拡大

【資料2】

　　92CLC／FCの現状および改正案

［現　行］

1．　被害者「俣度額：92FC

　　1．35億SDR（約191．4億円）

2．船主責任限度額：92CLC

　　。5，000％未1荷

　　　3GO万SDR（約4．25億円）

　　・5，000％以上～14万％未満

　　　　1警当り420SDRを加算

　　・14万％以上

　　　5，970万SDR（約84．62億円）

［改正関係］

1．改正条件：①起算日1993．L15

　　　　　　②年率6％以内の複利

　　　　　　③　限度額3倍

2，引上額：2000年（採択時）をベースにす

　る場合50．4％UP（図参照）。

　（2003年をベースにする場合79．1％UP）

　92CLC

　　・5，0GO警未満

　　　300万SDRから約450万SDR（6．38億円）

　　・5，000％以上～14万％未満

　　　　1％当り420SDRから630　SDRを加算

　　・14万餌以上

　　　　5，970万SDRから約8，980万SDR（エ27，30億円）

　92FC　1．35億SDRから約2億SDR（283．50億円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・SDR；国際通貨基金（IMF）の特別引出し権。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　SDRの米ドル換算は便宜上1SDR＝／．2米ドル。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ユSDR＝141，75円（200D，5．11現在）で換算。

ポート・ステート・コントロールに関するブラック

～ホワイト・リストを公表

一パリMOUおよび東京MOUの年次報告書より
　　　　霧

　パリMOU（PSCに関する覚書．）は1982年7

月1口に締結され、現在ユ8ヶ国（ベルギー、カ

ナダ、クロアチア、デンマーク、フィンランド、

フランス、ドイツ、ギリシャ、アイルランド、

イタリア、オランダ、ノルウェー、ポーランド、

ポルトガル、ロシア、スペインスウェーデンお

　　　　　　パ．＼f．．．隔：．こ己．謀点諭、4．弧．．㌻：．イ黒．8．。鼠1こ．、漏焦

よび英国〉が加盟、また、東京MOUは1993年

ユ2月1日に締結され、現在17ヶ国（豪州、カナ

ダ、中国、フィージー、香港、インドネシア、

日本、韓国、マレーシア、ニュージーランド、

パプアニューギニア、フィリピン、ロシア、シ

ンガポール、タイ、バヌアツおよびベトナム）

ぜんきようん‘g2000膨13
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拘留件数検査件数に対する拘留率
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3年閲の平均拘留率を上回る旗国リスト

検査件数拘留件数拘留率3年聞平平均拘留 Flag
均拘留率率との差

1997－1999玉997－19991997－19991997－19991997－1999
1
Korea，　Democra紅。　People’s　Republicユ7654．

30．686．9823．70
2Cambodia44613430．046．9823．06
3Belize

1，20929924．736．9817．75
4Vletnamユ904021．056．9814．07
5Indonesia34557！6．526．989．54
6
顎rkey

2473714．986．988．00
7
Saint　V三nce煎anδthe　Grenadines1，！00164／4．916．987．93

8Honduras1，ユ19131
U，716．984．73

9Malta76579！0．336．983．35
1（〉
Thaila磁53D529．816．982．83

11Egypt7379．596．982．61
12Russia

1，4591268．646．981．66
13Iran！30／18．466．981．48
14
An辰gua　aRd　Barbuda211178．066．981．08

／5M組aysia811658．016．981．Q3
16
Cayman　Islands

7568．006．981．02
17China，　People’s　Rep．　of

2，3011817．876．980．89
18Korea，　Republic　of

1，260957．546．980．56
19馳iwan，　China　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　匹523387．276．980．29

が加盟しています。このほど、両MOUが1999

年の年次報告書を公表しましたので、概Ill各をお

知らせします。

　なお、両報．告書はインターネット上で入手可

能です（www．parlsmou．org、　www．iijnet．orjp／to－

kyomou）

パリMOU
・今回の報告書より、新たに旗国のパフォーマ

　ンスに関するブラック～グレイ～ホワイト・

　リストを掲載。日本籍は98回のインスペクシ

　ョンのうち拘留0と、最もいいランクにリス

　トアップ。

・船級のパフォーマンスの評価として、船級に

　係る拘留などを解析。その拘留率をIACSメ

　ンバーについて見ると、NKはGL、　DNV、

　AB、　LRに続いて5番目（1．64％）。

・指摘された欠陥の数は前年比5％増の60，670。

　安全や環境保護の手順に関する運用上の欠陥

　が増加していると分析。しかし、拘留率は前

　年同様9．／％。

・1999年には、船齢15年以一1：＝の3万総トン以上

のバルクキャリアに対し、構造上の安全に関

する集中キャンペーンを3ヶ月間実施。その

結果、8隻（10％）で重大な欠陥を指摘。

・EQUASIS　（European　Quality　Shipping　Infbr－

mation　System　l船級協会の検査記録、　PSC

での航行停止処分履歴等のパリMOU、東京

MOU、　USCG、　P＆1等から提供された情報

を集約した情報システム。ホームページ上で

公開。http＝〃www．equasis．org）の活用によ

　り、PSCの結果が関係者に入手可能となり、

透明性の向上に寄与。

東京MOU
・各国において合計14，921の検査が行われ、域

　内入港船の61％に実施。各国間に文化、発展

　の状況に大きな違いがあると認識していると

　して、検査員の訓練制度等実施しているとあ

　るが、それは各国の検査の数にも表れている

　（口本3，577、豪州2，753、タイ83、パプアニ

　ユーギニアO）。

・1．999年の拘留率は7．18％と1998年より銀器減

　少した。一般乾貨物船の拘留率はこれを大き
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　く上回った（12．35％）が、多くの船種では平

均より低く、ガス船は最も低かった（1．46％）。

・1999年2月1口のGMDSS完全実施に伴い、

　3ヶ月間、GMDSSへの適合に関する集中キ

ャンペーンを実施。その結果、2，707の検査

を実施し、60隻を拘留（2．2％）。

・域内で実施されたインスペクションのデータ

を記録するデータベースAsia－Pac逝。　Com－

puterlzed　Info㎜atbn　System（APCIS）が設

置され、2000年1月1日より運用を開始する。

　PFI（Private　Finance　lniti且tive）は、英国で誕

生した公共事業の新方式である。公共施設など

の設計、建設、維持、運営に、民間の資金とノ

ウハウを活用し、効率的で質の高い公共サービ

スの提供を図るという事業の形式である。

　英国で誕生したあと、わが国においても、総

理府を中心にPFIの導入について検討が進め

られ、平成ll年7月23目には、「民間資金等の

活用による公共施設等の整備等の促進に関する

法律」（いわゆる「PFI法」）が成立、同年7月

30日に公布され、これを機に各省庁の具体的事

業に向けての動きが活発化した。

　PFI法において、　PFI事業の対象となり得る

のは、道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、

水道、庁舎、公営住宅、教育文化施設、リサイ

クル施設、…等々となっており、公共施設であ

れば、何でも可ということである。PFI法の理

念にのっとり内閣総理大臣によって策定された

「基本方針」には、民聞事業者の募集及び選定

に関する基本的ルールが謳われており、また、

政府や地方公共団体は、法制上並びに財政上及

び金融．ヒ必要な措置や支援策を講じてゆくべき

である、とされている。言い換えれば、従来、

公によって整備されていた分野の社会資本の整

備についても民問資金、運営ノウハウでもって

やってもらおう、そのかわり、効率的な投資と

いうことであれば財政資金も回わすし、必要な

ら規制緩和もし、税制などにおける支援もする

から、というものである。

　平成ユ2年3月宋時点において、運輸、建設、

通産、農水、厚生、郵政の民活法所管6省庁が

認定した特定施設は177件あるが、港湾・物流

関係が最も多く77件で、次いで、通信・情報の

38件、商業基盤ユ8件、研究開発18件、等となっ

ている。

　運輸省港湾局においては、平成12年度、「民

活法特定施設整傭事業」として事業費で230億

円、投融資98億円の予算措置がとられており、

常陸那珂港と北九州港（響灘）が平成12年度実

施予定案件（PFIによる公共荷捌き施設等整備

事業）に掲げられている。

　常陸那珂港と北九州港の募集要領をみると、

公共と運営会社が行う整備・業務区分について

の原則は、次の通りであり、概ね両事業に共通

している。尚、財政的支援の概要は、①無利子

貸付一国10～30％、港湾管理者10～30％、②特

別転貸債40～20％、となっており、この結果、

事業者の負担は40～20％となる。

　なお、上物（機器類、荷捌き施設、管理棟等

々）の維持管理、コンテナ荷役作業等ターミナ

ルの運営、コンテナ貨物集荷並びに航路誘致等

の営業活動等、いわゆる「一体的管理運営」を、

事業者が行うこととなっている。また、「荷捌

き施設の内、公共の側で整備をおこなうものも

ぜんきょう！1z‘g2000⑳19
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【図：P円事業の役割分担】
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ガントリークレーン

ヤード内作業は特定単一
の港湾運送事業者が実施

　　上物
（PFI事業者が整備）

舗装

その他の

荷役機械

　CFS
壊蒸上屋管理棟

岸壁

皇轟ミナル用地　↓

　　　下物
（国・港湾管理者が整備）

ある」ということになっており、現に、常陸那

珂港の場合、第一期におけるガントリークレー

ン2基やトランスファークレーン並びに管理棟

は、公共で整備・提供されることとされており

（第二期の荷役機器は、事業者が整備）、北九

州の場合は、管理棟等は、場合によっては公共

で整備することも有り得る、としている。

　常陸那珂港（北埠頭外貿公共コンテナターミ

ナル、延長700m、水深10～15m、埠頭用地28ha）

は、本年4月10日に事業者の募集が開始され、

同月25日には、茨城県や地元有力企業の出資に

よる「常陸那珂埠頭㈱」に内定、6月8日に正

式に契約が締結され、翌日から営業開始された。

実際の荷役作業は、「常陸那珂埠頭㈱」と港運

業者11社によって設立された「常陸那珂コンテ

ナターミナル㈱」が行う。一・方、北九州港（ひ

びきコンテナターミナル、延長1，040m、水深

10～15m、埠頭用地43ha）は、本年7月ユ7日～

21日の公募期間中に、①フィリピンの1（万SI

社（lntemational　Container　Terminal　Selvices

Incj、②シンガポールのPSA、③米国のSSA

／三菱商事、／SSA（米国）、④．．．ヒ組、⑤日通、

⑥丸紅、⑦日商岩井／日立造船、の7グループ

の応募があった。遅くとも本年12月には優先的

交渉権者を決定するとのことである。

　　　　任意複合海上輸送契約について

　　　　　米国運輸省連邦海事局年次報告書

　米国の海運助成策について、先月号の①新規

運航補助制度（Maritime　Secuhty　Program：

MSP）の概要に引き続き、今月号では②任意複

合海上輸送契約（Voluntary　lntermodal　Sealifし

Agreement：VISA）および③MSPとVISAの関

係（MSP／VISA　Linkages）を糸召介する。

　①新規運航補助制度（Maritime　SecuriΨ

　　より一
　　　　　∠．ll、．．／＼、二点憲無．，ハズ．晶．よ．。．．歪ト　乃．＿漁．．註・．

　Program：MSP）

　本誌平成12年7月号に掲載。

②　任意複合海上輸送契約（Voluntaly　Inte卜

　modal　Seal廿t　Agreement：VISA）

　　任意複合海上輸送契約（Volunta可lnter－

　modal　Sealift　Agreement：VISA）は、国防

　省が、緊急時を含めて軍需品や生活必需品
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を輸送するために民間の複合海上輸送シス

テム（船舶のほか、コンテナ、ターミナル

施．設、船員、陸上メンテナンス設備・要員

等を含む）を確実に利用できるようにする

条件の下、VISA加入自社が優先的に国防

省の平時の海上輸送契約の提供を受けられ

る制度である。この制度は、1950年防衛生

産法（Defense　Productlon　Act）および1．960

年の商船法（Merchant　Marine　Act＞に規

定されている任意契約（Voluntaty　Agree－

ment）に修正を加え、米国運輸省連邦海

事局（Mari廿me　Administration：MARAD）

が推進している制度で、1997年1月30日に

　国防省の主要商用海上輸送軍備計画として

承認されている。国防省は、通常の商用運

航に与える混乱を最小限におさえた上、何

十億ドルもの、最新技術を駆使した米国の

商用国際複合輸送システムを平時・有事と

　もに最大限に利用できることになっている。

　これにより、国防省は、初期戦略配備や物

　資輸送の需要増に対応するために、米国政

　府が所有／支配／チャーターする輸送能力

　を補うこともできるのである。VISAの編

　成は、国防省の要請に応じた輸送システム

　を合理的に利用するために、緊急度によっ

　てStage　l～皿まで段階的に実施される。

　Stage　lと1においては商用運航者は自発

　的に輸送システムを提供するが、Stage皿

　においては、MSP船の場合は100％、そう

　でない場合は50％の輸送システムを提供し

　なければならない。非常事態のレベルに合

　わせて輸送システムを提供するという段階

　的な方法を用いることにより、船社は国防

　省の輸送要請に応じる一・方で、有事の問も

　商業輸送を行うことができるのである。

③VISAとMSPのつながり（VISA／MSP

Linkages）

　VISAとMSPのつながりであるが、軍

事：有用性のある米国籍商用乾貨物船に係る

輸送システムの80％以上がVISA　Stage皿

に登録しており、そのうち70％を超える輸

送システムがMSP船によるものである、

1999年会計年度に、MARADは官報（Fed－

eral　Register）において20QQ年会計年度の

VISAプログラム加入募集について告示を

おこなった。その結果として、新しく米国

籍船を運航する船社の登録が予定されてい

る。1999年9月30日現在で39社がVISAに

参加している。

　VISA参加企業は、特定の船のスペース、

複合輸送設備およびマネジメント・サービ

スを提供しなければならない。MSP参加

船脚は、政府から補助金を受けているが、

この条件として、MSP船の100％ならびに

複合輸送手段およびサービスをVISAに登

録する必要がある。国防省に提供されるス

ペースのうちMSP船によるものは
l16，000TEUを超える。　MARADは、　MSP

参加の運航会社以外に対してもスペースを

VISAに充てるよう推奨しており、その条

件として、登録した際には優先的に国防省

の平時の海上運賃契約の提供を受けられる

事になっている。なお、VISAの参加社は

　［資料］のとおりである。

　米国政府は、自国籍船を保持する商用海

運産業と．協力することにより、十分な訓練

を受け専門技術を有する米国入船員や沿岸

労働者のみならず、地球規模の一貫輸送網

　（船舶、ロジスティクス、マネジメントサ

ービス、インフラストラクチャー、ターミ

ナルおよび設備、通信手段、積荷追跡ネッ

トワークを含む）を碓実にかつ最大限に利

廿A．宍上「山．〃ワnoη齢91
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用できるのである。

　一方、政府と産業界は、合同企画・助言

グループ（Joint　Planning　Advisory　Group：

JPAG）会議を通じて、国防省の要請を確

認し検討を行い、国防省の要請に沿った運

航計画を提案し、プログラムの試用・演習

を経た上で、運賃収入の分配や配船を独占

禁止法に沿ったものにしている。1999年会

計年度では、JPAG会議は2回招集されて

いる。国防省は、1999年4月6日にJPAG

緊急会議を開き、コソボとバルカン地域周

辺の壊滅的状況により差し迫った人道主義

的救援および軍事物資輸送という難題につ

いで情報を開示し、現在あるいは将来起こ

りうる要請と能力についての情報をVISA

の加入黒田と共有している。1999年6月9

日には、JPAGビデオテレコンファレンス

が開かれ、米国VISAキャリアに対してコ

ソボでの活動に関する最新情報、ならびに

現在および計画段階の海上輸送要請に関す

る情報を提供した。MARAD、国防省なら

びに海事産業の代表者が出席している。

　　また、同会計年度において、VISAの編成

中に使用する補償レートを設定するために

運賃を基準とした体系が最終決定された。

　この手続は提供した輸送システムおよび緊

急事態時の要請にともなう危険性に対して

VISA加入船社に平等に補償することを目

　的としている。これに加えて、加入船社が

VISA　Stage皿に提供する輸送システムを正

　確に把握するために、MARADと国防省の

　U．STransportatioll　Command　（TRANS

　COM）はVISA船舶登録手続の最終作業を

　完了している。

※　MSP登録船社については本誌平成12年

　7月号参照

資料

iVISA　Participants　as　of　September　30，1999

Alaska　Cargo　nanspor匙，　Inc．王ykes　Lines　Limited，　LLC．

American　A登tomar　Inc，　　　　　　　　　　　　　　，

Maersk　Une　Limited＊

Alnerican　President　Lirles，　Ltd．Matson　Naviga打on　C⑪mpany，　Inc．

American　Roll・0薮Roll－0匠Can・ier，　LLCMaybank　ShiPping　Company，　Inc．

Ainedcan　Ship　Management，　Inc．＊

Automar玉nterna廿onal　Car　Carrier，　lnc，＊

Cen曾al　Gul蚕L皇nes，　Inc．＊

Crowley　American　Tra韮sport，　Inc．

Crowley　Ma面me　Services，　Inc，

Dixie　Fuels　II，　Ltd．

Double　Eag三e　Ma罫ine／Caribe　USA，　Inc．

Farrell　L隻妄｝es，　Inc．＊

First　Ame雌can　Bulk　Carrier　Corp．＊

Hrst　Ocean　Bulk　Car㎡er・1，LLC＊

First　Ocean　BUlk　CarnerE，LLC＊

First　Ocean　Bu三k　Carher阻，LLC＊

Foss　Ma面me　Compa丑y

LYnden　Incorpora£ed

＊MSP　Paracipan宅s

McAllister　Towing＆T㌃anspo1寸aUon

Moby　Marine　Corp．

NPR，　Inc，

OSG　Car　Carriers，　Inc．＊

Osprey　Shipholding　Corp．，　LLC，

Resolve　Towing＆Salvage，　Inc．

Seacor　Marine　International，　Inc．

Sealift，　Inc．

Sea－Lan〔圭Service，　Inc．掌

Smith　Maritirne

Totem　Ocean　Trailer　Express，　Inc．

丁士aner　Bridge，　Inc．

Tdco　Madne　Operators，　Inc．

Troika㎞terilatio照1，　Ltd．

Van　Ommeran　Shipplng（USA）LLC

Waterman　Steamshlp　Corp．＊

Weeks　Marine，　Inc．
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1鎗：．日本海運の現況（概要）藻

il｛ゑ．　　　　運輸省海上交通局編　　　　　環灘織

　主輪省海上交通局は去る7月19日付で、平成

12年齢の「日本海運の現況」（海運白書）を発表

した。ここでは、その内容を同局による要約を

用いて紹介する。

トピックで見る日本海運

・海事・局への再編

・改正港湾運送事業法の成立

・バリアフリー法の成立

・海賊会議の開催

・モーダルシフトに資する高速船の就航

・日本人船長・機関長2名誉乗船の登場

・西暦2000年問題への対応

・生活航路の指定

年に海上技術安全局と統合して海事局に再編さ

れる。これは海上交通行政のあり方に変革が求

められていることの現れと認識されよう。そこ

で、これまでの海、．ヒ交通行政を振り返るととも

に、21世紀の諸課題に対する行政の視点とこれ

に対するアプローチについて考えてみることと

する。

　海上交通行政が置かれている我が国社会経済

の特徴は、次の4点に要約される。

　〔：ユ｝経済のグローバル化の浸透

　（2｝競争の激化

　（3｝多様な価値観の追求

　㈲　世界的規模の成熟した海事産業の存在

第1部海上交通のシステムとその役割

　外航海運、内航海運、内航旅客輸送、港湾運

送のそれぞれについて、その役割と特性を一般

の読．者にも分かりやすく説明した。

第n部　海上交通をめぐる現状・課題と政策的

　　　　対応

　第1章　21世紀に向けた：海上交通行政の展望

　海上交通局は、省庁再編の一環として平成13

〔1）グローバル化した経済において、我が国

　経済の国際競争力をフルに発揮するために

　は、そのインフラとして、国内外を通じた

　最高度のグローバル・ロジスティクスへの

　アクセスが確保される必要があり、海運が

　適切な役割を果たすことが求められている。

　外航海運は、企業規模の拡大、アライアン

　スの形成等によりこのような挑戦に取り組

　んできている。国内マーケットと見なされ
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　てきた港湾、港運、内航もグローバル・ロ

　ジスティクスに取り込まれており、ここに

　もグローバル化の波が押し寄せている。

12）競争の激化によって、従来我が国の海上

　輸送の中核を担ってきた日本糟糠と日本人

　船員は、国際競争力を低下させその数を減

　らしている。このため、国際船舶制度の創

　設・拡充等によりその維持・確保策を講じ

　てきたが、日本入船員についても新たな姿

　を模索する必要がある。日本籍船、日本人

　船員の位置づけについてはなお課題を残し

　ており、安全保障的見地のみならず様々な

　角度から引き続き議論を行っていく必要が

　ある。また、公正で透明な競争が求められ

　ている中で、民問はもとより行政も各方面

　にわたって変革を迫られている。

（3｝ますます多様化する国民のニーズ・価値

　観に適切に対応して行くためには、最終的

　　な受益者であり、多様な価値観0）追求者で

　　ある利用者、即ち国民の立場により明確に

　立脚した行政運営が重要である。

（の　我が国海事産業はその規模・集積の故に

　　国民経済・地域経済上重要な産業の一つと

　　なっており、外国政府による市場歪曲的な

　　行為の是正、海事産業内の隆路の解消等内

　　外にわたる競争環境の積極的な整備を通じ

　　て国際競争力の維持、改善を図っていく必

　　要がある。また、世界的な海事国としての

　　責務を果たすためにも、サブスタンダード

　　船の排除、海賊対策のような国際的課題に

　　強いイニシアチブを発揮することが求めら

　　れている。

　上記の海上交通をめぐる環境の構造的変化に

海上交通行政は既に対応して、市場原理の導入

とともに、地球環境問題への取り組みやバリア

フリー化といった輸送の質的改善に取り組んで
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いる。しかしながら、このような大きな構造変

化に向かい合う21世紀の海上交通行政を展望す

るには、従来の延長線上からさらに一歩を踏み

出した新たな観点が必要である。

　第一の観点は、海事に関する行政の総合的な

推進である。経済のグローバル化、競争の激化

などの動向に対応するためには、従来の縦割り

的対応ではなく海運、造船、船員という海事に

関する行政を総合的に推進していくことが必要

である。海事局の誕生によりこのことに適切に

対応できると考えている。安全、船員規制の．．．・

層の合理化・整合化、適切なハード整備と連携

した海運・港湾サービスの向上等の規制緩和の

成果の具現、新技術も視野に入れた海運サービ

スの革新などが効果的に行われるようになろう。

　第二の観点は、利用者の立場に立った施策の

推進である。市場を通じた公正な競争環境の実

現を通じて利用者、荷主が利益を享受できるよ

うにすることが必要である。競争的な環境の下

でこそ、事業者の創意工夫により効率的、低コ

ストのサービスが提供されるのであり、競争的

市場の整備の観点から規制の合理化・適正化を

進める必要がある。他方、バリアフリー化の推

進、生活路線の維持方策の策定など市場メカニ

ズムに委ねるだけでは実現できない政策を適切

に推進する必要がある。

　第三の観点は、国際的な競争条件の整備であ

る。我が国海事産業の国際的競争力の維持・改

善のため、世界的な競争条件の均衡化策、安定

的な市場秩序形成方策、国際的にバランスのと

れた技術開発策などを講じていく必要がある。

　第四の観点は、サブスタンダード船の排除、

海賊対策などの国際社会の課題にイニシアチブ

を発揮することである。特に国際ルール作りに

イニシアチブを発揮することが重要である。

　21世紀の海事産業を考えるに際し、新たなア



ブローチとしてクラスター論的アプローチが考

えられる。海事産業は、海運、船員、造船、保

険など多くの関連産業がクラスター（有機的な

産業の塊）をなしており、各産業が有機的に連

携して産業競争力を発揮させる必要がある。外

航船腹量、造船業の規模においてはるかに凌駕

する日本が国際的海事センターの座をロンドン

に譲っているのは、歴史的蓄積の差もあるが、

クラスターとしての優劣の差、クラスターとし

ての取り組みの違いに起因している可能性も否

定できない。我が国の海事産業は世界最大級で

あり、その国際競争力の向上は日本経済に資す

ること大と考えられることから、これをクラス

ターとして捉え直し、クラスターの機能阻害要

因となる内部的障害の除去や戦略的・総合的な

振興策に関係者．一体となって取り組むことによ

り、我が国海事産業の新たな発農の可能性を模

索することが可能と考えられる。

　第2章国際競争力のある外航海運を目指し

　　　　　て

　我が国の外航海運政策は「海運自由の原則」

を基本とし、我が国の外航海運に関する制度は

世界で最も自由化が進んでいるといえる。我が

国は、国際交易を支える自由で公正な国際海運

市場を形成するべく、WTO、　OECD等の国際機

関における活動に積極的に貢献するとともに、

必要に応じて中国などと二国間協議を行ってい

る。

　資源輸人、製品輸出の面から考えても、我が

〈コラム〉

海事クラスター（マリタイムジャパン）

　海事産業は、業種としては、海運、船員、

造船、舶用工業、港湾運送、海運仲立業、船

級、船舶金融、海上保険、海事法律事務等実

に様々な分野からなり、主体としても、産・

官・学等及びその連携からなる複合体・総合

体である。

　イギリス、ノルウェー、オランダ等の海運

先進国では、この総合体を「海事クラスター」

と呼んでいる。

　海事クラスターは、その個々の構成員の活

動による付加価値・雇用の創造に止まらず、

構成員相互の外部効果、つながり、スピルオ

ーバー効果により総体としてより大きな付加

価値を創造し、全体として競争力を発揮する

ものである。

　最近、グローバル競争化の中での国や地域

の競争力の向上の条件として、クラスター理

論が注目されている。マイケル・E・ポーター

教授（ハーバード大ビジネススクール教授）

の「競争戦略論」によれば、ある分野におけ

る成功の条件としてクラスターの存在が顕著

な特徴とされており、そのような例として、

教授は、イタリアの革靴・レザーファッショ

ンクラスター、カリフォルニアのワインクラ

スター、マンハッタン南部のマルチメディア

クラスター、シリコンバレーのコンピュータ

ークラスター、オランダの輸送クラスター等

多くのケースを指摘している。

　海事クラスターの存在を把握しそのグレー

ドアップを図ることは、海事活動を通じた付

加価値と雇用を、地域において、また国レベ

ルで持続的に創出させるとともに、我が国経

済の競争力向一しにおいて極めて有効と考えら

れる。

　上述の海運先進国では、こうした施策の総

合体或いは目標を、マリタイムロンドン、オ

ランダ海事国と呼んでおり、これに倣えば、

日本では「マリタイムジャパン（海事国日本）」

と呼ぶことができよう。
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国にとって外航海運は極めて重要な産業インフ

ラである。そして、これらの物資の安定的な輸

送を図るという観点から我が国の外航海運によ

る輸送を確保することが必要であり、我が国外

航海運の国際競争力の強化を図ることが重要な

課題となっている。このため、税制措置、低利

融資などの財政措置を講じてきている。また、

日本川船の減少、船員の減少に対応し、貿易物

資の安定的輸送の確保に資するべく国際船舶制

度を導吊して、目本籍船、日本人船員の確保に

努めている。本年は、日本人船長・機関長2名

配乗体制による運航が実現した。

　また、我が国外航海運企業の事業活動の前提

となる航路の安全を確保するため、海賊事件の

防止に取り組んだ。特に、平成／1年11月目口本

人船員が乗り込んだアロンドラ・レインボウ号

の乗っ取り事件が発生したことから、小渕前総

理の提案により、我が国が主催してアジア地域

の16ヶ国の海事政策当局、風聞団体等が参加し

て、3月に「海事政策当局等による準備会合」

を、4月に「海賊対策国際会議」を開催した。

討議の結果、海賊等への対策のため各国が．協力

しつつ可能な限りあらゆる対策を講じていくと

の固い決意を「東京アピール」として内外に表

明し、海事政策当局及び民間海事関係者が一月

目なって行うべき具体的な措置として「海賊対

策モデルアクションプラン」を策定した、

　汕濁損害賠償補償制度は、タンカー輸送の健

全な発達のため、発生した汚染損害について、

船舶所有者、石油会社等の荷主が互いに補完し

つつ被害者の救済を図ることを目的として、国

際条約により創設された国際制度である。平成

9年のナホトカ号事故、昨年末のフランス・ビ

スケー湾で発生したエリカ号事故といった大規

模なタンカー事故が近年続発しており、これら

の事故の経験を踏まえ、船主責任限度額と国際
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油濁補償基金の賠償限度額の引き．．ヒげ等を含む

条約の見直しについての議論が、国際海事機関

（IMO）で議論されることとなっている。

　第3章海上運送の効率化とサービス向上を

　　　　　目指して

　我が国の港湾は、港湾諸料金が高いことや、

日曜、夜間荷役など使い勝手に問題があること

が原因の一つとなって、コンテナ取扱量等の面

で東アジアにおける相対的な地位が低下してい

る。このため、運輸省では、港湾について重要

な制度の見直しを行った。

　第一に、海上貿易貨物の主流を占めるコンテ

ナ貨物の積み卸しが大量に行われ、我が国の国

民経済上特に重要な9港（京浜港（東京港、川

11奇港、横浜港）、千葉港、清水港、名古屋港、

四日市港、大阪港、神戸港、関門港及び博多港）

に．

ﾂいて、港湾運送事業の需給調整規制を廃止

し、免許制を許可制に改めること、運賃・料金

規制の緩和と悪質事業者の参入の防止や罰則の

強化などを盛り込んだ．港湾運送事業法の改正が

行われ、本年6月に成立した。これに併せて、

労働者保有基準の引き上げ等事業の集約・協業

化を推進するための措置を講じることとしてい

る。このような規制緩和や事業者の集約・協業

化等を通じた事業規模の拡大により、港湾運送

事業者自らがコンテナターミナルを借り受け運

営するターミナルオペレーターとして事業展開

していくことが期待される。

　第．二に、平成ユユ年12月置港湾審議会答申「経

済・社会の変化に対応した港湾の整備・管理の

あり方について」がとりまとめられ、これから

の港湾行政の進むべき方向として、全国的・広

域的視点からの取り紐みの強化、地域の主体的

な取り組みの強化、環境の保全・創造のための

取り組みの強化、港湾行政の透明性、効率性等



の向上の4つの方向が示され、具体的な施策が

提言された。このうち、法的拮置を要するもの

について、港湾法の改正が行われ、本年3月に

成立した。

　改正の主な内容は、港湾の分類の定義の明確

化、港湾整備事業に対する国の負担割合の見直

し、港湾に関する環境施策の充実などである。

　国内旅客輸送においては、本年10月の改正海

上運送法施行に向け、生活航路を維持するため

の指定区間制度の導入等の準備が進められてい

る。その一環として、「国内旅客運送事業サー

ビス問．題タスクフォース」において、海上運送

法改正後における運賃、情報公開の論点を整理

した。また、離島航路の需要拡大を支援するた

めの離島航路振興策をまとめた「離島航路チャ

レンジメニュー」「離島航路の活性化チャレン

ジマニュアル」をとりまとめた。

　国内貨物輸送においては、物流構造の変化に

対応した輸送の効率化を進めるとともに、引き

続き暫定措置事業の着実な実施を図っている。

　第4章人と環境にやさしい海上運送を目指

　　　　　して

　安全で信頼できる海上運送を実現するため、

昨年6月に海上運送法を改正し、本年10月より

海上タクシーやRORO船等の旅客定員12名以

下の船舶による旅客運送事業等に対して新たに

安全規制を適用するとともに、運賃・料金、運

送約款の公示などの利用者保護規制が設けられ

ることとなった。

　また、近年、輸送の事故・トラブルが相次い

で発生していることにかんがみ、運輸省に「運

輸安全戦略会議」を設置し検討を行った結果、

今後取り組むべき方策を「運輸安全行動計画（運

輸安全イニシアチブ）」としてとりまとめた。

　我が国では、急速に高齢化が進んでいること

や、障害者等が障害のない人と同様に生活し活

動できる社会を目指すノーマライゼーションの

理念に基づき、公共交通サービスを健常者と同

様に利用できるようにする「交通バリアフリー」

の要請がたかまってきた。このような状況を踏

まえ、本年5月に「交通バリアフリー法」が制

定された。これにより、今後新たに建造・整備

される旅客船や旅客船ターミナルには、必要な

構造や設備の整備が進められることとなる。

　我が国の国内貨物運送において、地球環境問

題、交通混雑等の物流をめぐる制約要因が顕著

となる中で、将来にわたり円滑な物流を確保し

ていくためには、トラックに過度に依存しない

物流システムを構築する必要がある。このため、

環境に対する負荷が低い内航海運の利用を促進

するモーダルシフトに取り組んでいるが、運輸

施設整備事業団のモーダルシフト船建造促進措

置を利用して建造された超高速貨物フェリー

「さんふらわあ　とまこまい」が同時に就航し

た「ほっかいどう丸」とともに高速化とダイヤ

設定の工夫により大幅に利用率を向上させ、広

く誤聞の評価を得、モーダルシフト推進に大き

な効果を上げた。更に、テクノスーパーライナ

ー（TSL）は本年度保有・管理会社が設立され、

平成14年度には第1号船が就航する予定であり、

密なるモーダルシフトの推進が期待されている。

　地球温暖化防止対策としてモーダルシフトが

進められる一方で、船舶そのものが環境に与え

る負荷を軽減する取り組みも推進されている。

運輸施設整備事業団では、エネルギー消費効率

に優れた船舶「エコシップ」の建造促進を支援

しているところである。一方、船舶については、

ナホトカ号事故のごとく、一旦事故が発生した

際の積み荷の流出等による海洋環境に与える影

響の大きさがかねてより大きな問題とされてき

た。また、ヨーロッパでは、昨年12月にフラン
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スのビスケー湾で条約上の安全規制に従ってい

ないサブスタンダード船が大規摸な油流出事故

を起こすなど事故が相次いでおり、船舶の安全

性向上による質の高い海上輸送（クオリティシ

ッビング）への機運が高まっている。この動き

は世界的な広がりを見せており、本年3月には

アジア太平洋地域で始めてとなるセミナーがシ

ンガポールで開催された。

第皿部海事産業の現状と動向

　第1章外航海運

　　第］節　世界における外航海運の動向

　世界のコンテナ荷動量は3，553万TEU（前年

比6．0％増）で、アジア発着の北米航路．、欧州

航路、アジア域内航路における荷動量が上位3

位を占め、これらの合計が世界全体の荷動量の

65％を占めている（図1参照）。

　平成11年、北米航路は、東アジア．各国の通貨

下落により交易条件が改善する・一方、米国経済

の好調を背景に、荷動き量が東航（アジア→北

米）で前年比12％増と大幅に増加した。欧州航

路でもアジア発貨物の荷動き量が前年比5％増

図1　世界のコンテナの海上荷動ぎ　1998年

と好調を持続するとともに、欧州発が前年比22

％増と大幅に回復した。アジア域内航路は、平

成鱒年に荷動きのインバランスによる航路採算

の悪化からサービスの縮小、廃止が相次いだが、

平成ユ／年はサービスの再開、新規航路の開設等

の動きがあること等から荷動きが好調であった

と推測される。

出典：商船三井「定航海運の現況1998／1999i

　　第2節我が国の外航海運

　平成11年の我が国の海上輸送量は8億5，085

万トン（前年比2．4％増）で、世界の海上輸送量

の16．7％である。この割合は微減傾向にあるが

依然として世界の海上輸送量にしめる我が国の

シェアは大きい。（図2、3参照〉

　地域別に見ると、輸出については、アジア地

域との貿易量が最も大きく　（貿易量全体の67．4

％）、平成10年度に．．一旦落ち込んだものの平成U

年になって再び増加している。輸入については

中東からの原油の輸入量が大きい（図4参照）。

　我が国商船隊の輸送量は、輸出入・三国間輸

送合計で7億3，470万トン（前年比1，7％増）と

なっており、世界の海．ヒ輸送量の14％を輸送し

　　　　　　　　　ている。輸出量について

　　　　　　　　　　は、北米向け鉄鋼の輸出

　　　　　　　　　の減少が影響して前年比

　　　　　　　　　　15．8％減と大1隔に減少し、

　　　　　　　　　積取比率は36．2％（前年

　　　　　　　　　　比7，2ポイント減）であ

　　　　　　　　　　つた（図5参照）。

　　　　　　　　　　　また、三国間輸送量は

　　　　　　　　　　年々増加しており、全体

　　　　　　　　　　に対するシェアは23．0％

　　　　　　　　　　（前年比L6ポイント増）

　　　　　　　　　　となった。

　　　　　　　　　　　我が国司船隊の船腹量

　　　　　　　　　　は、L996隻（前年比26
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そ　　　の　　　他89，181136，25393，656工26，0055．0％

入
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幽．

原　　　　　　　油217，52329，304213，73530，402一1．7％

L　　　N　　　G49」33／0，16051，7249，5235．3％

L　　　　P　　　　G14，3303，25614，4563，6270．9％

重　　　　　　　油2，19232724，0324，765996．4％

そ　　　の　　　他22，0794，5986β921，471一68．8％

図2　我が国の品目別海上貿易量及び貿易額　　　　宇島11，。。。トン、億附　　隻増）、IQ，Q76万重量ト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ン（同1．8％増）であっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た。このうち、日本籍

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　船は154隻、1，667万重

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　量トンで昭和47年以降、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年々減少し続けている

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図6参照）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本人外航船員は、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　我が国外航海運企業が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コスト競争力確保のた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　め外国人船員の活用を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　進めてきたため減少を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　続けており、昭和60年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の22，536人から平成11

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年には3，703入にまで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　減少している（図7参

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　照）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　海運大手3社の業績

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は、円高の影響により

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営業収益が減収（前年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　度比4．7％減）になつ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　たものの費用の減少に
Q数量は大蔵省貿易統計をもとに運輸省海．ヒ交通局で重量に換算したもの。

　金額は大蔵省貿易統計による。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もつながつたことや、
　　　，航空貨物及び輸出入船舶を除く、， 　1注）1

　　　2．端数処理のため末尾の数字が合わない場合がある。　　　　　　　　　　　　各社の運航コスト削減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　より、営業費用全体としては減少（前年度比

図3　世界における我が国衆動量シェアの推移
シェア〔％1

τ989　　　1990　　　1991　　　1992　　　1993　　　1994　　　脇995　　　1995　　　1997　　　199日　　199ヨ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1年； 〔出典｝運輸省海上交通局調べ

6．7％減）した。この結果、営業利益は963億円

と314億円の増益（前年度比48．5％増）となっ

た。部門別の営業収益では、定期船部門がやや

減少（前年度比］．．3％減）し、不定期船・専用船

部門が大きく減少（前年度比9．9％減）した一方、

油送船部門は増加（前年度比3．4％増）した（図

8、9参照）。

　第2章　内航貨物輸送の現状

　平成11年度の内航貨物輸送量は、景気が低迷

する中で、トンベースでは前年度比L2％増、

ぜんきょう月解2000齢29



図4　我が国の地域別海上貿易量推移

1輸出
単位：1000トン

凡2G・GOQ…

譜
60ρ00」

40，0DO－

20、OOO「

　　0 　　1989年90　91

　　　　騨

　　　　｛

92　　93　　94　　95　　96　　97

騨

図6
隻

25GO「2435

　1

日本商船隊の構成の変化

籍露團　．1

］
『

1
… ［

「…
1

98　99

■アフリカ翻欧州

團中南米［］北米

2．輸入［］中東ロアジア

単位：1000トン

目
1
1大洋州

夢OO、000

好
霞　　　脚

70D，00Q蕊婁
蘇

職

［
11

600ρ00｛…ヨ

500，00G

1
．
．

ヨ
旨
1
　
　

400ρ00
仙 300ρ00

200ρ00
P。。，。。。L

］
1
一
．
1

け
…
．

旨
1
「
．
一
．
　
　
i

　i
u1　囁！目
目
口

しし
ヨ　…

111h1　．．．己．
．

0．

1989年9091929394959597

－　
　
1

　
　
巨

口

　1955年36　87　8B　89

万亜量トン
12000

［＝＝コ順縞外国用船

□仕｝巳船
國日本矩船

鯛贈湛箒．鱒…
90　　91　92　93　　94　　95　　96　　97　98　　99

鍾

　　　　　　　　　　　　　　　　　…

　　　　　　　　　　　　　　　　　L＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　．98
〔出典）大蔵省貿易続計に基づき、運輸省海上交通局が集計したもの。

磯

　1

□

99

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨロロアさミ
　　　　　　　　　　　　　　　　　．．．一　　　…

　0　　　．

　1985年B6 　　　　87　　88　89　90　91　92　93　94　95　96　97　98　99

0運輸省海上交通局調べ
〔注）1．単純外国用船の中にも、我が国外航海運企業が長期契約を継ぴ影響力
　　を持っている船舶が含まれているものと考えられる。
　　2．端数処理のため末尾の敷字が合わないことがある。

図5　我が国商船隊輸送量及び積取比率の推移
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トンキロベースでは同1ユ％増

となった（図10参照）。

　平成11年度の適正船腹量によ

れば、荷動きが依然低調である

ためすべての船種について船腹

過剰と見込まれる。平成12年度

以降についても、空港の埋め立

てで需要が急増する土・砂利・

石材専用船を除き、需要増加が

それほど見込めないことから、

概ね船腹過剰状態で推移してい

くものと見込まれる（図11参照〉。

　平成10年度の内航海運業（内

航運送業、内航船三一渡日）の

収支状況は、経常利益率が1．3％

（平成9年度1．2％）でほぼ横ば
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〔出典）運輸省海上交通局調べ

（注｝外航労協・旧中小労協ベース〔各年9月末現在）

いとなっている。内航運送業は収入と費用が共

に減少したことから経常利益率は前年度とほぼ

同様の1．2％であった。内航船舶貸渡業は、営

業損益が前年度比13．9％減少したが、金融収支

の改善もあって経常利益率は前年度を上回る

1．6％であった（図12参照）。

　第3章　内航旅客輸送の現状

　平成11年度の長距離フェリーの輸送実績は、

旅客輸送、自動車航走の両方において減少し、

これにともない営業収入も減少（前年度比4％

減）した。しかしながら、営業費用も減少（前

年度比4．5％）した結果、営業損益は9億円増加

して27億円の黒字となった（図13参照）。

　平成10年度の離島航路の旅客輸送実績は、過

疎化の進行等により輸送人員、輸送人キロとも

に減少（輸送人員：前年度比13．2％減、輸送人

キロ：岡1工，5％）し、経営状況も営業収入の減

少が大きく、営業費用の減少幅を上回ることか

ら事業全体の営業損失が約54億円となっている

　（図14、15参照）。

図8　外航海運大手船社の損益状況推移（爵位；億円）
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　　2．平成11年4月1口に大阪商船三井船舶㈱とナビックスライン㈱が合併したため、対象会社が4社から3社〔口本郵船
　　　　㈱、㈱商船三井、川崎汽船㈱〕に変更になった。

図9　外航海運大手船社の部門別営業収益推移〔単位：億円）
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図10　内航貨物輸送量の推移
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出所：連輸省「内航船舶輸送統計年報」等

（注）調査方法が昭和49年度から変更になったため，45年
　　度の輸送実績は、これとの接続を考慮：して算出した

　　推計値であるワ

図11平成11～15年度の内航適正船腹量
　　　　　単位：上段1，000総トン　下段1，000重量1・ン

適　正　船　腹　量
船　種

現有翻蝿
P．平碗11年

@6月ヨ帽
ｻ在：〕11年度12年度13年度1・1年度15年度

1，620
1，591
i　29）

王，590

k　30）
1，589
i　31）

1，588　1，588
i　32）1〔　32）

貨物船
3，113

3，057
i　56）

3，Q55

i　58）
3，054
i　59）

3，05213，051（　61）】〔　62〕

437　　406
i　31）
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i　22）
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i　22）
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k　22）

　　4工5、〔　　221

セメント

D專用船717　　666
i　51）
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i　37）
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i　37）

　　680
k　37）
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i　37）

173　　137
i　36）
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i　36）

　　1371　137
i　36．）〔　36）

　　137

i　36） 自動車
齬p船179　　142

i　37）
　　142

i　37）

　　1421142（　3．ア）i（　37）

　　142

k　37〕

　　　　　　　　467土・砂利・　　411

i　56）
　　448

i　19）
　　533
i▲66）

　　523
i▲56）

　　536

i▲69＞
石材専用船　　　　　　　　966　　　　　　E

　　850

i116）
　　927
i　39）

1，103
i▲13ガ

1，082
i▲116＞

1，lo9
i▲143）

八1

882　　768

k114）
　　748

i134）
　　749

i133）
　　746

i136＞
　　751

i131）
汕送船　

】
．
，
9
6
3
1

1，708

i255）
1、665　1，667
i298）1（296＞

1，661

i302＞
1，672

i29．D

244　　227
i　17）

　　227

k　17）
　　227

i　17＞
　　22マ

i　17）
　　227
i　】．7）

特　　殊

^ンク船368　　342
i　26）

　　342
i　26）

　　342
i　26＞

　　342
i　26）

　　342
i　26）

○平成1／年運輸省告示第7ら4号〔平成ll年工2月13日）

（注）1．（　）内は、平成ll年6月30目現在の船腹量に対
　　　する過剰船腹量である。
　　2．内外航併用船を含み、塩の二次輸送船、原油の二
　　　次輸送船及び沖縄復帰に係る石油製品用許認可船
　　　は含まない、，
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図12　内航海運業の経営状況
1．内航海運経営実態調査に回答のあった事業者の一社平均

　（平成10年度）　　　　　　　　　　　　〔単位：千円、％｝

区　　　分内航運送業内航船舶
ﾝ　渡　業

内航海運業
S　　　体

1営業収入2，684，043288，912玉，118，722

〔海運業収入）2，477，59Z277，783LO39，g2／

営　梁　費　用2，628，9192s2，49G
1，095．4261　　　　［

損
益
計
算
表

〔海運業費用）2，173，245234，168
9。5，g74i

営　業　損　益55，1256，42323，29餌

経　常　損　益36，0783，559／4．8251

資　　　　　　　　　　産　　　2．463，148
511，2721．，187，51苫

〔流動資　産）　　998，410124，829427，487

（固定資産〕　L461，691384，849757，928

負債及び資本　2，463，14851L2721，／87，513

貸
　
催
　
対
　
照
　
表

負　　　　　　　　　　　　で重そ　　　1，922，77048LOO1980，511

（流動負　債）　　837，61988，529348，056

（固定負債）tLO85，150392，472632，455

資　　　　　本　　540，37930，271207，001

営業利益率　　　2，1％2．2％2．1％

経営利益率　　　1．3％12％1．3％

自己資本利益率　　　　6．7％
lL8％7．2％

海関

v
　
係
及
び
　
比
財
務
率

損
益
関
係
財
務
関
係

閾定比率　　270．5％1271．3％366．1％

自己資本比率　　　21．9％5．9％17．4％

流動比率　　n9．2％141．o％／22．8％

負債比率1・55・8％1589．0％473．7％

集計対象事業者数1　　　132
249381

〔注〕　集計対象事業者は、内航海運業者のうち、資本金10D

　　万円以．ヒの法人格を有する3月決算の事業者に対し、

　　実態調査を行い回答のあったものから内航海運収益
　　が営業の収益全体の70％以一ヒを占めるものを抽出し、

　　集計を行った。

図13長距離フェリー事業者（13社）
　　　収支状況　　　　　　　（単位＝百万円、％）

〔注）　決算期が12月のもの1社を含む。

（



図14　離島航路の旅客輸送実績

　　　　　　　　　　　（単位：千人、干入キロ、％｝

輪送人呉輸送人キロ
年　度

対前年度

Lび率
対前年度

Lび率
8

73，4620．1L813，5131．2

9
72，243▲　　1．711754，225▲　3．3

10
62，715▲1321，552，916▲11．5

O運輸省海上交通局調べ

図15　離島航路の収支状況
（l11位＝百万円、％）

年度航路数営業収入営測二二経常ξ員益経　　常
緖x率

8345130，538
▲L631▲4，83695．9
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10　　　　3341G6，353▲5，3go▲7，65493．5
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O運輸省海．L交通局調べ

図16　我が国の外貿コンテナ貨物量の推移
　　〔単位：百万フレートトン）
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　　　　〔出典）港湾統計及び運輸省港湾局調べ

　　　図17過去5年間におけるアジア主要港のコンテナ取扱量

　　　翻
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15、10D 　　　14000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14、65D

㌔）．
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　　　　1994年　　　　95　　　　　96　　　　　97　　　　　ga

　　　　l出興）CONTAINERISATION　INTERNATIONAL
　　　　　　1998年は暫定値

　　　　　第4章　港湾運送の現状

　　　　　我が国の外廻コンテナ貨物量は平成9年まで

　　　　は景気の低迷にもかかわらず一貫して増加を続

　　　　けてきたが、平成10年前なり初めて前年を下回

図18　港湾取扱貨物及び港湾運送量の推移（全国）

船舶積差羽　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　はしけ・いかだ
・沿岸荷役量　　　　　　港湾運送量　　　　　　　運送量
｛百万トン｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔百万トン）

1200　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100

鵬〆4製欝5　　　、ll 　　　　　　　　　　　　　　　・・5r…12」，Q BOO

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　69
600　　　　　　　　　　　　　　　一［一船舶積卸量　　　　　　50
　　　　　　　　　　　一一ロー沿岸荷役量
　　　　　　　　　　　匿・｛トーrはしけ運送量　　　　　40
400　　　　　　　　　　　　　　r雇→］，辱いかだ運送量
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30 　　　　　「｝幽，［卜r・口r曹
2・・易噛『八一・・巳一一。．．一蟹。2。杞‘’君”曾・・じ．．．2。

D　　　　　13辱鴇『’盤lo
　　6263兀2345678910年 。運輪省海上交通局調べ
〔注〕港湾蓮送量…船舶積卸量、沿岸荷役量、はしけ運送量、いかだ運送量

図19港湾運送事業者の収支状況
　　　　　　　　　　　　　　　　〔単位：百万円｝

｝　全　　港5　大　港
区　分平　　成平　　成

X年度IQ年度
前年度
艨@　率

冨ド　成

X年度
平　　成

D10年度
前年度
艨@　率

収　　益4，027　3，74192．98，2897β8395．／

費　　用3，891　3，63693．48，00D7，63295．4
港
　
　
運
損　　益136　　105？72

28825086．8

収支率％103．5102．9103．6　103，3

兼業収益18，66417，42093．339，94836，97992．6 兼
業
兼業費用18，04116，84493．438，55】35，68492．6

営業損益
75968189．7／，685　1，5459工．．7

経常損益
71164791．0

1，657　1、554　93，8

○運輸省海上交通局調べ
〔注）1．端数処理のため、末尾の数字が台わない場合がある。

　　2．本表は，経営指標対象事業者〔192室1＝｝の1社平均の

　　　金額である，

つた（前年比5．3％減）（図16参照）。しかし、平

成1ユ年には5大港の貨物量が持ち直している

（前年比7％増）。

　ただし、東アジアの他の港湾では貨物量が増

加している一方、我が国では微増又は横這いと

なっており、この傾向はさらに続くと予想され

る（図17参照）。

　港湾運送量（船舶積卸量）は、平成勤年度で

は工0億88万トン（前年度比6．2％減）となった

（図18参照）。

　港湾運送事業者の平成／0年度の経営状況は．、

営業収益が減少し、収支率がエ02．9％と悪化（前

年度比0．6％減）した（図19参照）。
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難

箋「海の日」によせて～

海のシンフォ＝一
　　　　　ファミリーコンサート

　今年10回且を迎えた海のシンフォニーファミリーコンサートは年々

応募者が増え今回は過去最多の3万入を超えるほどになりました。

　NHKを通じ公募する前に多くの問い合せがNHKに寄せられ、この

コンサートを楽しみにしている方々が、たくさんいることが実感させられるとNHKの関係者から聞

かされました。今回は10周年に当たるため、これを記念して今まで演奏されてきた海の名曲の数々を

収録したCDを作成し、当日来場した方々に差し上げましたが、これが大変な好評で3，000枚以上用

意したCDは、またたく間になくなってしまいました。今回のファミリーコンサートは3，000名以上

の方々をご招待し、7月8日（土）にNHKホールで開催しました。

　第1部はオープニングにグリンカ作曲、歌劇「ルスランとリュドミラ」序曲で華やかに幕を開け、

ビゼー作曲「カルメン組曲」から「前奏曲」「間奏曲」「アラゴネーズ」「ババネラ」の情熱に満ちた

演奏が披露されました。次にピアニストの羽田健太郎さんの演奏によるグリーグ作曲「ピアノ協奏曲

イ短調第一楽章」は、透明感あふれた響きが会場を包みました。そして、スエズ運河の開通を記念

新東京フィルハーモニー交響楽団とレ

東京放送児童合唱団

▲会場につめかける観客

－
‘
欝

、．，，多

．．．

ﾅ￥

▲司会・進行の武内陶子さん（左）と指揮者の円光寺雅彦さん（右）
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してカイロ歌劇場のこけら落としに依頼された、ベルディーのオペラ「アイーダ」から「大行進曲」

の勇壮な演奏は、観客をエジプトの太陽の下へといざないました。

　第2部は、なじみの深いツィンマーマンの「錨をあげて」、スーザの「海を越えた握手」など海に

かかわりのあるマーチで始まりました。そして、東京放送児童合唱団のみなさんを迎え、羽田健太郎

さんのピアノにより海の歌メドレー「海」、「かもめの水兵さん」、「船乗りの夢」などのメドレーを観

客とともに合唱、子どもたちのすがすがしい歌声により、心が洗われる感動が会場に満ちあふれまし

た。さらにテノールの中鉢聡さん、ソプラノの澤畑恵美さんに本コンサート10周年を祝ってオペラ

「椿姫」からの「乾杯の歌」も歌っていただきました。

　NHK武内陶子アナウンサーの司会・進行のもと、ピアニストの羽田健太郎さん、世界でオペラ歌

手として幅広く活躍されているテノールの中鉢聡さん、ソプラノの澤畑恵美さん、そして演奏は円光

寺雅彦さんの指揮による新日本フィルハーモニー交響楽団を迎え、それぞれの曲に関する様々なエピ

ソードなど楽しいお話を混じえつつ名曲の数々を披露していただきました。

　感動と興奮であふれたステージは、最後の曲に20世紀に生まれた最高傑作と言われるラベル作曲に

よる「ボレロ」で締めくくられ、観客から惜しみない拍手が送られました。また、アンコールでは、

「海へ行こう」、「われは海の子」の大合唱で、一層大きな拍手が送られると同時に、会場の空間には

魚の風船が舞い踊り幻想的にコンサートは終了しました。

r
謳

Z
「
4
・

〈羽田健太郎さん

毒
一

“

5
1
、

窟

圏．．蔚‘．．．碑．．．．．．．凶

　　　　　　　　　　　F＝　　　，

蜜　　　蹄　㍉　　　．．1　死8．’・一　譲　亦・
　　　　　鵬瓢．．3．．．炉擾　．鷺’　課　葭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～｝
　　　　　　　　　　　　　　　ト　　．

　　　　　　　　　　　　　．「　　　　冒

　　　　　　　麟F．．｝．ξ罵
巌　　　　　　　　　・．・　．　ゐ！1～　　1．．　＝㍍　　醐一
　　魏・．簾…霧今日．翻読繭・幽．，．翰．

　　P．．

　　▲最後は出演者全員で「われは海の子」を観客とともに合唱

▲熱唱する澤畑恵美さんと中鉢聡さん
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「ロンドン便り」英国の海の日

　　　　海の日が制定されて5年、今年も7〔20口の

　　　日本の「海の日」は盛大だった事でしょう。

　　　　日本の真似をしたわけでもないでしょうが、

　　　今年から英国も海の日を祝う事になりました。

　　　正確にはMERCHANT　NAVY　DAY、即ち「商

　　　船のH」で9月3日で日曜日にあたります。こ

　　　れは日本と違い国民の休口ではありませんが、

　　　この前後に海に因んだ各種の行事が行われます。

　　　この「商船の日」の為に7月末にホームページ

　　　が開設されました。これは「OUR　SHIPS－YOUR

　　　FUTUREjと題して、狙いはズバリ、青少年を

　　　船員と言う職業に目を向けさせる事にあります。

　　　ロンドンの海事関連産業、即ち海、．ヒ保険、海運

　　　仲立業、船舶金融や海事法律、船舶管理などは

　　　世界一ですがその産業の中核たる船員経験者の

　　　将来の不足がかねてから憂慮されて居りました。

　　　このため産、官、学が連携してMARITIME

　　　LONDONと称する一種の海事クラスターを形

　　　成し、まずは船員志望者の開拓と商船教育訓練

　　　の拡充に乗り出す事になりましたが、この「商

　　　船の日」はその具体的な行動の一つです。

　　　　例によって船員出身で労働党政府の副首相で．

　　　あり、運輸・環境・地域省の大臣も兼ねるジョ

　　　　ン・プレスコットが、「若い入達にとって船で 嚢7二需璽

l　l　働く事を考えるに今ほど良い機会はない。英国
．譲　蓑

遷　1．籍の船は今までになく増えつつある。英国海運
　　　　

妻華　はこの国にとって必要欠くべからざるものであ
葦　蒙
シ．　　熱

．1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ミ…

る。海運業の将来は洋々としており、諸君に重

要な職業の機会を与えるとともに世界を旅する

機会を与えてくれるだろう。商船に乗る事は各

種の職業的資格が得られ、英仏海峡をはしるフ

ェリーや巨大なタンカー、最新鋭のコンテナ船

はたまた豪華客船と様々な経験を積む事も可能

だ」と挨拶をしています。さらに彼は「この商

船の日とそれに因んだ各種の行事は今後毎年行

う予定であり、目的は青少年に海運関係を職業

をとして選択しもらい英国船員の数を増やす為

に海運をイメージアップする事にある。長い間

青少年は船員という職業を考えても見ないよう

な状況にほっておかれた。この商船の日と我々

のホームページは船員という職業が如何に将来

性に富んでいるかを示すものだ。」としていま

す。

　このホームページは様々な海事関係のホーム

ページとリンクしており、海運に興味を持つ青

少年が様々な情報を得られるように工夫されて

います。例えば英国船．協、商船教育訓練委員会、

マリン・ソサエティ　（これは／8世紀中頃から活

動している団体で古くは船員の募集を主として

いましたが、現在では船員の教育訓練、特に乗

船中の船員に対する通信教育や下船して勉強し

ようとする船員に便宜を図ったりしています）、

海上安全・警備庁（ここで船舶職員の資格や証

明書を管理しています）、さらにP＆0を始めと

する代表的な英国の船社ともリンクしています。

これは英国の商船教育は日本と違い、まず船社

．（
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に雇用されるのが前提だからです。

　もちろん海員組合ともリンクしています。英

国の組合は職員と部員と別々になっており、職

員はNUMA肌と呼ばれる英国船舶職員組合に

属しここには約18000入の船舶職員がいますが、

ユニオン・ショップ制ではありませんので機関

士の一部は陸上の機械技師組合に属していると

言います。部員の組合はプレスコット副’首相の

出身母体であり、かっては国際的に有名な産別

組合でしたが、組合員の減少で単独では立ち行

かなくなったようで数年前に鉄道組合と合併し

現在はRMT（全国鉄道・海員・運輸組合）と呼

ばれる組合となりました。この組合は毎年観光

シーズンの夏に地下鉄のストを行い利用者から

ひんしゅくを買うのですが、今年は幸いにもス

トはなさそうです。このRMTには英国／アイ

ルランドのフェリーの乗組員が多く加盟してお

り、アイルランドの船員も含め総員で7500名あ

まりといいます。

　興味深い事にはグリニッチにある国立海洋博

物館にもリンクしています。海洋博物館として

は規摸といい、300万点といわれる所蔵品の数

からいっても間違い無く世界一．・ですが、その活

動の範囲の広さ、青少年の教育に果たしている

役割の重要さからも当然の事でしょう。特に英

国では船員になる場合中学生の頃に進路を決め

る事になりますから海洋．博物館の持つ意味も非

　　　　　　　　　　　　　　i時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　瞬
　　　　　　　　　　　　　　薯．　　　　　　　　　　　　睡 　　　　　　　　　　　　　　ま　　　ッ　　な　だぶ　みみ　　ルのニムニほぶ　　　　　だ　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　藩．

常鷺峯犠，、日に。私達。。。∴1

。近く。あるタワ＿ヒルの戦没船員記念堂。彗、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　博　　寺．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蹴罵：：．糀濠 於いて副首相が出席して追悼式が行われます。

この記念堂は第一次及び第二次世界大戦で殉職

した船員を慰霊するものですが、その他の地域

でも同様な追悼式が計画されています。またこ

の口、全国各地にある主要な海上安全・警備庁

支部が一般に開放されます。巡視船の一般公開

なども行われるのでしょう。テムズ川でのボー

トレースも開催されます。港町サザンプトンで

は10目間にわたり欧州最大のボート・ショウが

行われ、約800隻のボートが展示されますが、そ

の内の300隻は実際に水上に浮かべると言いま

す。

　英国の中部にあるレスター大学では13一蔦歳

の青少年を集めて海運や運輸に関する会議が行

われます。前にも述べましたが船員になる場合、

割合早く進路を決めるようで16才で普通中等教

育修了証書を取得すると船社に訓練生として契

約して乗船し商船教育訓練が始まるケースも多

くあります。英国の海事クラスターである

MARITIME　LONDONの会合で商船教育の専

門家が／4才をターゲットに重点的にPRしょう

と発言したのを聞いた事もあります。

　日本の全国各地にわたる様々な海に関連する

イヴェントと比べるといかにもささやかですが、

英国のそれは「若人よ、海に来たれ蓬と極めて

明瞭で且つ的を絞った目標を掲げており、その

意味ではインパクトがあるのかも知れません。

注　「OUR　SH王PS－YOUR　FUTURE」のサイトは次の通

　　りです．

　　htゆ1／〈…．shipPing、detr．gQv、uk〆our・sh丘ps　index．htm
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棄隔翻しい無畏選

　　　　　　　マン海南部で海賊に襲撃された。

　　　　　　　　海賊は船橋両ウイングから同時に操舵室に入り

　　　　　　　こみ自動小銃とピストルを突きつけ、ミャンマー入の

　　　　　　　三等航海士と操舵手を縛り上げて床に這わせた。

　　　　　　　船長は手錠をかけられ、首には細いナイロン・ロー

　　　　　　　プの輪を巻きつけられまま犬のように繋がれた。手

　　　　　　　錠を掛けられた状態で手動操舵を続けた。夜が

　　　　　　　明けて海賊の仲間が乗った漁船が横付けされ、

　　　　　　　幾人かの別の仲間が乗り込んだ後、本船の乗組

　　　　　　　員は目隠しされて全員が漁船に移乗させられた。

　　　　　　　　2週間もの問その漁船で海賊に拘束された後、

　　　　　　　やっと手錠をはずされ、少量の水、食料とともに小

　　　　　　　さなモーターボートに乗せられて囲放された。古い

　　　　　　　モーターボートのエンジンは、何回も故障し、燃料も

　　　　　　　尽きてオールで漕ぎながらあてもなく陸地を目指し

　　　　　　　てさまようこととなった。

　　　　　　　　漂流2日目の夜、灯火を付けた漁船を見つけ、

　　　　　　　助けを求めたが、こちらの様子を伺っている状態

　　　　　　　が明るくなるまで続き、ようやくミャンマー人の二等

　　　　　　　機関士だけが漁船に乗せられ、事情をわかっても

　　　　　　　らえた。漁船員から燃料と少しばかりの食料、水を

　　　　　　　貰い一番近い島の方向を教えられた。そして、海

　　　　　　　賊に襲われてから16日ぶりに全員が無事に上陸

　　　　　　　した島は、プーケット島の北80マイルのアンダマン

　　　　　　　海に浮かぶ小島スリン島であった。

（社旧本海難防止協会参与　也上武男

　　　　　　　　（元山下新日本汽船船長）

5‘

`号”が襲撃された後の漂流11日間

　新造貨物打、“A号”（7，762総トン）には、日本人

舟［．r長と機関長の他ブイリピン人歩員15人が乗り込

んでいた。同船は、スマタラ島のクアラ汐ンジュン

でアルミ塊7，000トンを積んで日本向けに出港し、

その2時間後にマラヅカ海峡北口付近で海賊の

襲撃を受けた。

　海賊は、船橋の南ウイングと居住区、機関室へ

ほぼ同時に侵入し、乗紐員全員をテープで目隠

しし、手を縛り拘束した。

　その後、乗組口／こ員は海賊が別に用意した老

朽船に移され、目隠しと手を縛られた状態で監禁

された。ご飯の上に水気のないラーメンのようなも

のをかけた食事と水が1日2回出され、目隠しと

両手を縛られた状態で床や膝の上に置いたHllか

ら両手でスプーンを持って食べた。

　6日門にわたりそのような状態が続き、海賊は、
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本船“A号”の救命筏に乗組員17名全員を乗せ

るとどこかへ去っていった。救命筏には食料水、非

常食などはそのままあったが、通信機器などは信

号弾以外は無かった。筏の中には、飲料水が60リ

ットルと．．．・個2，400カ日リーの非常食が20隣あった。

　船長は、一等航海士に少なくても10日間は生き

長らえるように分配を命じた。即位測定機器はもち

ろんのこと、時計一つない状態で自分たちが何処

に居るのか、どの方向に流されているのか全く判ら

ないまま、筏の中で身体を曲げて横たわりながら

不安な目が過ぎていった。

　その間、大型の外航船がかなり離れたところを

通過していった。また、夜間にはヘリコプターが上

空に飛来旋回したので、信号弾を発射したものの

気づいてくれなかった。

　クリスチャンのフィリピン人船員は毎日毎日祈っ

ていた。船長は、筏の中にあった「サバイバルブッ

ク」を一等航海十に読ませたり、過去に読んだ本

でフランスの若い医師がゴムボートで大西洋とカリ

ブ海を体力の限界に挑戦して手持の水、食料に

手をつけずに40日問漂流した「実験漂流記」の内

容などを聞かせて、生きる希望、気力の保持に努

めた。

　ll瞬間もこのような状態で漂流したが、プーケッ

ト島の南約60マイルの洋上でタイの漁船に救助さ

れ、プーケットの港に全員無事に上陸した。

筆者、“A号”の乗組員を救った漁船船長に会う

　私は今年7月の上旬に、プーケットのホテルで

“A号”の乗組員を救助したタイ漁船のチャオン・

チャロエンポン船長と逢い救助したときの事などの

話をうかがう機会を持った。彼は22年間漁船乗りと

してマラッカ海峡とアンダマン海のタイ領域で漁を

している経験豊かな38歳の船長である。

　救助したときの模様について彼はこう話してくれ

た。「その「1の午後4時頃、船長は、網を仕掛ける

場所を探すために自分で舵を操っていたところ、

前方にオレンジ色の浮遊物を見つけ、近づいてみ

ると救命筏のようであった。近づいてみると人が一

生懸命に布切れを振っており、’‘Japanese　cap一

7つの海のこほれ話

　　　　．響

tain”と叫んでいる声が聞こえた。助けたとたん海

賊に豹変することがあると噂を聞いていたが、近

づくとそうではなさそうだったのでその男だけを漁

船に乗せた。彼が英語で一生懸命に何か言って

いたが判らないので、絵を書かせたりしたところ海

賊に襲われたらしいことが判った。可哀相と思い

全員を漁船に乗せてお粥を与え会社に連絡した。

船長とフィリピン人一人を除いて皆ぐったりしてい

た。ブイリピン入の中には涙を流しているものもい

た。」

船乗り魂に触れて

　海賊に襲われ、自分が犬ころのように扱われて

も乗組員の命の安全のために耐．え忍んで舵を握

っている船長、両手を縛られながら不味い飯をす

すり乗組員のためになにも出来ない歯がゆさをじっ

と我慢している船長、そして全く命の保障がない

漂流中に乗組員を励まし適切に行動した二人の

船長には頭が一ト．がる思いである。

　さらに、生活のために漁獲の水揚げを求めて…

時も無駄にできない状況のなか、もしかしたら自分

達に襲いかかるかも知れない危険を感じながら漂

流者を．「真重に助けたタイ漁船の船長達の船乗り

魂に触れて、最近の船員にとってあまり良い話が

ない中でまだまだ船乗りも捨てたものではないと思

っている。
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ピ7．北米関係航路でサービスを提供する邦船

…／3社を含む世界主要コンテナ船社26社は、

5米国．ワシントンに業界の利益確保を図る

新団体（World　Shipping　Council）を設立す

ることを発表した。団体設立の目的は、純

粋な自国資本のコンテナ船社が存在しない

米国での政治的影響を図るためとされてい

る。

∫6．
@国際油濁補償基金（10PCF）は、「CLC／

1日FCの機能の見直しに関するワーキンググ

　　ループ」を開催し、フランスより条約の規

　　定の範囲を越えた補償限度額引き上げにつ

　　き非公式提案がなされたが、条約の範囲内

　　の引き上げを優先して審議することとなつ

　　た。

　　（P．11海運ニュースー内外情報参照1

7　運輸省海．ヒ技術安全局は・フランス・ド

日イツ、ベルギー3力国がシングルハルタン

　カーのフェーズアウト時期の前倒し提案を

　含む規制強化案を国際海事機関（IMO）に

　提出したことを受け、日本の対応を検討す

　る官民の作業部会「油タンカーのダブルハ

　ル化に関する調査研究ワーキンググルー

　プ」（主査・大坪英臣東京大学教授）第三回

　会合を開催した。同会合において当．協会は、

　1司提案に対する基本的考えを提出した。

　（P．6海運ニュースー内外情報参照）　　　　〔．

10　1MO第46回航行安全小委員会が開催さ

日れ、AIS（自動船舶識別装置）が2002年7月

　から義務化されることに伴い、AISの運用

　要件に関するガイドライン案の作成作業が、

　今回の同小委員会より始まり、原案が作成

　された。

13　運輸省は・水先人の再教育訓練のあり同

日などを検討している「水先人の免許に関す

　る検討会」を開催した。同会合では、日本

　パイロット協会が作成した水先人として業

　務を開始する前の水先修業期問における実

　習モデルを了承した。

14　当協会は・船員保険の被保険者資格付与

日．の問題をはじめ6項目からなる規制緩和要

　望を経済団体連合会に提出した。

　（P．4海運ニュースー内外情報参照）

6．：運輸省は・2000年上半期の新造船建造許

El可実績をまとめた。それによると155隻、

　476万3干G／Tと、前年同期に比べ、隻数で

　38隻減、総トン数はほほ横ばいを維持した。

14　政府税制調査会（首相の諮問機関・会長

日・加藤寛氏）は、二十一世紀に向。ナた税制

　のありかたを展．望した中問答申「わが国税

　制の現状と課題」をまとめた。これによる

　　と連結納税制度の対象および導入時期や、

40覇せんきょう月7‘g2000



租税特別措置の整理・合理化の必要性など

が明記されている。

　　　14　運輸省は・2001年4月の家電リサイクル

　　　日法施行輔に廃棄された家麟昆品の輸送方

　　　　法が大きな課題となる中で、効率的な物流

　　　　手法を探るため産・学・官の関係者で構成

　　　　する「リサイクリング輸送システムの開発

　　　　　・構築に関する調査検討委員会」（委員長：

　　　　長峰太郎流通経済大学教授）を発足させ、

　　　　第1回会合を開催した。

）　　　　　同委員会では環境にやさしい内航海運や

　　　　鉄道の活用を軸に、本年度末をめどに今後

　　　　の指針になる報告書をまとめることとして

　　　　　いる。

談会」を発足することを発表した。

26　行政改革推進本部規制改革委員会は・規

日制改革に取り組む考え方を取りまとめた

　　「規制改革に関する論点公開」を公表した。

　なお、今回は初めて必置資格等について具

　体的な提言が行われ、当協会要望も盛り込

　　まれている。

28　政府は・フランスなど3力国が提案した

日シングルハルタンカーのフェーズアウト時

　期の．前倒しを含む規制強化案に対する、日

　本政府の考え方を示した「ポジションペー

　パー」をIMOに提出した。

18　運輸省は・2000年版「FI本海運の現況」

日晦鮎書）を発表した。

　（P．23各種調査・報告書欄参照）

19　運輸省は・日本関係船に関する海賊事件

日の実態調査結果を発表した。99年の事件発

　生件数は39件と、98年の19件から倍増、ま

　た、今年5月調査時点で既に16件が報告さ

　れている。

26　日本貿易会などで構成する「国際課税連

日鰯臓会」が、初会合を離し、外国税額

　控除制度の拡充などを検討した。当．協会も

　これに参画。今後、同協議会を通じタック

　スヘイブン税制の改善等を求めていくこと

　　としている。

26　運輸省港湾局は、二十一世紀の港湾の技

日術施策に関する方向性や重点鄭『開発目標

　を取りまとめるため「新世紀の港湾技術懇
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　　7月の定例理事会の模様

（7月26日、日本船主協会役員会議室にて開催〉

　　　　　　　会員異動

○合併および社名変史

　平成12年7月1日目

　　太洋日本神戸汽船株式会社（阪神地区所属）

　　太洋海運と神戸日本汽船との合併および社

　　名変更

　平成12年7月26日現在の会員数1工8社

　（京浜地区77社、阪神34社、九州7社）

　　　事務局組織の一部変更

1．「国際企画室」の設置について

　　船社間協定に対する独禁法適用除外制度の

　見直し問題など外航海運活動に関わる事項な

　どについて、これまで企画調整部内で対応し

　てきた。

　　しかしながら、国際海運政策をめぐる情勢

　の変化を的確に把握し、ますます複雑化する

　国際問題に迅速に対応することが重要になつ

　ていることから、「国際企画室」を設置して

　対処することとした。

　　　政策委員会関係報告事項

1．平成／3年度税制改正要望について

2．国際船舶制度のその後の動きについて

　①　国際船舶制度推進調査委員会第12回会合

②平成工2年度第1回承認試験

③若年船員養成プロジェクト

3．規制緩和について

①　経団連を通じての規制緩和要望について

　　（P．4海運ニュースー経団連を通じての規

　　制緩和要望について）

②日本籍大型油タンカーの入港・着桟に関

　　しての手続き

4．船社間．協定に対する独禁法適用除外制度に

　ついて

　　（本誌平成12年6月号P．8シッピングフラ

　ッシュ参照）

　法務保険委員会関係報告事項

1．油濁二条約（92cLc／92　FC）の限度額改定

　提案への対応について

　　（P．11海運ニュースー汕濁二条約（92CLC

　／FC）限度額改定問題．）

タンカー部会（工務委員会合同）

1．タンカー構造規制問題への対応について

　　（P．6海運ニュースータンカー規制強化へ

　の対応について）

タンカー部会（海務委員会合同）

1．海．ヒ災害防止センター発行の油防除・汕回

　収に関する証明書料金の値上げについて

　　　　　　近海内航部会

1．近海内航に関連する最近の問題について

42爵ぜんきょう且㎎2000



　　　　環境対策特別委員会

1．環境ハンドブックについて

2．　環境憲：章・イ了動プゴ企．｝－

　　海運関係の公布法令（7月）

㊧船員労働委員会規則の一部を改正する規則

　　（船員中央労働委員会規則1号、平成ユ2年7

　　月4日公布、平成ユ3年1月6日施行）

㊨港則法施行規則の一部を改正する省令

　　（運輸省令第26号、平成12年7月13公布、平

　　成12年7月ユ3日施行）

＠　船員保険法施行令及び国民年金法帖の一部

　　を改正する法律の施行に伴う経過措置に関

　　する政令の一・部を改正する政令

　　（政令第392号、平成12年7月24日公布、平

　　成12年8月1日施行）

　　　国際会議の予定（9月）

ICS理事会

　9月6LI　ロンドン

ICSシップリサイクリングワーキンググループ

　9月18日　ロンドン

IMO第43r司復原性・満載喫水線・漁船安全小委

員会（SLF43）

　9月11～15目　ロンドン
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ペルシャ湾／欧米
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1995閲
19日さ1997監99日19992000

　　〔ドル1

150　　堵5

弓G

35

「冊　　ヨσ
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5D　　15
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5

0　　　0

穀物．：．ガル7／日本・．脳こ西1．；1／［体・カ’ルフ／西脚

【ド励

ガルフ／日本
^

ガ　一＾「

@　　L
@　　し

北米西岸／日本
@　1

、　　＼1
　

〆　l11、、、ρ
＼
　
＼

　　　／

^一
「　　　　　　　　

@＼
@ガルフ／西欧

［995〔年〕1996199フL99日1999

㎜

40

35

25

20

15

LO

5

口

4．原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）

ペルシヤ湾／日本瓦ペルシャ湾／欧米
月次199819992000199819992000

最高　　最低
日、完r
@　　　　　最低取［司

最高1最低最高最低最高　　最低最高最低

1
2
3
．
生
5
6
7
8
9
1
0
1
1
1
2

62．00　50．OO
U9．oo　60．　oo

W2．00　67．50
V2．50　65．00
W7，50　69．00
V5．00　62．50

W2．50　ア4．75

W0．00　60．OO
U0．00　44．．OO

U2，50　52．50
U2．00　4ア．50
U2．75　・18．OO

67，50　60．75
V2．5D　59．50
V0．00　51．00
S5．00　35，00
S2．50　37．ア5

U2．50　45．00

@　　38．OO

Sσ．00　36．00

T2．50　45，75
T4．50　48．00
T2．00　44．00
T6．00　47，50

…
：
1
1
i
1

65．00
U5．oσ

W2．50

X5．OO
撃P1．25

P12．50

P12．50

48．OO

T4．oo

U2．00
V8．DO

X3．75

X6．50

X8．00

52．50
Uσ．00

U7．50

V2．50

V7．50

V7．50

V2．50

U8．50
T6．00

T5．00

T3．75

T6．50

42．50

S5．00

T5．00

T5．00
U9．00

T6．50

U5．00
T2．50

S0．00

T1．50

S4．00
S3．75

62，50　51．00
U5．00　50．σ0

U2．50　42．50
S0．00　33，50
S7．50　33．50
T5，0D　37．50

S5．00　36，75
S5．OO　36．00
T2．50　43．00
T3．75　45．00
S5．OO　4．0．00

S6．25　40．00

50．00

T5．00

V0．00

W5．00
X2．00

X5．00

^00．00

40．00

S5．OO

T5．00
U4．DO

V5．00

W0．00

W2．50

〔注）
①H本郵船調杏グループ資料による。
驍烽ﾌ。④グラフの纏はいずれも最高値。

②単位はワールドスケールレート。
③いずれも20万D／W以一しの船舶によ

〕5．穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧）（単丁立　：　ドノレ）

ガルフ／H本北米西岸／H本ガルフ／．幽．欧

月次1999　　　　　　　　　　　　　20001999200019992000

最高　　　最低　　　最高最低最副最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低

1
2
3
4
5
6
ア
8
9
1
0
1
1
1
2

18．00　15．25
P8．35　14．25
Q0．50　16．50
H7．60　15．50

P．8，50　16．00

Q0．50　18．60
Q0．10　／9．85
Q4．00　21．ア0

Q3．OO　22．00
Q1．25　20、75

16．00　　　　13．25　　i　22．50　　　　21．25ユ7．00　　　　14．25　　1　22，50　　　　20．00

@　　　　　　　　　　　　22．OO　21．00

@　　　　　　　　　　　　22．75　22．00

@　　　　　　　　　　　　23．35　2／．85

@　　　　　　　　　　　　　　　23．00

@　　　　　　　　　　　　　　　　『

　　　　9．15　　　　－

P0．75　　9，30　　　　一

@　　　一
@　　　一

P0．95　10．80　　　　一一

@　　　一
P3．85　13．00
@　　13．60　　　　一

『
一
一
一
一
一
一

9．50　　9．OO　　　　一

@　　　『 @　　　9．50　　　　一

@　　　　

@　　　一 @　　12．00　　　　－

@　　12．30

P4．00　11．75
t．75　11．50

13．20　1．1，50

^1，50　11．／0
@　　13，20

@　　12．50

@　　15．69

@　　15，68

@　　16．00

（注｝　①日本郵船調査グループ資料による，，

@　　　③グラフの値はいずれも最高値。
．②いずれも5万D／W以上8万DハV未満の船舶によるもの。
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石炭いンブトンローズ／目荊・鋏鉱石〔ツバロン／1．体・．ノバロン君1耳陶

19951年｝1995199フ1998
旧eg

2000

〔ド1レ〕
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司QO
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2日o
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1σo

50

o

6．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）〔単f立　ドル）

ハンプトンローズ／日本〔石炭）ツバロン／日本（鉄鉱石）ツバロン／西欧（鉄鉱石）

月次1999200G1999　　　　　　　　　　　2000／999　　　　　　　　　　　200Q

最高　　最低最高　　最低最高　　　∫羨i氏　　　｝授高　　　　最低最高　　最低　　．最高　　最低

1
2
3
4
5
6
7
8
9
1
0
1
1
1
2

一一

鼈鼈

－
．
一
一
一
9
．
2
5
「
一
『
一
一
�

11．00　

@
．
一
『
『
　
�

黶D

D一一

|．一

黶
D
一
6
．
8
5
一
一
　
．
一
一
�

l．75一

黷
撃
戟
D
5
0
『
�

．30　　3．504

D40　　3．754
D45　　3．454
D00　　　3．505

D05　　4．604
D10　　2．20　

@　　－4
D70　　4．40　
@　4．20　

@　6．256
C40　　5．75　

@　6．25�

．25　　6．007
D85　　5．OO　
@　8．208

D05　　7．257
D50　　6．907
D60　　6．708

D42　　7．20

注）①［本郵船調査グループ資料による。　②いずれも8万D〆W以上ユ5万D〆W未満の船舶によるもの。
　　③グラフの値はいずれも最高低，

．タンカー運賃指数

　　　ン　　　カ　　　一　　　運　　　賃　　　指　　　数� 　　1月

�998�999�000�

LCC�
型�型�・D�・C�LCC�

型�型�・D�・C�LCC�
型�型�・D�・c

2
3
4
5
6
7
8
9
1
0
1
1
1
2
�

5．35
S．66
W．67
Q．47
O．37
T．27

S．27
T．36
O．34
V．25
S．04
W．6�

lO．41
O4．89
T．71
O6．19
P．89
W．21

O4．89
X．68
W．9　

V9．28
Q．48
W．2�

50．31
S2．11
R2．91
S5．71
Q2．11
P9．81

R6．31
Q9．21
Q0．21
O7．21
P7．01
P9．8�

40．71
T4．51
S6．51
U0．61
T6．61
V0．81

U7．41
U8．01
U5．41
T8．31
S6．71
R3．3�

75．01
V1．41
V5．51
U．1．91

T5．11
T2．01

U0．91
T9．7且

T2．31
T1．31
U0．91
W2．3�

3．55
r．75
Q．24
W．83
V．8．
S1〕．74

D9．44

Q．34
P．34
V．04
D，．54

S．8�

1．29
T．89
Q．！9

R．98
W．138
T．87

T．7　

A4．3　
V3．3　

V1．38
Q．59
P．2�

16．81
R8．01
P3．81
R6．71
Q8．21
Q1．41

Q4．Q1
P2．9】

D08．11

O9．81
P0．91
O6．3�

50．01
D61．21

T4．31
U7．51
V6．62
O9．91

X6．31
U0．O1
U2．11
T3．61
S1．71
S6．9�

98．91
U5．71
T9．31
S4．21
T8．31
T7．31

U4．51
T9．11
S7．91
T1．31
D50．11

S4．1�

8．05
R．35
W．36
X．68
P．49
T．8�

2．81
O7．81
P5．71
R4．9i
Q6．91
R5．6�

26．21
S1．11
D63．71

X5．71
V7．41
V4．1�

45．91
T4．31
U7．31
W5．61
W7．01
X4．3�

48．41
D69．91

W9．41
X6．82
O5．32
P0．D

均　63．0　95．9128．5155．7163．1　4δ．0�4．60�18．9�65．8�58．4�
注）①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。〔シッビング・ニューズ・インターナショナル

　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年ll月に含併｝②タンカー連賃はワールドスケールレート、，③タンカー運賃
　　指数の5区分については、以下のとおり　④VLCC：15万トン以．．ヒ　．◎中型：7万～15万トン　δ小型：3万～7が

　　トン　争H・D＝ハンディ・ダーティ：3万5000トン未満　ホH℃＝ハンディ・クリーン：全船型。
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8．貨物船用船料指数

貨物船航海用船料指数貨物船定期用船料指数 月次
／99519961997199819992000199519961997199819992000

1
234．0207．02D9．0189．0166．O190．0358．0380．3347．0277．0231．0222．O

2
227．0202．0197．0186．0170．O19LO358．0386．6332．0254．0229．0231．0

3
229．0192．0199．o171．0169．O190．0366．0339．4341．0260．O219．0231．O

4
　
［
Q

243．0
Q45．0

エ92．σ

P96．0

197．σ．LgD．O

173．O
P73．0

i72．O

P73．0

191．σ

P93．O

377．0

S02．0
363．0
R50．0

354．0
R42．0

262．0
Q62．0

221．0
Q38．0

246．0
Q52．0 6

239．0195．0184．0175．0176．0202．0390．0339．0326．O292．0238．0251．0

7
230．0186．0183．0167．0179．0426．0339．0338．0266．0226．0 8
218．0189．0196．0165．0178．039LO289．0330．0210．0233．0

9
220．0186．0190．0164．0185．0364．0293．0327．0208．0238．0 10
221．0176．0191．0165．0185．0355．0294．0316．0222．0241．0 11
198．0188．0189．0170．0195．O344．2323．0290．0231．O254．0 12
209．0211．0186．O168．0192．0374．7323．0294．0232．0237．0

平均226．1193．3192．61172．1178．3375．5334．9328．1245．5233．7
（注〕①ロイズ・オブ・ロンドンブレス発行．のロイズ・シ・ノブマネジャーによる．．．

．（シッピングーニューズ・インターナショナ

数は1971
ルはロイズ・オブ
@　　　　　≡100こ．

・ロンドンプレスと1987年ll月に合併）¢）舟，℃ガサ，月舟i｝半1．才旨．数1よ1965．7一一1966．6＝　100
定期用船料指

）9，係船船腹量の推移
199819992000

月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船タンカー
隻数千G〆．T千D〆W隻数千G！T　T．D／．W隻数千G〆T干D／W隻数丁．Gπ千D〆W隻数千G〆r．丁．D／W隻数千G／r．下・D／W

1
2
3
4
5
6
7
8
9
1
0
1
1
1
2

2502，0632，423
Q441，9112，220
Q461，9572，281
Q472，0282，381
Q562，0922，448
Q592，／712，546

R102，8483，408
R112，8163，420
R／92，8523，420

R262，8853，420
R242，9153，515
R243．0043」18

571，4502，466
T51，4602，492

T8L7443，066
T61，6752，927

T5L6652，889
T4．1，6812，939

T82，0183，631
T82，0183，621

T7L7262，941
T3114532，479
T0L4072，415
T11，4652．，528

3283，2424，060
R173，0943，830
R123，2484，135
R063，3214，275
R033，1143，949
R283，5034，535

R293，3744，345
R413，4074，377
R443，5144，560
R553，5444，576
R473，3324，248
R553，4564，449

511，2052，125
S7　9071，487
S51，004工，720
S91，1831，943
S91，．1741，926

T01，3872，485

T01，3632，443
T11，5122，639
T01，5072，631
S91，1411，940
S71，2362，193

S6L2932β08

3333，2524，134
R132，9843，758
R102，9493，680
R122，9213，599
R052，7733，381
Q992，6903，269

Q912，6303，225

461，2652，292
S61，1922，221
S61，1922，221
S61，1722，257
S3　91ごロ，698

S21，1272，194

S1　8651，639

〔注）　ロイズ・オブ・ロンドンブレス発行のロイ．ス．・マンスリーリスト・オブ・レイドァップベッセルズによる。
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編難灘＿懸場繋．記

、爺．．、導Nミ、．．．．．．、．肖．・蝉．．、脳、茎．・・一　…　’ミ

　フジテレビの「笑っていいとも」と言う超長

寿番組は皆さんご存知だと思うが、10年ほど前

だったかその中で「おじさんは怒ってるんだぞ」

と言うなかなか面白いコーナーがあった。各自

がけしからんと思うことを述べ、「おじさんは

怒ってるんだぞ」とやるのであるが、昨今の税

金の使われ方を見るに思わずこの言葉が出そう

になるのは小生だけであろうか。

　大きいものでは金融機関への何兆円にも及ぶ

公的資金投入、比較的少額のもの（我々庶民に

とっては決して少額ではないが）ではIOO億円

の釣り堀と言われる地方のコンテナターミナル

などがあるが、単なる無駄遣いどころか却って

マイナスの効果をもたらすものが多い。金融機

関においては、自由競争下で淘汰された数社が

世界に伍し得る競争力をつける一海運界で既に

起こったように一べきであったのに、満汰され

るべき会社を公的資金すなわち税金の注射で無

理に生かした為、生き残るべき会社がシェアを

広げられなくなってしまった。コンテナターミ

ナルの乱立は河口堰と同じように自然環境破壊

の問題があろう。

　税金の無駄遣いは他にも枚挙にいとまがない

が、さらに嘆くべきは必要な祉会資本への投資

が行なわれないことである。例えば自動車専用

道路、これが不足している為に日本の自動車の

平均走行スピードは先進国中最低となっている。

低速、あるいは停止回数がやたら多い為燃料の

不完全燃焼の度合いが高く、有毒ガスを多く排

出し、環境を著しく破壊している。一方で自動

車の回転率が低くなる為産業の効率も低めてい

48§せんきょうAz‘g2000

る。

　特に大都市の環状高速道路は都心への無駄な

車の流入を防ぎ、環境保護・産業能率の両方の

観点から極めて有効であるにもかかわらず、整

備が遅々として進まない。石原都知事他の断固

たるイニシアチブに期待したいが、自然保護団

体あたりが反対運動に荷担し却って国二L全体と

しての環境劣化を招いているのは木を見て森を

見ずで悲しいことである。

　さらに言わせてもらえば、高速道路料金は無

料にできるはずである。料金所の維持費・人件

費に公団等への天．．ドりの方々のコストは相当な

ものであるし、これに無駄遣いの税金の一部を

加えれば高速道路維持費のみならず建設費も賄

えるものと思料する。これは下手な景気対策よ

りずっと大きな経済効果を産業界ひいては国民

にもたらすこと問違いない。

　上述したことは、すごく再出シナ日本国のオ

カシナー側面に過ぎない。オカシナことがまか

り通るのは、政治家と官僚の志操の低さに帰す

ることもできるが、究極的には国民の無関心が

それを招いたといえよう。我々国民が他先進国

並みの真に豊かな生活を享受するには、一時凌

ぎにしか過ぎない景気対策を政府に求めるので

はなく、税金の使われ方が長い目で見た生活向

上に資するものかどうか常にウォッチしていく

必要があろう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　日本郵船

　　　　　　　　調査グループ定期船調査チーム長

　　　　　　　　　　　　　　　　　増田　聡
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さ　　　船会社の鯛たち

訪ねある記／
　　　　　　　　　　　　　　　　表

第㊥回

今回、登場して頂くのは

　　　　　板谷商船（株）海務部課長代理

　　　　　．谷内智さん（44歳）です。

選
演
．
鴎

．）

　　　　「．　　　　　．　一一
　　　　　　　　　一ソ
　　　1離翻讃［薦鰐」

」時期には関連子会社の食品販売
　　を手助けしたりもします。

3．御社の自慢といえば？

　　　当然のことですが、入渠以外

　　にオフハイヤーを生じさせたこ

　　とはありません。本船側とのコ

　　ミュニケーションを密にすると

　　ともに船体・機関の保守整備、
ζ　　或いは人間関係の把握に全力を
　　注いでいます。

⊃

「 ’）．

2一講囎隻欝で」
10年余りの海上勤務のあと全ミミ

く畑ちがいの不動産部所属とし

て、分譲や賃貸マンションの管

理をやりました。いろいろな面

で人生の機微に接することがで

き、陸上社会に対する眼が開か

れた二ように思いました。

4認漏嚢驚星

叶　っています。

板谷商船㈱の事業概要

㌔

～．

　1893年目家輸送のために英国船を購入したこと

に端を発し、以後数次の大戦により隆盛を極める

も、叉戦争により潰滅的打撃を受けた。経営の安

定化を図るために多角経営化に着手、不動産業・

スポーツ業・石油業・倉庫業・食品業等を行って

きた．近年はパナマに海外法人を設立し外航船の

運航管理を行うと共に社船により内航部門も運営

している。
．一＿＿＿＿一＿」



船が支える日本の暮らし
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平成12年8月20日発行　毎月1回20日発行　No、481昭和47年3月8日第3種郵便物認可i〜　　@　東恚ｻ　無、口寒∴9、灘藪　　ハ欝夢療う1仁　o〔　告　　　　　蒙／〜　〜〜ooo＼ノ．，刈趨、、‘¢”難・富■．騨、評　下V」r，｝φ惑戸7蟻ん雪h峯踏．導．h．ρ嚢融、、＼　　職＿　＼♪　　デ迄‘ゴ　”　ド邸杯．、　鮒亭卸ヒ　ち　ロヘゼし日置　ダ　　　　　塩　　　猷♂　恥＼、　　、「｝2・�_（＼∴．ハヒ｛D優「灘毅繋　ヘベ・A響　　@」　　　、0誌芝ぜ　レ社団法人日　ハ　ヵ会�g　，　　亭こ’爪層虹　　　卑画麟嚢、ぐ窯導ひ肖・ﾏ、@1肖、・1・＼ﾔ、廼　　　2000船協月報　　　8AUGUSTE巻頭言0オフ・ショアー船日本居酒協会常任理事三光汽胎取締役社長　川ヂi＝貞雄海運＝ユース�A　国際会議レポート�A1．有害液体物質の汚染分類の見直しにより船舶運航に影響も　一IMO第5回ばら積み液体及びガス小委員会（BLG　5）の模様について一　内外情報�C1．船員保険の被保険者資格付与の問題をはじめ6項目を要望　一経団運を通じての規制緩和要望について一2．ルールに基づいた船体検査の確実な実施こそが安全への道　一タンカー規制強化への対応について一3．二言補償限度額見直しヘ　一点濁二条約（92CLC／FC）限度額改定問題一4．ポート・ステート・コントロールに関するブラック　〜ホワイト・リストを公表　一パリMOUおよび東京MOUの年次報告書より一5，コンテナターミナルの設営に新メニュー　一PFI法（民間資金等の活用による公共施設等の整備の促進に関する法律）について一6，任意複合海上輸送契約について　一米国運輸省連邦海事局年次報告書より一各種調査・報告書欄��日本海運の現況（概要）運輸省海上交通輪編　海のシンフォニー��London　l更り��潮風満帆�C海賊事件に係わった素晴らしい船長達（社〉日本海難防止協会参与　池上武男海運日誌��　海運統計�M【7月】船協だより＠　編集後記（D．（（　オフ・ショアー船とは、どうも曖昧な類別の仕方のように思われる。船だからSHORE（海岸）よりOFF（離れて）でなければならないのは当然のことで、これでは、総ての船に共通する概念となる筈なのに、何故かあるサイズ、構造、用途の船に限定的に使用されている。　主としては、海底油田の開発、生産を行う櫓（OIL　R】G）等の曳航や、それへの物資輸送に使われる船を称して、オフ・ショアー船と呼ばれるが、それ以外でも海底のケーブル又はパイプなどの敷設船、それらの点検、補修をする船、地震探鉱船等もこの類別として、一括して扱われるようである。　しかし、その中でも圧倒的に多いのは石油関連の作業補給船で、稼働中のものは世界全体で、殆ど2COO隻に近いのではないかと思われる。　5〜6年位前のやや古いデータではあるが、大手のオフ・ショアー船の所有会社としては、タイド・ウォーター石油の375隻がダントツで2位以下を大きく引き離し、主としてメキシコ湾で稼働する。その他、特色ある船社としては、大型で2万馬力エンジンを備えた高性能船を主体とし40隻を所有するマースクライン、中国のチャイナ・オフ・ショア・オイルの25隻、プルタミナ石油の33隻などで、これらが世界各地に黙．．．．…遣　　・分散稼働している。　稼働地域別では、中東の240隻、北海200隻、メキシコ湾の330隻、西アフリカ140隻、南米140隻、東南アジア400隻、その他120隻となっている。　今迄は日本近海での海底油田開発などの、オフ・ショアー船の需要に直結するものが殆どなく、日本船社のこの分野への進出も極めて限定的であったが、ベトナム沖油田の生産開始、サハリン油田、南西諸島周辺での探鉱、日本近海での燃料用メタン・八イドレート（注）の探鉱、開発、更には日本周辺の海底ケーブル敷設需要などにおいて、日本胎社の出番が増えて来るものと思われる。　これだけの需要を持つオフ・ショアー船市場は船社にとって無視出来ない一部門を形成することになると思われるので、その今後の動きを注意深く見守って行く必要があろう。（注）メタン・八イドレート：天然ガスの主成分　であるメタン分子が、深海底のような低温高　圧の環境で水と反応し、氷の結晶に閉じ込め　　られた状態の物質。埋蔵量は、現在知られる　全世界の天然ガスと原油、石炭の総埋蔵量を　合わぜた量の倍以上（炭素換算）あると推定　　されている。せんぎょうA喫2000§；1髄EWS髄EWS髄EWSゴ濃W§酬懇襲轡§、、総　鯉懸馬鞭（1国際会議レポート　有害液体物質の汚染分類の見直しにより船舶運航に影響も　一lMO第5回ばら積み液体及びガス小委員会（BLG　5）の模様について一　標記会合が2000年6月26日〜30日までロンドンのIMO本部において開催されました、今次会合で審議された事項のうち、当協会にとって影響の大きい有害液体物質の汚染分類の見直しに関してその概要を以下にご紹介します。　海洋汚染防止条約（MARPOL条約）附属書Uに規定される有害液体物質は、その有害性の程度に応じ同附属書のガイドラインに従って5分類され、船舶で有害液体物質を輸送する場合には、その分類により船の構造やタンク洗浄液の取り扱い等が規制される。すなわち「生体蓄積性が高く水生生物や人の健康に危険を及ぼす可能性が高い、または、水生生物への毒性が高い」物質を輸送する場合には厳しい条件が課せられ、有害性の低い物質の輸送には緩い条件が課せられる。　現在、BLG小委員会においては、有害液体物質の汚染分類に関し次の2つの見直しについて審議されている。（1｝液体物質の有害性評価手順の改定に伴う汚　染分類の見直し　　海洋汚染の専門家グループであるGE−　SAMP〔注）は、附属書Hの規定に基づいた分　類を国際間で適正に行なうため、有害液体物　質の有害性を科学的に検討し評価を行なって　いる。その際に用いられるのが「有害性評価　手順』である。現在用いられている評価手順　は1974年に作成されたもので、その後の安全　性に関する考え方の変化や研究の進歩を受け　て評価手順の改定が1997年に行われた。評価　手順の改定に伴い現在663種類の有害液体物　質の再評価について審議が継続されている。　GESAMPでは、現在225物質の再評価作業を　終了し、残り約450物質の再評価作業にはあ　と3年程度かかる見通しである。（2｝汚染分類方法の見直し（3分類案および5（．2魯せんきょうA膨92θ0θ分類案）　　オランダ等により、規則の簡素化等を理由　に汚染分類を現行の5分類から3分類に変更するよう提案されているが、汚染分類の変更　に伴う排出要件の変更は船舶運航上大きな影　響を与えるため、今次会合においては、GE−　SAMPの再評価に基づく汚染分類の評価作業　が終了しその与える影響が明らかになるまで　は審議を行わないことが再確認された。わが　国は、現在問題が指摘されていないにもかか　わらず簡素化という理山のみで分類方法を変　更すべきではない旨指摘し、現行5分類を維　持するよう主張している。　なお、今後、船舶の構造等を定める基準についても、GESAMPによる物質の再評価の結果を受けて審議が開始されることとなる。審議の結果によっては、例えば、現在有害性が低い物質としてシングルハルタンカーで輪送されている物質に対しダブルハルの要件が課されることも考えられる。　汚染分類の見直しおよび船型要件の変更は、船舶運航に与える影響や経済的影響が大きいため、当協会では、今後とも議論の経過を慎重に見守り、対応することとしています。（注）GESAMP（Joint　Group　of　Experts　on　the　Scient血。　　Aspects　of　Ma頁ne　Environlnental　ProtecUon）海1羊　　汚染について科学的観点からの助言を行う専門家　　組織。　　　lMO，　FAO，　UNESCO，正OC，　WMO，　WHO，囲A，　　UN，　UNEPが支援する組織で、これらの機関から　　推薦された専門家で構成される。汚染分類の見直し作業の現状　　GESAMPによる有害性プロフィールの見Ill亙し現在GESAMPで作業中225／663品目終了2003年完了予定藩「一一−．辮び蘭案と有害液体物質の分類のための指針へ　類陸揚げB　類。　類ストリッピング後排出0．lniレタンク以下0．3�u〆タンク以下D　類希釈後排出無　害な　し　　　↓　運送要件（構造、設備等）日本案（5分類：現行の枠組み維持）　X　類　Y　類　Z　類　陸揚げ　ストリッピング後排出　　　　　ストリッピング猛は不明蘭案（3分類1排出要件の単純化）　　　　　　↓排出基準＝排出防止設備要件せんぎょう加σ2ρ0ρ雨RN匿W5閥EW5麗筐W豊N鐙騨騒、獲轡藻　i薫》疹繋｝窄1翼＝1内外情報　現在わが国政府は、平成10年度を初年度とする「新たな規制緩和推進3か年計画」を実施しており、平成12年度はその最終年度に当たる。　当協会は、同計画にわが国海運業界の意見を反映させるため、平成12年6月、会員に対しアンケート調査を実施し、平成12年10月末とされている要望の提出期限に向け、要望事項の検討を行っている。本年度も10月末に政府の規制改革委員会および関係省庁に当協会として要望を行う予定としているが、例年、重要かつ関連業界にも影響が大きい項目については、経団連の協力も得て、重ねて要望している。　このほど経団連より本年度要望につき打診があったことを受け、事務局を中心に検討を行い、7月14日、船員保険の被保険者資格付与の問題や輸出入・港湾諸手続き全般の一層の簡素化及び真のワンストップサービスの実現など6項目　　〔からなる規制緩和要望（資料参照）を経団連に提出した。　当協会は、今後とも外国の海運企業と同等の条件で競争し得る環境を整備するため、企業の自由な事業活動を阻害している規制の撤廃や時代にそぐわなくなった制度の改善を強く求めていくこととしている。【資料】　　　規制撤廃・緩和要望事項について　　　　（経団連経由で要望する項目〉　　　　　　　　　　　　　　平成12年7月14日　　　　　　　　　　　　　　�兼�本船主協会○船員保険の被保険者資格付与について〈現状と要望〉　日本籍船を所有または裸用船することができなくなった事業主が雇用する船員は、原則として船員法に規定する船員ではなくなるため、船員保険の被保険者資格を失う。このため、これまで船員保険の適用を受けていた船員も、雇用されている船社が日本籍船を持てなくなった結果、船員保険の継続ができなくなる事例が多数生じており、大きな問題となっている。現在は1年以内に当該事業主が日本船を所有する旨の確約書を提出することにより資格継続を可能とする措置が講じられていることは承知しているが、本特例は最長で2年半を限度としている。　当方の要望は、特例によらない抜本的な解決である。解決方法としては、船員保険法の適用についての船員法上の船員の範囲の見直し、船員保険法の特別加入制度の創設、あるいは、有料の労務供給事業を船員職業安定法上で認め、同事業を営む事業主の雇用する船員については外匡1同船に雇い入れされる場合も含めて船員保険の被保険者資格を付与する方法（船員職業紹介事業等の許可の要望とも関連する）などが考えられる。　数年来の船主の強い要望にもかかわらず、未だ実現されていないことは極めて遺憾である。運輸省・厚生省双方の密接な連携の下、早急に船員保険の被保険者資格の継続措．置を実現すべきである、（関係法令〉船員法第王条船員保険法第17、18　　　　　　　および／9条　く所管官庁〉運輸省船員部労政課／労働基準課厚4鯵ぜんきょう肋g2000生省保険局企画課○船員職業紹介事業等の許可く現状と要望〉　現在「船員職業紹介等研究会」において、船員に対する有料職業紹介所の設置等に関するILO第179号条約の批准および国内法制化についての検討が再開された、条約の趣旨と陸上における労働者派遣事業、職業紹介事業の自由化の現状を踏まえ、船員についての労務供給事業、職業紹介事業についても自由化が図られるよう、船員職業安定法を改正すべきである。〈関係法令〉船員職業安定法第33条〜第42条（船　　　　　　　員職業紹介事業）　　　　　　　船員職業安定法第53条〜第56条（船　　　　　　　員労務供給事業）　〈所管官庁〉運輸省船員部労政課○危険物積載船の夜間入出港・荷役制限緩和促進〈現羽こと要望〉　危険物積載船の夜間入出港・荷役は、港則法により原則禁止されている。この規制が厳しく適用されているため、船舶の沖待ちを余儀なくされるケースも多発している。しかしながら、航海機器の進歩・港湾施設の近代化・航行援助施設の充実、さらには荷役技術の進展等、現状の港湾の安全確保策に鑑みて危険物積載船の夜間入出港・荷役制限の緩和を促進すべきである。〈関係法令〉港則法第6条、23条、海上保安庁通　　　　　　　達続く所属官庁〉海上保安庁○航海実歴認定を受けた船長の乗り組む全ての船舶　に対する強制水先の免除く現状と要望〉　現在、航海実歴認定を受けている船長（省令で定められた回数以上、当該水域における航海に従事したと地方運輸局長が認めた船長〉は、日本船舶及び日本船舶を所有することができる者が借入れた日本船舶以外の船舶（ただし期間よう船を除く）においては、強制水先を免除されることになっているが、期間よう船された外国船舶等、外国籍船での権利の行使は認められていない。しかしながら、日本人船長の乗り組む外国船いわゆるFOC船は配乗面等実質的に日本船舶と変わらないことから、認定を受けている日本人船長の乗り組む船舶については、船舶の国籍によらず強制水先を免除すべきである。〈関係法令〉水先法第13条く所管官庁〉運輸省○船舶不稼働損失保険の海外付保の自由化　く現状と要望〉　船体保険と不稼働損失保険を…体で付保する場合は、安いコストでの付保が可能であるが、不稼働損失保険については海外付保ができないため、船体保険の海外付保のメリットがほとんど生かされていない。このため日本籍船の不稼働損失保険についても、海外四坐を自出化すべきである。〈関係法令〉保険業法第186条及び同法施行令第　　　　　　　19条2項〈所管官庁〉金融監督庁○輸娼入・港湾諸手続き全般の一層の簡素化及び真　のワンストップサービスの実現〈要望内容〉　輸出入・港湾諸．手続きについては、現在Sea　NんCCS及び港湾EDIシステムがそれぞれ稼動するとともに、今後、出入国手続きに関するシステムの稼動が予定されている。現状のこれら諸手続きは煩雑であり、かつ膨大な書類・資料が必要である。　このため、各省庁毎にシステム化を図るにあたっては、現行の提出書類を徹底的に見直し、他省庁とせんぎょうA喫2000纏5閥EWS閥EWS睡WsN匿W5・羅轡§難燃重複する資料または単なる参考資料として提出を求められている資料については、一元化あるいは廃止する等手続きの一層の簡素化を図った上で、EDI化・ペーパーレス化に移行すべきである。　また、通関手続きにおける現物主義をはじめとした制度自体の抜本的な見直しも図るべきである。さらには、関係官庁等の諸手続きが本格的にシステム化された時点で、諸手続きの・・一括申請を可能ならしめる関係官庁等を横断するシステムの創設等、真のワンストップサービスの実現を図るべきである。　（具体的な要望項目）　�@　保税業務全般の簡素化（現物主義の廃止等〉　　とEDI化・ペーパーレス化　�A輸出入手続きの簡素化とEDI化・ペーパーレ　　ス化　・輸出申告許可を事後報告とする　・CSCプレート付輸入（非マル関）コンテナの輸　　送機器としての無条件通関許可または無期限免　　税一時輸入の承認　・海上コンテナの内貨の輸送禁止（2回以上）の　　緩和または廃止　・免税コンテナの再輸出期間の延長　・同再輸出期間延長申請提出義務の廃止または許　　可期間延長・フラットベッドコンテナの輸出入貨物の容器輸　出入（納税）申告義務の廃止（植検関係）・内地港抜目に伴う接続港での仮植検の廃止乃至　手続き簡素化・植検対象貨、内航船接続時の積替届けの廃止（入管関係）・別添報告書についての代理店の署名を認める（現　在は船長署名）�B　入出港時に提出する各種書類の簡素化とEDI　化・ペーパーレス化等　　　　　　　　　　　　　（・晒骨が申告義務者となっている港湾統計の廃止　　（新規）・EDI対象メッセージの統一及び各コードの標準　化・入出港時に提出する各種書類提出方法の簡便化�CEDI化・ペーパーレス化を促進するための所　要の法改正及びシステム使用料のミニマイズ化�D真のワンストップサービスの実現〈関係法令〉コンテナ特例法、関税法、電子情報　　　　　　処理組織による関税手続きの特例に　　　　　　関する法律、港湾調査規則、出入国　　　　　　管理及び難民認定法〈所管官庁〉大蔵省、運輸省、法務省等　　　　ルールに基づいた船体検査の確実な実施こそが安全への道　　　　一タンカー規制強化への対応について一　エリカ号事故後の安全規制の動き　昨年12月にフランスの大西洋岸を重油で汚染したエリカ号事故を契機に、欧州委員会は、�@ポートステートコントロールの強化、�A船級協会の監督強化、�Bシングルハルタンカーのフェーズアウト促進を柱とするタンカーの安全規制の第1段階の強化策を検討している。　この中で海運業界に特に影響が大きいのはシングルハルタンカーのフェーズアウトの前倒し問題であり、当初、欧州委員会はこれを欧州に入域するタンカーに適用する地域規制として実施する方針を示していたが、関係各国政府をはじめ、国際海事機関（IMO）、民聞の国際海運団体等が地域規制に反対し、また欧州連合内でも賛否があったことから、結局IMOで検討されることとなった。6§せんぎょう！肋92000□二二■＝二■■二■■＝＝二＝二■■ニコ）　．．．．・方、国際船級．協会（IACS）は、エリカ号の沈没は船体の構造強度に起因すると考えらられること、および同派が登録されていたイタリア船級協会はIACSの構成員であり、船級協会に対する批判が強いことなどから、IACSとしても、特に老齢船の船体の検査方法を強化する方針を打ち出した。　これらの動きについて、規制強化の方向とその内容および当協会の対応を以．ドのとおり取りまとめた。1．シングルハルタンカーのフェーズアウトの前倒し〔1｝国際海事機関（IMO）の動き　　　本年5月に開催されたIMOの海上安全　　委員会では、わが国はじめ多くの政府代表　　が、シングルハルのフェーズアウトは地域　　規制によらず、IMOでの審議を経て海洋　　汚染防．IL条約（MARPOL）に定めるタンカ　　一の構造規制を改正して、世界的な統一基　　準の下で実施すべきであるとの意見を述べ、　　IMOの迅速な対応を求めた。　　　このため、IMOは本年10月に開催され　　る海洋環境保護委員会（第45回MEPC）で　　MARPOL条約の改正案を．．．・挙に取りまと　　め、6ヶ月間の回章期間を経て、来年（200ユ　　年）4月に次のMEPC46を開催して改正　　案を採択するという超スピード審議スケジ　　ュールを立案している。計画通り改正案が　　採択されると、最早の場合には、10ヶ月間　　の異議通告期問の経過後に改正条約が成立　　し、その後6ヶ月の2002年8月に発効が可　　能となる。　　　本年10月遅第45回MEPCでの審議に向　　けて、フランス・ドイツ・ベルギーは6月目　末に欧州連合内での議論を踏まえ、シングルハルタンカーのフェーズアウトを大幅に早めるとともに、5，000重量トン以下の小型タンカーも規制の対象とする共同提案をIMOに提出した。共同提案によるフェー　ズアウトと関連条約・規制等との比較の概　要は資料1のとおりであるが、これによれ　ば、わが国津船隊の外航タンカーの大部分　が含まれるMARPOL規制によるシングル　ハルタンカー（カテゴリー2）は、船齢26　年に達するか、または2007年12月3／日のい　ずれか早い時期が使用期限とされており、　ダブルハル規制の直前の1996年建造のシン　グルハルタンカーは11歳で強制フェーズア　ウトとなるなど、わが国にとっても問題点　の多い提案である。　　これに対して、パルテック国際海運集会　所（BIMCO＞は、いち早く、三国共同提案　は、改IE条約の発効時とMARPOL規制に　基づくシングルハルタンカーがフェーズア　ウトされる2008年に大量の船腹が使用期限　に達し、大量の船腹不足による油価の高騰　どころか、油の供給不足による国「祭経済危　機を引き起こすかも知れないとする意見書　を作成している。（2｝わが国の対応　　運輸省は、IMOにおけるシングルハル　タンカーのフェーズアウト問題の審議に対　応ずるため、従来からタンカーの構造規制　問題を検討してきた造船研究協会の部会に　ワーキンググループを設け、当協会をはじ　めとする海運・造船関係者を含めて政府の　対処方針の検討を開始した。更にサブワー　キンググループを設け、三国共同提案が及　ぼす経済的影響を調査しIMOにおける審　議およびわが国方針の検討に資することと　した。せんぎょうAπg2000§7羅WS維WS羅WS鑑轡懇旧韓轡§飛慧ドき「胴マ．層　、λド．戚飛．帖い、．覧嵐で騨誌　一方、7月22／23日の両日沖縄で開催された先進8ヶ国首脳会議（G8）において、わが国は議長国として、海．ヒの安全と汚染の防止に関し、IMOにおける審議を支持することを共同宣言に盛り込むなど、欧州連合の地域規制を牽制すべく働きかけた。　また、7月末には、10月に開催される第45回MEPCへ向けて、シングルハルタンカーのフェーズアウト問題をIMOで審議することの重要性と事故の再発防止のため　には、検査の確実な履行等が重要であるこ　とを強調しつつ、老朽化したシングルハル　タンカーの排除も必要であるとの観点から、　三国の共同提案の影響をよく検討すべきと　するわが国政府の基本姿勢を示す文書を提　出した。（3｝当．協会の対応　　当協会ではタンカー部会と工務委員会が　連携してエリカ号事故に伴う規制強化の動　きに対応している。7月はじめにはIMO【資料1】　シングルハルタンカーのフェーズアウト比較　シングルハルタンカーの区分（カテゴリー1〜3）（注）に従い、MARPOL条約、　EC委員会提案、仏・独・伯共同提案及び米国OPA’90のシングルハルタンカーのフェーズアウト時期を比較すると以下のとおり。MAKPOLEC提案仏・独・伯共同提案ｦ2002年末までは現行@MARPOL通り【カテゴリー1】ﾝ物タンクのまわりにh護的バラストタンクﾌないシングルハルタ塔Jー200ア年、狽ﾍ船齢25年（防護措u要件を満足する場合ﾍ、2012年、又は船齢R0年）2005年6月1日狽ﾍ船齢23年2005年6月1日狽ﾍ船齢23年【カテゴリー2】ﾝ物タンク区域が分離oラストダンクによりﾛ護されているシング泣nルタンカー2G26年狽ﾍ船齢30年2GIO年1月1日狽ﾍ船齢28年2003年五月1日@又は船齢26年堰c【カテゴリー3】lARPOL条約のもとﾅダブルハルの適用のﾈいシングルハルタンJー特になし2015年1月1日狽ﾍ船齢25年（防護措u要件を満足する場合ﾍ、2015年1月1日又ﾍ、船齢3σ年）　　　　　　　　　　旨Q013年1月1R　　　　I又は船齢23年（防護措置要件を満足する場合は、2013年1月1日又ば船齢28年）注：カテゴリー1カテゴリー2カテゴリー3米国OP蛋9Q※1990年8月施行（シングルハル・タンカー）2005年1月1日　　一2010年／月1日・5000≦A〈30000GT　　　A＝船齢25年2000年1月1日　　〜2010年1月1日・3000GT≦A　　　　A：船齢23年（ダブルボトム・ダブルサイド）2005年1月1日　　〜2015年1月1日・5000≦A＜30000GT　　　　A；船齢30年2000年／月1鴇　　〜2015：年1月1日・30000GT≦A　　　　A：船齢28年2015年1月1日・A〈5000GT　　　A：船齢制限無〔MARPOL条約附属．占I　I第13G〔41規則の適用があるものに相当〕　20，000m、丁以上の原汕タンカー及び30，0DODWT以上の精製油運搬船であって、　MARPOL条約が発効した時の現存のもの（引き渡しが1982年6月】日以前のもの）。（MARPOL条約附属書1第13G〔5〕規則の適用があるものに相当）　20，00DWT以上の原汕タンカー及び30，000DWr以一しの鐸i製油運搬船であって、　MARPOL条約で分離バラストタンクが油流出防止のために配置されているもの〔引き渡しが1982年6月1目から1996年7月6日までのもの〕。〔MARPOL条約でダブルハル化が要求されていないもの）　20，000DWT未満の原汕タンカー及び30，000DWT未満の精製汕運搬船〔引き渡しが1996年7月6日より前のもの）。〔EC及び回目提案では600D斌丁以上〕8§せんきょうA〜’g2000の第45回MEPCへ向けたわが国対処方針の検討に当たって、当協会の基本的考え方を資料2のとおり取りまとめた。　その骨子は、エリカ号事故の再発防止のためには、新たな規制は必要なく、既に国際的に合意された統一基準の確実な実施こそが最も重要かつ有効であるとしつつも、欧州における環境保護対策強化への強い政治的圧力の現実に配慮して、欧州連合による地域規制を回避できる必要最小限の妥協へ向けて慎重に対応すべきとしている。　三国共同によるシングルハルタンカーの規制前倒し提案は、わが国海運経営に重大な影響を与えるところがら、今後欧州における各国政府と欧州連合の動きに注視しつつ、慎重に対応することとしている。【資料2】シングルハル・タンカー早期フェーズ・アウトに関するベルギー、フランス、ドイツ共同提案に対する意見　　　　　　　　　　　　　2000，7．7　　　　　　　　　　　　　日本船主協会1．タンカーによる海洋汚染事故を防止するために必要な方策は地域規制によらず世界的な基準の下に実施される必要があるので、その方策をIMOの場で検討することに賛成。2．タンカーによる海洋汚染事故を防止するためにはサブスタンダード・タンカーを排除す　る必要がある。そのためには、EUにおいて　も提案されている、�@ポート・ステート・コントロールの強化�A船級協会の監督強化　が有効な方策と考えられるが、船主として　もこれらの．方策を進めることに賛成。　　併せて、寄港国、船級協会のみならずタンカー運航に関係する者（船主、用船者、荷主、旗國、保険会社等）がQuali｛y　Shlppingの確立に向けて現行ルールを遵守し、さらにそれぞれの責任を全うすることが事故の防止のためには最重要と考える。3．一方、フランス等が提案するシングルハル　・タンカーの早期フェーズ・アウトがサブサ　タンダード・タンカーの排除につながるかど　うかには大いに疑問がある。　船体強度上の欠陥により生じたと考えられ　るエリカ号事故の如き事故に対しては、ダブ　ル・ハル化は、安全性の向上には直結しない。　また，エリカ号事故はタンカーの安全運航と海洋汚染の防止に関する国際ルールが不完全　なのではなく、ルールの実行に問題があった　との共通認識がある。　　以下に掲げるように、シングルハル・タン　カーの早期フェーズ・アウトは、世界経済全　体に重大かつ無用のインパクトを与えること　が懸念される。　　船社は現有シングルハル・タンカーについ　ては現行ルールを前提に建造・メンテナンス　を行っている。経済寿命を無視したシングル　ハル・タンカーのフェーズ・アウトの前倒し　は、充分に使用可能な船舶を解撤に追いやり、　新たにダブルハル・タンカー．建造を強制する　こととなり、地球資源の浪費となる。シング　ルハル・タンカーのフェーズ・アウトを現行　ルールに対して大幅に前倒しすることは、造　船所の能力から見て物理的に代替建造が可能　であっても、一時的に船価の暴騰等による海　運・造船市場の混乱を招く恐れがある。　　また、世界の造船業と解撤業に一時的に集　中的な工事量を要求し健全な産業活動に重大　な影響を及ぼす。4．従って、フランス等によるシングルハル・せんきょうん糎2000鱒9NEWSNEW5眺W5雌W騒1、蟹鄭難鵬i遜曝タンカーの早期フェーズ・アウト提案はその影響を慎重に調査した上で検討されるべきである。2．国際船級協会連合による検査強化　国際船級．協会連合（IACS）は、エリカ号の沈没事故が老朽化したタンカーの船体強度に問題があったとする見方から、2月16日にハンブルグにおいて臨時理事会を開催し、船舶の検査手順の強化を図ることとした。さらに、「サブスタンダード船に対し宣戦布告」するとして、例えば船級を変更した多数の老齢船を対象に各船の過去の検査をたどるバーチカルコントラクトオーディットの実施などの自己監督の強化、および老齢船が検査の厳しい船級協会を避けて他の船級協会に登録を変更する、いわゆる‘℃lasshopping”を防止する意味から、ある船齢以上の船舶を対象に船級変更手順を著しく強化することなどを決定した。　検査手順の強化につては、3月に開催されたIACSの一般政策部会において、さらに具体的に検討され、以下の6項目に亘る検査強化策が審議された。1．加熱管を設置している貨物タンクに隣接す　るバラストタンクは、船舶が15年に達した後　は毎年内部検査を行うこと。2．船齢が15年以上の検査強化プログラム（注）　が適用される船舶では、中間検査は前回の定　期検査に準じること。3．2万重量トン以上の検査強化プログラムが　適用される船舶は、第3回定期検査以降の定　期検査および中問検査は少なくとも2名の専　任検査員によって行われること。4．船体構造船級検査に係わる板厚計測は、船　級協会によって行われる場合を除き、検査員　の立ち合いが要求される。5．50G総トン以．．ヒの船舶の条約検査は専任検　査員が行うこと。6．船級変更手続の強化（D　登録する船級協会は船齢15年以上の検査　　強化プログラム対象船に対しては、次に来　　る中間検査または定期検査、船齢20年以上　　の船舶に対しては定期検査を実施する。〔2）転漸時まで登録されていた船級協会は、　　検査記録をすべて受け渡す。　　　これらの検査強化策に関して、当協会は　　日本海事．協会と意見交換を重ねつつ、資料　　3に示すとおり、検査強化に対しては基本　　的には支持するものの、既に規則化されて　　いる検査を適確に実施することが最も重要　　であること、また、特に腐蝕による衰耗が　　問題となるバラストタンクの毎年の検査に　　関しては、定期検査や中間検査のように貨　　物を揚げ切って一定日数を検査のために当　　てている場合と異なり、検査の実施そのも　　のが、安全上、技術上の問題から困難なこ　　と等をはじめ、具体的な問題について指摘　　した。　　　これらの問題点に関しては、現在も様々　　な角度から意見交換を続けており、検査を　　強化することによりサブスタンダード船を　　排除するとともに、船舶の検査が合理的に　　実施されるよう働きかけている。　　（注）　検査強化プログラム　　　　国際船級協会連合（IACS）は、検査強化に関　　　し板厚計測の強化および構造上重要な部分に対　　　する詳細検査の義務付けを中心とする統一規則　　　を制定し、1993年7月1目よりタンカーおよび　　　ばら積貨物船を対象として’」検査強化プログラ　　　ム”を実施し、その後IMO総会決議A744〔18）　　　に取り入れられ1996年1月1日からSOLAS第　　　憤章で強制化。10轡ぜんきょうAz‘g2000【資料3】　　lACS検査強化に対する船協コメント　　　　　　　　　　　　　2000年4月25日　　　　　　　　　　　　　日本船主協会1．検査強化に対する基本姿勢�@ERIKA事故の再発防止に向けた検査強　化提案は基本的に評価する。�A　しかしながら、現行の定期検査、中間検　　査、およびESPにおける検査を厳格かつ　　確実に実施することが、より重要かつ効果　　的である。�B特に船体構造部材に関しては、より一層　　の客観性および透明性のある検査が実行さ　　れるべきである。また、検査基準について　　は各船級問の統一．’性が図られたものとすべ　　きと考える。�C船齢15年を超える船舶に対する検査実施　　の結果、更なる検査が必要と認められた船　　舶に対して、提案の検査を実施する方がよ　　り合理的である。�D　なお、IMOにおいて老齢タンカーの安全　対策として、総会決議744（18）の改正が　合意されており、10年目超える旗国検査時　　にタンカーの残存縦強度の評価が義務付け　　られることも考慮すべきである。2．検査実施上の技術的問題　バラストタンクの内部検査をRunningで実施するに当たっては次のような技術的な問　題がある。�@タンカーのバラストタンクの内検のため　　には、タンクに｛月水した状態、空の状態等、　　それぞれのコンディション作りのための所　　旧時問（1日程度）が必要であり、合理的　　に検査を実施するためには、検査の分割等　　の工夫が必要である。�A船種、又は船舶の構造により、バラスト　　タンクへのアクセスを確保するための特別　　な準備が必要な場合もある。�B船型によってはStabilityの関係上バラス　　トタンクを空にできない場合も考えられる。1，油日補償体制　タンカー事故等で油濁による海洋汚染が発生した場合、その損害や清掃費用については、海運業界と荷主である石汕業界が協力して補償する体制が国際条約により整備されている。即ち、一定の限度額を設けて、はじめに船主による補償を行い、不足する部分を、荷主が補償するもので、いわゆる油日二条約（油濁損害についての民事に関する国際条約＝CLC、油濁損害補償のための国際基金の設立に関する国際条約＝FC）によりこの体制が確立されている。　この油濁二条約のうち、CLCは、船舶の貨物である重油等の流出によって生じた油濁損害について、船主の無過失責任、責任限度額、強制保険を定めた条約である。一方、FCは、荷主の責任負担についての条約で、タンカーから油を受け取った荷主の拠出金を基に設立された国際的基金（国際油濁補償基金＝IOPCF）による被害老に対する補償を行うことを定めた条約である。　1992年に両条約の発効（CLC：1975年、　FC；1978年）後、約15年が経過し、大規模な油濁事故への補償が十分に果たせなくなったことから、両条約の限度額の引上げを主な内容とする改定ぜんぎょ5漸σ2ρ0ρ薗11NEWsNEW5髄匿WsN臨糀．、li羅轡騒叢嘱鋳擁1議定書（92CLC／92　FC注�@�A）が採択され、ユ996年5月に発効した。注�@　1969年の油による汚染損害についての民事責任　　に関する国際条約を改正する1992年の議定書〔69　　CLCにおける船主責任限度額の引き．ヒげ、対象　　船舶の拡大、適用水域の拡大等を規定する改正議　　定書）　注�A　1971年の油による汚染損害の補償のための国際　　基金の設立に関する国際条約を改正する1992年議　　定書（71FCで規定された国際油田補償基金によ　　る補償限度額の引き上げ等を定める改正議定書）2．92CLC／FC限度額改定問題　1999年12月フランスのブルターニュ沖において、マルタ船籍タンカーエリカ号（1万9，666G／T）が1万4，000トンの重油を流失する事故が発生した。同事故の被害が92FCの補償限度額（現行限度額…92FC：1億3，500万SDR≒約190億円、92CLC：5，970万SDR≒約85億円）を超えることが予想されることから、当事国フランスをはじめとしてEU内で油濁補償隈度額および現行体制の見直しの検討が開始された。　（資料1参照）　こうした動きと併行して、英国等14出国は、条約の規定に基づく92CLCおよび92FCの限度額の引上げを正式にIMOに提案した。（資料2参照）　本引上げ案は2000年10月に開催される第82回IMO法律委員会と締約国との合同会議において、審議されることとなっている。　また、フランスの緊急提案により設置された92年国際油濁補償基金の「CLC／FCの機能の見直しに関するワーキンググループ」が2000年7月6日に開催され、フランスより条約の規定の範囲を超えて10億ユーロ（約1，030億円）に限度額を引上げるべしとの非公式な提案がなされたが、今秋の合1司会合では条約の規定の範囲内での見直しについて優先的に審議が行われる見通しである。　こうした状況の下、国際淘運会議所（ICS）、国際独立タンカー船主．協会（INTERrANKO）等海運関係団体は、欧州内での被害者救済の強い世論を勘案し、両条約の規定の最大限の引、ヒげを支持するとしており、これらを踏まえ、当協会は、英国等14ヵ国より提案のあった船主責任制限額および油濁補償限度額引上げについて、鋭意審議した結果、現時点では次の通り対応することとしている。　�@あくまでも現行の油濁補償体制（92CLC　　／92FC）が維持されるべきであり、EU　　提案による欧州荷主拠出による補償制度　　　（thlrd　tier）の創設等、地域的な制度の導　　入には反対である。　�A事故から生じた損害の金額をはじめ、貨　　幣価値の変化等条約の規定に基づき引上げ　　の妥当性が明示されることを条件に、CLC　　についてもFCと1固目、現行条約の制限額　　の範囲内での引上げはやむを得ないと考え　　る。［図］92CLC／FC限度額の改定案百万SDROGπ5DOOGT　　　　140000GT　　　2500DOGT　　船　型12齢せんきよう！肋82000【資料1】　　　EUおよびフランスの対応策概要1．E　U　・92CLC／FCの責任・補償限度額の引上げ　　欧州荷主によるthird　tierの創設（CLC／　FC責任・補償限度額を超える部分への補　　償。補償限度額はCLC／FCの補償額と合　　冒して1億ユーロ＝約1，030億円）2．フランス　・92FC補償限度額の引上げ（10億ユーロ）　　および基金への拠出額計算方法の変更（サ　　ブスタンダード船を用いた荷主に受け取り　　油量を大きくする係数を乗じる）　・92CLC責任限度額の引上げ及び船のコン　　デションに応じた責任限度額の計算方法　　（サブスタンダード船の限度額の引上げ）　　の導人　・環境損害の対象の拡大【資料2】　　92CLC／FCの現状および改正案［現　行］1．　被害者「俣度額：92FC　　1．35億SDR（約191．4億円）2．船主責任限度額：92CLC　　。5，000％未1荷　　　3GO万SDR（約4．25億円）　　・5，000％以上〜14万％未満　　　　1警当り420SDRを加算　　・14万％以上　　　5，970万SDR（約84．62億円）［改正関係］1．改正条件：�@起算日1993．L15　　　　　　�A年率6％以内の複利　　　　　　�B　限度額3倍2，引上額：2000年（採択時）をベースにす　る場合50．4％UP（図参照）。　（2003年をベースにする場合79．1％UP）　92CLC　　・5，0GO警未満　　　300万SDRから約450万SDR（6．38億円）　　・5，000％以上〜14万％未満　　　　1％当り420SDRから630　SDRを加算　　・14万餌以上　　　　5，970万SDRから約8，980万SDR（エ27，30億円）　92FC　1．35億SDRから約2億SDR（283．50億円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　・SDR；国際通貨基金（IMF）の特別引出し権。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　SDRの米ドル換算は便宜上1SDR＝／．2米ドル。　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ユSDR＝141，75円（200D，5．11現在）で換算。ポート・ステート・コントロールに関するブラック〜ホワイト・リストを公表一パリMOUおよび東京MOUの年次報告書より　　　　霧　パリMOU（PSCに関する覚書．）は1982年7月1口に締結され、現在ユ8ヶ国（ベルギー、カナダ、クロアチア、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、アイルランド、イタリア、オランダ、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、ロシア、スペインスウェーデンお　　　　　　パ．＼f．．．隔：．こ己．謀点諭、4．弧．．�n：．イ黒．8．。鼠1こ．、漏焦よび英国〉が加盟、また、東京MOUは1993年ユ2月1日に締結され、現在17ヶ国（豪州、カナダ、中国、フィージー、香港、インドネシア、日本、韓国、マレーシア、ニュージーランド、パプアニューギニア、フィリピン、ロシア、シンガポール、タイ、バヌアツおよびベトナム）ぜんきようん‘g2000膨13閥EW5閥EWS醗W5；滅霞糀．．羅糀ヘア　　　ハ　　　　ロ　　　　　　　　　　じヘへ漂眠」聴ミ＆コ　　　ヘ　　　　　　　　　　コ　し　　し　　し　うう　　　　　　　りし灘　轟’．噛　媒r　　　　　　　　　　　　　　　　　　パリMOU年次報告1999　　　　　　　　　　　　　　検査件数　　　18，000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18，399　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17、643　　　　　　　　　　　17294　　　17，000　　　　　　　　　　　　16，g64一一一一一一一一一16、813．　　　　　　　　　　　　　　　　16、381　　　　　　　　　　　　　　　　　　1G，970　　　16ρ00　　　15，σDO　　　　14、783．　　　14，σ。。113ア9．　　　13ρOO　　　121000　　　　　　て991年92　93　94　95　96　97　98　99　　　　　　　　　　　　　検査船舶数　　　　12．000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　60，000　　　　11，500．一一一一一一一一一一一．一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一．一一一一一一一一　　　　　　　　　　　11…252　　　11、168111248　50，。。。　　　　11ρ00　一一一一一一一一一　　一一一一一一一一一一一一一一一一一一一　　一一　　　　1卿一一一一響．一撮慌∴一罰　：：：：：：　　　　　　　τ0．1G1　　　　1。ρ0。．一一一．’一一一一一一一一−　　2。ρ。・　　　　9，500　　　一一@．一　　　一　　　一一　　一　　　一一　　　』　　一一　　　　　　　　　10．QQQ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O卜　　　　9．000　　　　　　　て991年92　93　94　95　96　97　98　99　　　　　　　　　　　　　　拘留件数　　　　2，000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20％　　　　1750　　　　1，500　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15％　　　　1，250　　　　1、000一一一一一一一一・926一一一一一一一一一｝　　10％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　き　　　　　ア50　　一一一一一一一・一　　．　一　．　一一　　　−　　　一一　　　一　　　一．　　　　　　　　　　588　　　　　：：：『1「三二1二．　腸　　　　　　o　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　O％　　　　　　　1991年92　93　94　95　96　97　98　9914薄ぜんきょうAz｛g　2000一一一一m一一一一一一一一一一一　　1鼈鼈，8371，719一一一一一−』ゴーP，6841　　　　　　　　　　　　�_T，5971、6241．59B」−國一一一一一一一一一一一一一一一−冒一1一一「：旨目！E一一一一一一一一一冒．一一一一一一一一一i一一P1iPSC実施情況一−一一一一一一一一一一一一幽一一一一一一一一一一−一一一一一T7、83153．21054，45153，96ア53β11一一一一一一一一一一一一一一一・P一一一L一43，071一一一一一一一一一一一一一一一一h　　i一［rし一7−一一27536．一一一一一　　i一一i一　．5一25，93Q一一一一一一匿一　　i鼈」　1　1一一一一一一一一一一一　ヨー4一11111・　　　　　指摘された欠陥数　　　　　　　　　　　　　　　　　　60β70　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一1　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一巨　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一　目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i1991年92＝X394哩X596979899　　　　検査件数に対する拘留率　　　　　　　　　11．21％　　　　　　　　　　　　　　コア　も　　　　　　　　　　　　　　．9．66％9．06％　9．15％　一一一一一ゴ〒一一一一一一9．41％　r3．65％3．98％6、39％1991年92　93　94　95「…⊥％9亨9899〔〔1）．｝PSCでの拘留に係るブラックーグレイーホワイトリスト旗　　　国検査数P997−1999拘留数P997−1999ブラックリスト掲載ﾌための基準拘留数グレイリスト掲載のｽめの基準拘留数係　数BLACK　LISTAlbaniagondurasaelizeh£banonryhan　Arab　RepubHcqomaniabambod童a戸恥rkeyfeorgia`lgeriakibyan　Arab　J．rt．　V圭nceRt　and　Gren．　　36@457@497@194@359@310@286P，987@　33@179@105P，901．18P62P56U2P09V9V1S36P0S0Q5R31　5S1k4P9R3Q9Q7P58@5P8P2P51ve蓋y?奄��?sk	0．509D257D997D507D475D835D575D484D614D474D424DOGgyptM盾窒盾モモ盾l≠浮窒遠�ｕｓＢ≠獅�ｌａｄ�?唐	251X33R3R	．53X　W　W	2玉X　T　T	董ghr奄唐	．933D883D033D03kraineM≠撃狽≠o≠汲奄唐狽≠獅b凾垂窒浮	8154C225　@354C439	054U7　V4W0	93Q3　T3R9	edium　to　high　r至sk	．342D092D062D02anamaM≠撃≠凾唐奄≠b浮b≠q浮唐唐奄≠氏@FederationB浮撃�ａｒｉａＴ?≠奄撃≠獅рk≠狽膜\aC窒盾≠р≠`嘯?窒b≠奄р嘯?≠	，545　@129　@623C143　R05　@125　@．157　Q02　@97	711W1O3O83S1U1X2R1Q	461S　W2S42X1R1U2O1P	edium　窒奄唐	．881D791D761D651D461D451D401D341D16REY　LIST	ithuaniaF≠?窒盾?@IslandsK浮翌≠奄狽h窒≠獅h狽≠撃凾o?鰍撃奄垂垂奄獅?唐h獅р奄≠`獅狽焔ﾊles．　Netherlan〔圭sE唐狽盾獅奄≠b≠凾高≠氏@IslandsT浮獅奄唐奄≠o庶O寸ugalB窒≠嘯奄撃p≠狽≠窒s浮魔≠撃浮r≠浮р堰@ArabiaG窒??モ?h唐窒≠?撃l凾≠獅高≠窒u≠獅浮≠狽浮d狽?奄盾垂奄≠s≠奄翌≠獅r垂≠奄獅l≠氏D　Isle　ofH盾獅�　KongLuxembourgPolandS翌奄狽嘯?窒撃≠獅рb?奄獅	383　@43　@45　P46　U23　R11　Q16　Q48　S2王　l7　@66　T20　@60　@48　@76　@79LS77　@99　@32　P34　@36　P03　P39　S．07　Q66　P13　S07　@64．　S58	　　　　35　@　　　　6　@　　　　5　@　　　13　@　　　48　@　　　24　@　　　ユ7　@　　　19　@　　　31　@　　　11　@　　　　5　@　　　37　@　　　　4　@　　　　3　@　　　　4　@　　　　4　@　　　97　@　　　　5　@　　　　1　@　　　　7　@　　　　1　@　　　　4　@　　　　6　@　　　22　@　　　13　@　　　　4　@　　　211@　　　11@　23	5　U　U1T5S2X2P．2S3W1T　W4U　V　U　X　X1QDl戟@T1S．　T1P1T3V2T／Q3V　a4P	　19−　1−　1　　　5　　33　　14　　　9　　11　　21　　　5　　　1　　27　　　1−　1　　　2　　　2　　87　　　3一　王　　　5−　1　　　3　　　5　　20　　12　　　3　　20　　　1　　23	．970D960D780D750D700D640D640D620D580D560D550D530D470D450D340D320D310D290D280D280D250D160D160D140D120D110D080D050D02んぎょうA駕g2000鯵15閥EWS閥EWS髄匠WS網醗層》蕊N麗響驚「蟹轡葺鼠身�uぎ＼ぜ．…Pザ．ド内．�`韓．輪r．鼻》．．呼愚蹄．導．．譲町．（．ξ’詠．．旗　　　国検査数P997−1999拘留数P997−1999ブラックリスト掲載のための基準拘留数グレイリスト掲載のｽめの基準拘留数係　数WH汀E　USTBarba己osjorea．　Republic　ofaahamas`ntiqua　and　Barbudaae�oudatSA?b?窒奄≠ringaPDreerance`ustrialarshall　Islandstnited　Kingdomcenmarkmorwayrwedenmetherlandseinlandhrelandfermanyiapan　298@155R，142Q，222@184@161Q，680@672@3G3@134@324@521P204Q，638@802Q，185@439@243P，814@　9813　1@5P84P18@5@4P30Q7@9@2@9P5S0W8Q1U6@8@3S2@0　　　　　　　14@　　　　　　6@　　　　　196　　　　1@　　　　　136　　1　　　　　　　7　　　　［@　　　　　　6@　　　　　166@　　　　　　36@　　　　　　14@　　　　　　5@　　　　　　15@　　　　　　27@　　　　　　70@　　　　　163@　　　　　　44@　　　　　133@　　　　　　22P　　　　　　101　　　　　／09@　　　　　　3一〇．02−O．04−0．13−O．28−0．40−G．4G−0．47−0．49−0．60−0．70−0．71−0．85−0．89−1．01−1．07−1．10−1．23』1，25−1．34−2．00注）1．インスペクション30回以上の旗国を対象船級協会が関与する欠陥を指摘された船舶の拘留工船　　級　　協　　会検査数�@検査船舶数�A拘留数�B拘留率�B／�@�C藁屋讐�D窪　る検@拘査@留船@率舶@�B数@／に@�A対E　す奮籍鐸�F窪NO　CLASS　RECORDEDbLASS　WrrHDRAWNbLASS　NOT　SPECIFIED`MERICAN　BUREAU　OF　SHIPPINGaULGARSKI　KORABEN　REGISTAR　813@289@78P，203@110Q，353@175@17@25Q，090R，278@260@30@25@20@138R，271P，222@1．0@358P」06@32@778@69@1！@131　596@215@51@813@60P，418@13G@12@／1Pβ71^，803@142@18@13@　9@100Q，067@877@　3@203@991@11．@464@41@　9@74　30@17@7@18@2@45@4−　0@3@23@29@19@5@1@3@3@53@20@1@13@41@4@31@工1@73．69％T．88％W．97％P．50％P．82％P．91％Q．29％O．00％P2．00％P．10％O．88％V．31％P6．67％S．00％P5．00％Q．17％P．62％P．64％P0．OO％R．63％Q．40％^2．50％R．98％P5．94％T．34％1．58％　5，03％R．77％　7，9ユ％U．87％13．73％一〇．61％　2．2％一〇，29％　3，33％一〇，20％　3，17％O，18％　3．08％一2．11％iO．OO％X，89％i27．27％　　　　1−1．〔｝1％i1．68％一1，22％　1．61％T．20％13．38％P4．56％27．78％P．89％　7，69％P2．89％33．33％O．06％　3．00％一〇．49％　2，56％一〇．47％　2，28％V．89％33．33％ﾙほ鷺10．39％i36．36％1．88％　6．68％13．83％26．83％R．23％　9，46％1．64％S．52％P0．33％一1．18％一〇．06％一〇．22％一〇．3ユ％一3．39％23．88％一1．71％一1，78％9．99％24．39％4．30％29．94％一〇，39％一〇．83％一1．11％29．94％3．01％0．75％32．97％3．29％23．44％6．07％計18，43111，502　　　　　390】　2．11％　　　　　　　1一3．39％一16騨せんきょう4149200015，0001D、0005，0000　　　　　　　東京MOU年次報告1999検査件数14，545　　14，92112，957　　ち…写．秩@．．．亭　王酎．コ12，243　　．早ﾄ「　　　戸竡ｨ再写　、「．呼　．．…己．冗　．．@　　．．篤「　　宇．　炉e　冴．．“　ρD丼汎．モ．ア・引　　．柱ﾈF惇き　．諺鴫特．r唇「@　　7『乳　駕己　炉　冒．　．シ　．戸．e．．r8，δ345．，　評．「　“．．　『@　早．内臼．「　早苛．ボп@　　￥8，000．｛　．こ　『　，　．「．、呼．m．守1．．；．ア　4己．隠@　．ピ．窄戸γ．乳ﾖ．．．聖「．ゾ．苛己焉@囁．N　　己ﾋ、辞、折　『．唖　へ@　　「W　L己．鵠Dr@戸　．卜　声1…『．・己A　い@　　粍．M．妃．’．．．．　　　wg．．．停．ア・．?ｱ．．卑．叫@r．　．．・　臣．冠．．ヤ．．P乱．@楓己ヒMF乳．磨．．薯　＝「　唇　　己@　F己r．β　．．．やM．‘1．嚇臼乳　　トw厚己Pハ．“．．@：乾　モ己．　r手PY　串．．u　膣　「「@∬　ρ　己内．遣ﾕP卑@　臣　μ　　，＝@　　　F己タ　語　ぐ　．秩u「@　臣「．@　レ　早　．f訴．匹「バ．．「、@　r　唾r．唇．@　　κ@�`　ρ　「．@　　1．�e疏．．、＝Cｮ　浮　；己g　‘．　」@　　「．．@　．F　冠　「　　．鼻　’…@7　「@‘．　．ず　己需　戸@寧　．凡　ン　己　　ン　．�d@　「乳怐De．肝縛．ド�評7．¢　．売　挙　ρ肝．「1994年959697　　　98　　　99PSC実施情況60％40％20％0％検査率δ0％61％50％52％39％ヲ．肝躍艶．寄ｬ．壷夢鱈据w　．評．侮　帝32％．β．蝉．醸．．脅．�ｭﾁ．L定．声ｰ藁．磐課ﾓ．罫　舞．蹄i鼻串．．聯D夢“蝉睡ｻ腫凝脚．身無呵．一F．伊勢．爵ｮ譲嚇．膵．E駅単．勝．野ﾃ錦．夢畔ﾕ瞬喚．夢．I凄騨専需「@　r冗浴@＝．@　．F亭@F．．．．兜ﾃ　．『　　．　“鰍ﾑ「．@　“ﾛ　．宇　．r　帆　　　浜融　胞　’囁D壷“再、紐DF　穿．己貯　鍾Dr．．．　r壁@　．呼．露閨D…．…’遣；ア@　　．亨@　轟．．炉@．．薯　ゲ　“．@　　り@窄．再己甲p．‘　己焉サo　炉　峡．．“「秩@己苛．菖　ソ@　L窄贈“．己e　原．卑　誘．@　帆乱専．併　夢賦D瓢《準帳gゆ緊己，斎P．麻　．鷲　ゆF爵舞．舜�．夢嘆．蝉．．ｰ　サ　舘　蔽塔ｵ．．夢昏苒ﾃ拶．穿ﾈ準．岡…．．噂．　写．　．ﾉ騨酔衝．D騨．呼．．拝既e．．ダ．壁．驕D甜．熱．．奪．弾寧．蟹ｷ取．唐門竅D冠噸　毒．於糟D．．浄ﾝ寮潔卿熨ﾘ．館．簿己．脚v軍．．膨�　脚．．庫弾寃~纏．駆涛Q．ﾓ．妙．粥D學．諦．獣駅@…典．呼．旨|．芝．タ遜?ﾈ墜砺　甜V．痒．藩．硬u磁．砂公ｻ．瓶．峡棚鼬ｿ蝉．曲ｰ麟φ磯ｮ絶興瞬．ｯ薄．．．郵頬．ﾈ　蝋津哲．�鰹解．癖．ﾋ．虎．砺寧}碑鼎費O澱．墨．毒ｦ聲．毒磯ｾ；癬．緋母．D豪彰．舞@．腓．．い睡．@　．甲1994年9596　　979899欠陥を指摘された船舶件数指摘された欠陥数10，0008、0006，0004，0002，000　　　　0　　　　　L．戸V．518　1．戸　　　　　　9．59992261：r　．・5，920L．＝@　　　「@ρ．「@ジ　　・　早．　∬4，3683722　　　戸@、．「「@9　耳　賦@　r．　γ@　年．ホU　呼　．肌　》ｺ己．．　　　膣M　『　き．r@　．」　／．壽@早、寓@「．．@戸臼．．『E　藻　．．　事w．@r、「ρ．へ．．．@　　．亨．@　　帆．．　声内@　　階gF．�．己F「@rF「u．@　臨P‘　庫　．．　、@　　．F　冗己　徐　帖@中炉．「@弄「e　．琵　冑　．「e　’己　e　炉@　　．鷲@咋．己d　、．　臣　　P@　穿．r秩@．ゴ囁　�d　賦@弄乳ﾋ　　戸w内　窄．．@「内w「@　．2　　臼@　　　hｺ囁．@兜．　．遣　憐q再．早、@　ρ　�j@F．．　r遣．@　　　乳D覧需．兎@　“．bP@　　炉．烽`．@“．阜　．@　ρ「@〉@　　　、D『P、@託　　　炉炉．r「@　　『、．｢，@　　　ド1994年959697　　　98　　　9960，00050，00040，00030100020，000101000　　　　052，3515D，13641，45631，60019，326．難悟罫．昂結�．虹呼D轡辞．幌　尋己D卑．細己．罫．．E轟峠噌ｿ帯己狩》D腫．癖ゼ倹．h蝉諏．肇A．．寧．章瞬博．猪ｲ鯉幽導．G婁羅．謬7　鼻　軌　蝉　翌年避臼力．晦ｻψ勢．痙．；鐸V紹’．う｛@“．茜噺擁~．己｛己．か評己．．己b．3　缶些蛙V　緯　ゆ　伴　ぜﾇ．“　華．ギ　薫I．働焼．脚事ﾂ¢．蒔．己那ﾈ晦彫．煙曇t．．典．融啄ｸ　馬　．冊　武　．P嚇暁．津．O．咤．楓　麓吹D臨己ザ舜�　奪．．虞．がﾒ層森．諏　郵　洋嚇　．D．．序．嘘．騨・h　誹　駁：鮮t二二．碍．ﾘ．．し軍ザ虻､　〃　．庫ρD齢　サ　ぶ　壽梶D幅響…無D争ゆ．騨．ｫ撫．彫．駆w庵タ勢．ﾒ．酔．．彰　略D茄　係　蟻　Ψｩ．奔やかｧ．蜘あ舞\．僻慨．岬驕@鮒．冊岬U．．財渉．踊．AΨ．ぐ．弗14，464．．．蹴ξ拍．．D巧．乱’．挙荘．o．．儒．晦．Dド．樗竿．κ．刀@咤．サ　膨．@篤．．．．ぐΨ@6　》己蟻：D鞘　胚　瓶　．肝吹A弊翼．乗p　卵弗　ぜ＝@席　喫　斡@》　卿　罫@　　び｝．．．ハ；．．ﾄ／@r．ザ　�h　．@　特@．o　章．g己．．@　虻　．．@臼“解　毎轄　い　早1994年9596　　　9798　　　99拘留件数検査件数に対する拘留率1、20080040001994年959697　　　98　　　998．00％6，00％4，00％2．00％0，00％　Ψご凝庫櫓．か播儒竺婁亜嚢画舐貯W腺．漁％：婁農藪芝茎峯慧忽卑ζ18ご舞盛瓢農慧冨惹纂；肇貯7　艀「．謄�Q静弾弓了伊霜雪”寮瞬記働》�a撚野ヲ蔭％416％365％395　ド％083一1994年95　　　96　　　9798　　　99せんぎょう且麗2000翻17腿EWS醐匠W5麗匠W5［瓦盤騨郵叢轡簸　戴議鷹　三1越蒋3年閲の平均拘留率を上回る旗国リスト検査件数拘留件数拘留率3年聞平平均拘留Flag均拘留率率との差1997−1999玉997−19991997−19991997−19991997−19991Korea，　Democra紅。　People’s　Republicユ7654．30．686．9823．702Cambodia44613430．046．9823．063Belize1，20929924．736．9817．754Vletnamユ904021．056．9814．075Indonesia34557！6．526．989．546顎rkey2473714．986．988．007Saint　V三nce煎anδthe　Grenadines1，！00164／4．916．987．938Honduras1，ユ19131U，716．984．739Malta76579！0．336．983．351（〉Thaila磁53D529．816．982．8311Egypt7379．596．982．6112Russia1，4591268．646．981．6613Iran！30／18．466．981．4814An辰gua　aRd　Barbuda211178．066．981．08／5M組aysia811658．016．981．Q316Cayman　Islands7568．006．981．0217China，　People’s　Rep．　of2，3011817．876．980．8918Korea，　Republic　of1，260957．546．980．5619馳iwan，　China　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　匹523387．276．980．29が加盟しています。このほど、両MOUが1999年の年次報告書を公表しましたので、概Ill各をお知らせします。　なお、両報．告書はインターネット上で入手可能です（www．parlsmou．org、　www．iijnet．orjp／to−kyomou）パリMOU・今回の報告書より、新たに旗国のパフォーマ　ンスに関するブラック〜グレイ〜ホワイト・　リストを掲載。日本籍は98回のインスペクシ　ョンのうち拘留0と、最もいいランクにリス　トアップ。・船級のパフォーマンスの評価として、船級に　係る拘留などを解析。その拘留率をIACSメ　ンバーについて見ると、NKはGL、　DNV、　AB、　LRに続いて5番目（1．64％）。・指摘された欠陥の数は前年比5％増の60，670。　安全や環境保護の手順に関する運用上の欠陥　が増加していると分析。しかし、拘留率は前　年同様9．／％。・1999年には、船齢15年以一1：＝の3万総トン以上のバルクキャリアに対し、構造上の安全に関する集中キャンペーンを3ヶ月間実施。その結果、8隻（10％）で重大な欠陥を指摘。・EQUASIS　（European　Quality　Shipping　Infbr−mation　System　l船級協会の検査記録、　PSCでの航行停止処分履歴等のパリMOU、東京MOU、　USCG、　P＆1等から提供された情報を集約した情報システム。ホームページ上で公開。http＝〃www．equasis．org）の活用によ　り、PSCの結果が関係者に入手可能となり、透明性の向上に寄与。東京MOU・各国において合計14，921の検査が行われ、域　内入港船の61％に実施。各国間に文化、発展　の状況に大きな違いがあると認識していると　して、検査員の訓練制度等実施しているとあ　るが、それは各国の検査の数にも表れている　（口本3，577、豪州2，753、タイ83、パプアニ　ユーギニアO）。・1．999年の拘留率は7．18％と1998年より銀器減　少した。一般乾貨物船の拘留率はこれを大き18麹ぜんきょうA〜曾2000　く上回った（12．35％）が、多くの船種では平均より低く、ガス船は最も低かった（1．46％）。・1999年2月1口のGMDSS完全実施に伴い、　3ヶ月間、GMDSSへの適合に関する集中キャンペーンを実施。その結果、2，707の検査を実施し、60隻を拘留（2．2％）。・域内で実施されたインスペクションのデータを記録するデータベースAsia−Pac逝。　Com−puterlzed　Info�oatbn　System（APCIS）が設置され、2000年1月1日より運用を開始する。　PFI（Private　Finance　lniti且tive）は、英国で誕生した公共事業の新方式である。公共施設などの設計、建設、維持、運営に、民間の資金とノウハウを活用し、効率的で質の高い公共サービスの提供を図るという事業の形式である。　英国で誕生したあと、わが国においても、総理府を中心にPFIの導入について検討が進められ、平成ll年7月23目には、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（いわゆる「PFI法」）が成立、同年7月30日に公布され、これを機に各省庁の具体的事業に向けての動きが活発化した。　PFI法において、　PFI事業の対象となり得るのは、道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、水道、庁舎、公営住宅、教育文化施設、リサイクル施設、…等々となっており、公共施設であれば、何でも可ということである。PFI法の理念にのっとり内閣総理大臣によって策定された「基本方針」には、民聞事業者の募集及び選定に関する基本的ルールが謳われており、また、政府や地方公共団体は、法制上並びに財政上及び金融．ヒ必要な措置や支援策を講じてゆくべきである、とされている。言い換えれば、従来、公によって整備されていた分野の社会資本の整備についても民問資金、運営ノウハウでもってやってもらおう、そのかわり、効率的な投資ということであれば財政資金も回わすし、必要なら規制緩和もし、税制などにおける支援もするから、というものである。　平成ユ2年3月宋時点において、運輸、建設、通産、農水、厚生、郵政の民活法所管6省庁が認定した特定施設は177件あるが、港湾・物流関係が最も多く77件で、次いで、通信・情報の38件、商業基盤ユ8件、研究開発18件、等となっている。　運輸省港湾局においては、平成12年度、「民活法特定施設整傭事業」として事業費で230億円、投融資98億円の予算措置がとられており、常陸那珂港と北九州港（響灘）が平成12年度実施予定案件（PFIによる公共荷捌き施設等整備事業）に掲げられている。　常陸那珂港と北九州港の募集要領をみると、公共と運営会社が行う整備・業務区分についての原則は、次の通りであり、概ね両事業に共通している。尚、財政的支援の概要は、�@無利子貸付一国10〜30％、港湾管理者10〜30％、�A特別転貸債40〜20％、となっており、この結果、事業者の負担は40〜20％となる。　なお、上物（機器類、荷捌き施設、管理棟等々）の維持管理、コンテナ荷役作業等ターミナルの運営、コンテナ貨物集荷並びに航路誘致等の営業活動等、いわゆる「一体的管理運営」を、事業者が行うこととなっている。また、「荷捌き施設の内、公共の側で整備をおこなうものもぜんきょう！1z‘g2000�S19醐EW5腿EWS髄匠WS　l＼櫃W蕊き田．齢騒．附鵬銚膨【図：P円事業の役割分担】r・一一一一一一一一一・一一一一一一一…一一一一一一一一一一一PR事業者が一体的に管理・運営一一一一一・一一一一一一一一・一一一一一一一一一一一、｛拗……／＿Lガントリークレーンヤード内作業は特定単一の港湾運送事業者が実施　　上物（PFI事業者が整備）舗装その他の荷役機械　CFS壊蒸上屋管理棟岸壁皇轟ミナル用地　↓　　　下物（国・港湾管理者が整備）ある」ということになっており、現に、常陸那珂港の場合、第一期におけるガントリークレーン2基やトランスファークレーン並びに管理棟は、公共で整備・提供されることとされており（第二期の荷役機器は、事業者が整備）、北九州の場合は、管理棟等は、場合によっては公共で整備することも有り得る、としている。　常陸那珂港（北埠頭外貿公共コンテナターミナル、延長700m、水深10〜15m、埠頭用地28ha）は、本年4月10日に事業者の募集が開始され、同月25日には、茨城県や地元有力企業の出資による「常陸那珂埠頭�梶vに内定、6月8日に正式に契約が締結され、翌日から営業開始された。実際の荷役作業は、「常陸那珂埠頭�梶vと港運業者11社によって設立された「常陸那珂コンテナターミナル�梶vが行う。一・方、北九州港（ひびきコンテナターミナル、延長1，040m、水深10〜15m、埠頭用地43ha）は、本年7月ユ7日〜21日の公募期間中に、�@フィリピンの1（万SI社（lntemational　Container　Terminal　SelvicesIncj、�AシンガポールのPSA、�B米国のSSA／三菱商事、／SSA（米国）、�C．．．ヒ組、�D日通、�E丸紅、�F日商岩井／日立造船、の7グループの応募があった。遅くとも本年12月には優先的交渉権者を決定するとのことである。　　　　任意複合海上輸送契約について　　　　　米国運輸省連邦海事局年次報告書　米国の海運助成策について、先月号の�@新規運航補助制度（Maritime　Secuhty　Program：MSP）の概要に引き続き、今月号では�A任意複合海上輸送契約（Voluntary　lntermodal　SealifしAgreement：VISA）および�BMSPとVISAの関係（MSP／VISA　Linkages）を糸召介する。　�@新規運航補助制度（Maritime　SecuriΨ　　より一　　　　　∠．ll、．．／＼、二点憲無．，ハズ．晶．よ．。．．歪ト　乃．＿漁．．註・．　Program：MSP）　本誌平成12年7月号に掲載。�A　任意複合海上輸送契約（Voluntaly　Inte卜　modal　Seal廿t　Agreement：VISA）　　任意複合海上輸送契約（Volunta可lnter−　modal　Sealift　Agreement：VISA）は、国防　省が、緊急時を含めて軍需品や生活必需品20麹ぜんきょうん｛g2000を輸送するために民間の複合海上輸送システム（船舶のほか、コンテナ、ターミナル施．設、船員、陸上メンテナンス設備・要員等を含む）を確実に利用できるようにする条件の下、VISA加入自社が優先的に国防省の平時の海上輸送契約の提供を受けられる制度である。この制度は、1950年防衛生産法（Defense　Productlon　Act）および1．960年の商船法（Merchant　Marine　Act＞に規定されている任意契約（Voluntaty　Agree−ment）に修正を加え、米国運輸省連邦海事局（Mari廿me　Administration：MARAD）が推進している制度で、1997年1月30日に　国防省の主要商用海上輸送軍備計画として承認されている。国防省は、通常の商用運航に与える混乱を最小限におさえた上、何十億ドルもの、最新技術を駆使した米国の商用国際複合輸送システムを平時・有事と　もに最大限に利用できることになっている。　これにより、国防省は、初期戦略配備や物　資輸送の需要増に対応するために、米国政　府が所有／支配／チャーターする輸送能力　を補うこともできるのである。VISAの編　成は、国防省の要請に応じた輸送システム　を合理的に利用するために、緊急度によっ　てStage　l〜皿まで段階的に実施される。　Stage　lと1においては商用運航者は自発　的に輸送システムを提供するが、Stage皿　においては、MSP船の場合は100％、そう　でない場合は50％の輸送システムを提供し　なければならない。非常事態のレベルに合　わせて輸送システムを提供するという段階　的な方法を用いることにより、船社は国防　省の輸送要請に応じる一・方で、有事の問も　商業輸送を行うことができるのである。�BVISAとMSPのつながり（VISA／MSPLinkages）　VISAとMSPのつながりであるが、軍事：有用性のある米国籍商用乾貨物船に係る輸送システムの80％以上がVISA　Stage皿に登録しており、そのうち70％を超える輸送システムがMSP船によるものである、1999年会計年度に、MARADは官報（Fed−eral　Register）において20QQ年会計年度のVISAプログラム加入募集について告示をおこなった。その結果として、新しく米国籍船を運航する船社の登録が予定されている。1999年9月30日現在で39社がVISAに参加している。　VISA参加企業は、特定の船のスペース、複合輸送設備およびマネジメント・サービスを提供しなければならない。MSP参加船脚は、政府から補助金を受けているが、この条件として、MSP船の100％ならびに複合輸送手段およびサービスをVISAに登録する必要がある。国防省に提供されるスペースのうちMSP船によるものはl16，000TEUを超える。　MARADは、　MSP参加の運航会社以外に対してもスペースをVISAに充てるよう推奨しており、その条件として、登録した際には優先的に国防省の平時の海上運賃契約の提供を受けられる事になっている。なお、VISAの参加社は　［資料］のとおりである。　米国政府は、自国籍船を保持する商用海運産業と．協力することにより、十分な訓練を受け専門技術を有する米国入船員や沿岸労働者のみならず、地球規模の一貫輸送網　（船舶、ロジスティクス、マネジメントサービス、インフラストラクチャー、ターミナルおよび設備、通信手段、積荷追跡ネットワークを含む）を碓実にかつ最大限に利廿A．宍上「山．〃ワnoη齢91髄EW5麗εW5麗暉W5網圏W蕊翼驚験購　蓬轡馨　1三廓F誉1用できるのである。　一方、政府と産業界は、合同企画・助言グループ（Joint　Planning　Advisory　Group：JPAG）会議を通じて、国防省の要請を確認し検討を行い、国防省の要請に沿った運航計画を提案し、プログラムの試用・演習を経た上で、運賃収入の分配や配船を独占禁止法に沿ったものにしている。1999年会計年度では、JPAG会議は2回招集されている。国防省は、1999年4月6日にJPAG緊急会議を開き、コソボとバルカン地域周辺の壊滅的状況により差し迫った人道主義的救援および軍事物資輸送という難題についで情報を開示し、現在あるいは将来起こりうる要請と能力についての情報をVISAの加入黒田と共有している。1999年6月9日には、JPAGビデオテレコンファレンスが開かれ、米国VISAキャリアに対してコソボでの活動に関する最新情報、ならびに現在および計画段階の海上輸送要請に関する情報を提供した。MARAD、国防省ならびに海事産業の代表者が出席している。　　また、同会計年度において、VISAの編成中に使用する補償レートを設定するために運賃を基準とした体系が最終決定された。　この手続は提供した輸送システムおよび緊急事態時の要請にともなう危険性に対してVISA加入船社に平等に補償することを目　的としている。これに加えて、加入船社がVISA　Stage皿に提供する輸送システムを正　確に把握するために、MARADと国防省の　U．STransportatioll　Command　（TRANS　COM）はVISA船舶登録手続の最終作業を　完了している。※　MSP登録船社については本誌平成12年　7月号参照資料iVISA　Participants　as　of　September　30，1999Alaska　Cargo　nanspor匙，　Inc．王ykes　Lines　Limited，　LLC．American　A登tomar　Inc，　　　　　　　　　　　　　　，Maersk　Une　Limited＊Alnerican　President　Lirles，　Ltd．Matson　Naviga打on　C�Jmpany，　Inc．American　Roll・0薮Roll−0匠Can・ier，　LLCMaybank　ShiPping　Company，　Inc．Ainedcan　Ship　Management，　Inc．＊Automar玉nterna廿onal　Car　Carrier，　lnc，＊Cen曾al　Gul蚕L皇nes，　Inc．＊Crowley　American　Tra韮sport，　Inc．Crowley　Ma面me　Services，　Inc，Dixie　Fuels　II，　Ltd．Double　Eag三e　Ma罫ine／Caribe　USA，　Inc．Farrell　L隻妄｝es，　Inc．＊First　Ame雌can　Bulk　Carrier　Corp．＊Hrst　Ocean　Bulk　Car�uer・1，LLC＊First　Ocean　BUlk　CarnerE，LLC＊First　Ocean　Bu三k　Carher阻，LLC＊Foss　Ma面me　Compa丑yLYnden　Incorpora£ed＊MSP　Paracipan宅sMcAllister　Towing＆T�eanspo1寸aUonMoby　Marine　Corp．NPR，　Inc，OSG　Car　Carriers，　Inc．＊Osprey　Shipholding　Corp．，　LLC，Resolve　Towing＆Salvage，　Inc．Seacor　Marine　International，　Inc．Sealift，　Inc．Sea−Lan〔圭Service，　Inc．掌Smith　MaritirneTotem　Ocean　Trailer　Express，　Inc．丁士aner　Bridge，　Inc．Tdco　Madne　Operators，　Inc．Troika�qterilatio照1，　Ltd．Van　Ommeran　Shipplng（USA）LLCWaterman　Steamshlp　Corp．＊Weeks　Marine，　Inc．22麹せんきょうん（g2000各種調査・報告書欄i剥離罪響�h讐ll欝欝響潔lllll罫罪鷺曙鰻懇二二署難1鎗：．日本海運の現況（概要）藻il｛ゑ．　　　　運輸省海上交通局編　　　　　環灘織　主輪省海上交通局は去る7月19日付で、平成12年齢の「日本海運の現況」（海運白書）を発表した。ここでは、その内容を同局による要約を用いて紹介する。トピックで見る日本海運・海事・局への再編・改正港湾運送事業法の成立・バリアフリー法の成立・海賊会議の開催・モーダルシフトに資する高速船の就航・日本人船長・機関長2名誉乗船の登場・西暦2000年問題への対応・生活航路の指定年に海上技術安全局と統合して海事局に再編される。これは海上交通行政のあり方に変革が求められていることの現れと認識されよう。そこで、これまでの海、．ヒ交通行政を振り返るとともに、21世紀の諸課題に対する行政の視点とこれに対するアプローチについて考えてみることとする。　海上交通行政が置かれている我が国社会経済の特徴は、次の4点に要約される。　〔：ユ｝経済のグローバル化の浸透　（2｝競争の激化　（3｝多様な価値観の追求　�求@世界的規模の成熟した海事産業の存在第1部海上交通のシステムとその役割　外航海運、内航海運、内航旅客輸送、港湾運送のそれぞれについて、その役割と特性を一般の読．者にも分かりやすく説明した。第n部　海上交通をめぐる現状・課題と政策的　　　　対応　第1章　21世紀に向けた：海上交通行政の展望　海上交通局は、省庁再編の一環として平成13〔1）グローバル化した経済において、我が国　経済の国際競争力をフルに発揮するために　は、そのインフラとして、国内外を通じた　最高度のグローバル・ロジスティクスへの　アクセスが確保される必要があり、海運が　適切な役割を果たすことが求められている。　外航海運は、企業規模の拡大、アライアン　スの形成等によりこのような挑戦に取り組　んできている。国内マーケットと見なされぜんきよう月14π2000轡23　てきた港湾、港運、内航もグローバル・ロ　ジスティクスに取り込まれており、ここに　もグローバル化の波が押し寄せている。12）競争の激化によって、従来我が国の海上　輸送の中核を担ってきた日本糟糠と日本人　船員は、国際競争力を低下させその数を減　らしている。このため、国際船舶制度の創　設・拡充等によりその維持・確保策を講じ　てきたが、日本入船員についても新たな姿　を模索する必要がある。日本籍船、日本人　船員の位置づけについてはなお課題を残し　ており、安全保障的見地のみならず様々な　角度から引き続き議論を行っていく必要が　ある。また、公正で透明な競争が求められ　ている中で、民問はもとより行政も各方面　にわたって変革を迫られている。（3｝ますます多様化する国民のニーズ・価値　観に適切に対応して行くためには、最終的　　な受益者であり、多様な価値観0）追求者で　　ある利用者、即ち国民の立場により明確に　立脚した行政運営が重要である。（の　我が国海事産業はその規模・集積の故に　　国民経済・地域経済上重要な産業の一つと　　なっており、外国政府による市場歪曲的な　　行為の是正、海事産業内の隆路の解消等内　　外にわたる競争環境の積極的な整備を通じ　　て国際競争力の維持、改善を図っていく必　　要がある。また、世界的な海事国としての　　責務を果たすためにも、サブスタンダード　　船の排除、海賊対策のような国際的課題に　　強いイニシアチブを発揮することが求めら　　れている。　上記の海上交通をめぐる環境の構造的変化に海上交通行政は既に対応して、市場原理の導入とともに、地球環境問題への取り組みやバリアフリー化といった輸送の質的改善に取り組んで24璽せんきょうAz‘92000いる。しかしながら、このような大きな構造変化に向かい合う21世紀の海上交通行政を展望するには、従来の延長線上からさらに一歩を踏み出した新たな観点が必要である。　第一の観点は、海事に関する行政の総合的な推進である。経済のグローバル化、競争の激化などの動向に対応するためには、従来の縦割り的対応ではなく海運、造船、船員という海事に関する行政を総合的に推進していくことが必要である。海事局の誕生によりこのことに適切に対応できると考えている。安全、船員規制の．．．・層の合理化・整合化、適切なハード整備と連携した海運・港湾サービスの向上等の規制緩和の成果の具現、新技術も視野に入れた海運サービスの革新などが効果的に行われるようになろう。　第二の観点は、利用者の立場に立った施策の推進である。市場を通じた公正な競争環境の実現を通じて利用者、荷主が利益を享受できるようにすることが必要である。競争的な環境の下でこそ、事業者の創意工夫により効率的、低コストのサービスが提供されるのであり、競争的市場の整備の観点から規制の合理化・適正化を進める必要がある。他方、バリアフリー化の推進、生活路線の維持方策の策定など市場メカニズムに委ねるだけでは実現できない政策を適切に推進する必要がある。　第三の観点は、国際的な競争条件の整備である。我が国海事産業の国際的競争力の維持・改善のため、世界的な競争条件の均衡化策、安定的な市場秩序形成方策、国際的にバランスのとれた技術開発策などを講じていく必要がある。　第四の観点は、サブスタンダード船の排除、海賊対策などの国際社会の課題にイニシアチブを発揮することである。特に国際ルール作りにイニシアチブを発揮することが重要である。　21世紀の海事産業を考えるに際し、新たなアブローチとしてクラスター論的アプローチが考えられる。海事産業は、海運、船員、造船、保険など多くの関連産業がクラスター（有機的な産業の塊）をなしており、各産業が有機的に連携して産業競争力を発揮させる必要がある。外航船腹量、造船業の規模においてはるかに凌駕する日本が国際的海事センターの座をロンドンに譲っているのは、歴史的蓄積の差もあるが、クラスターとしての優劣の差、クラスターとしての取り組みの違いに起因している可能性も否定できない。我が国の海事産業は世界最大級であり、その国際競争力の向上は日本経済に資すること大と考えられることから、これをクラスターとして捉え直し、クラスターの機能阻害要因となる内部的障害の除去や戦略的・総合的な振興策に関係者．一体となって取り組むことにより、我が国海事産業の新たな発農の可能性を模索することが可能と考えられる。　第2章国際競争力のある外航海運を目指し　　　　　て　我が国の外航海運政策は「海運自由の原則」を基本とし、我が国の外航海運に関する制度は世界で最も自由化が進んでいるといえる。我が国は、国際交易を支える自由で公正な国際海運市場を形成するべく、WTO、　OECD等の国際機関における活動に積極的に貢献するとともに、必要に応じて中国などと二国間協議を行っている。　資源輸人、製品輸出の面から考えても、我が〈コラム〉海事クラスター（マリタイムジャパン）　海事産業は、業種としては、海運、船員、造船、舶用工業、港湾運送、海運仲立業、船級、船舶金融、海上保険、海事法律事務等実に様々な分野からなり、主体としても、産・官・学等及びその連携からなる複合体・総合体である。　イギリス、ノルウェー、オランダ等の海運先進国では、この総合体を「海事クラスター」と呼んでいる。　海事クラスターは、その個々の構成員の活動による付加価値・雇用の創造に止まらず、構成員相互の外部効果、つながり、スピルオーバー効果により総体としてより大きな付加価値を創造し、全体として競争力を発揮するものである。　最近、グローバル競争化の中での国や地域の競争力の向上の条件として、クラスター理論が注目されている。マイケル・E・ポーター教授（ハーバード大ビジネススクール教授）の「競争戦略論」によれば、ある分野における成功の条件としてクラスターの存在が顕著な特徴とされており、そのような例として、教授は、イタリアの革靴・レザーファッションクラスター、カリフォルニアのワインクラスター、マンハッタン南部のマルチメディアクラスター、シリコンバレーのコンピュータークラスター、オランダの輸送クラスター等多くのケースを指摘している。　海事クラスターの存在を把握しそのグレードアップを図ることは、海事活動を通じた付加価値と雇用を、地域において、また国レベルで持続的に創出させるとともに、我が国経済の競争力向一しにおいて極めて有効と考えられる。　上述の海運先進国では、こうした施策の総合体或いは目標を、マリタイムロンドン、オランダ海事国と呼んでおり、これに倣えば、日本では「マリタイムジャパン（海事国日本）」と呼ぶことができよう。ぜん舌ようA〜f92000鰺25国にとって外航海運は極めて重要な産業インフラである。そして、これらの物資の安定的な輸送を図るという観点から我が国の外航海運による輸送を確保することが必要であり、我が国外航海運の国際競争力の強化を図ることが重要な課題となっている。このため、税制措置、低利融資などの財政措置を講じてきている。また、日本川船の減少、船員の減少に対応し、貿易物資の安定的輸送の確保に資するべく国際船舶制度を導吊して、目本籍船、日本人船員の確保に努めている。本年は、日本人船長・機関長2名配乗体制による運航が実現した。　また、我が国外航海運企業の事業活動の前提となる航路の安全を確保するため、海賊事件の防止に取り組んだ。特に、平成／1年11月目口本人船員が乗り込んだアロンドラ・レインボウ号の乗っ取り事件が発生したことから、小渕前総理の提案により、我が国が主催してアジア地域の16ヶ国の海事政策当局、風聞団体等が参加して、3月に「海事政策当局等による準備会合」を、4月に「海賊対策国際会議」を開催した。討議の結果、海賊等への対策のため各国が．協力しつつ可能な限りあらゆる対策を講じていくとの固い決意を「東京アピール」として内外に表明し、海事政策当局及び民間海事関係者が一月目なって行うべき具体的な措置として「海賊対策モデルアクションプラン」を策定した、　汕濁損害賠償補償制度は、タンカー輸送の健全な発達のため、発生した汚染損害について、船舶所有者、石油会社等の荷主が互いに補完しつつ被害者の救済を図ることを目的として、国際条約により創設された国際制度である。平成9年のナホトカ号事故、昨年末のフランス・ビスケー湾で発生したエリカ号事故といった大規模なタンカー事故が近年続発しており、これらの事故の経験を踏まえ、船主責任限度額と国際26鯉ぜんきょうAz‘g　2000油濁補償基金の賠償限度額の引き．．ヒげ等を含む条約の見直しについての議論が、国際海事機関（IMO）で議論されることとなっている。　第3章海上運送の効率化とサービス向上を　　　　　目指して　我が国の港湾は、港湾諸料金が高いことや、日曜、夜間荷役など使い勝手に問題があることが原因の一つとなって、コンテナ取扱量等の面で東アジアにおける相対的な地位が低下している。このため、運輸省では、港湾について重要な制度の見直しを行った。　第一に、海上貿易貨物の主流を占めるコンテナ貨物の積み卸しが大量に行われ、我が国の国民経済上特に重要な9港（京浜港（東京港、川11奇港、横浜港）、千葉港、清水港、名古屋港、四日市港、大阪港、神戸港、関門港及び博多港）に．ﾂいて、港湾運送事業の需給調整規制を廃止し、免許制を許可制に改めること、運賃・料金規制の緩和と悪質事業者の参入の防止や罰則の強化などを盛り込んだ．港湾運送事業法の改正が行われ、本年6月に成立した。これに併せて、労働者保有基準の引き上げ等事業の集約・協業化を推進するための措置を講じることとしている。このような規制緩和や事業者の集約・協業化等を通じた事業規模の拡大により、港湾運送事業者自らがコンテナターミナルを借り受け運営するターミナルオペレーターとして事業展開していくことが期待される。　第．二に、平成ユユ年12月置港湾審議会答申「経済・社会の変化に対応した港湾の整備・管理のあり方について」がとりまとめられ、これからの港湾行政の進むべき方向として、全国的・広域的視点からの取り紐みの強化、地域の主体的な取り組みの強化、環境の保全・創造のための取り組みの強化、港湾行政の透明性、効率性等の向上の4つの方向が示され、具体的な施策が提言された。このうち、法的拮置を要するものについて、港湾法の改正が行われ、本年3月に成立した。　改正の主な内容は、港湾の分類の定義の明確化、港湾整備事業に対する国の負担割合の見直し、港湾に関する環境施策の充実などである。　国内旅客輸送においては、本年10月の改正海上運送法施行に向け、生活航路を維持するための指定区間制度の導入等の準備が進められている。その一環として、「国内旅客運送事業サービス問．題タスクフォース」において、海上運送法改正後における運賃、情報公開の論点を整理した。また、離島航路の需要拡大を支援するための離島航路振興策をまとめた「離島航路チャレンジメニュー」「離島航路の活性化チャレンジマニュアル」をとりまとめた。　国内貨物輸送においては、物流構造の変化に対応した輸送の効率化を進めるとともに、引き続き暫定措置事業の着実な実施を図っている。　第4章人と環境にやさしい海上運送を目指　　　　　して　安全で信頼できる海上運送を実現するため、昨年6月に海上運送法を改正し、本年10月より海上タクシーやRORO船等の旅客定員12名以下の船舶による旅客運送事業等に対して新たに安全規制を適用するとともに、運賃・料金、運送約款の公示などの利用者保護規制が設けられることとなった。　また、近年、輸送の事故・トラブルが相次いで発生していることにかんがみ、運輸省に「運輸安全戦略会議」を設置し検討を行った結果、今後取り組むべき方策を「運輸安全行動計画（運輸安全イニシアチブ）」としてとりまとめた。　我が国では、急速に高齢化が進んでいることや、障害者等が障害のない人と同様に生活し活動できる社会を目指すノーマライゼーションの理念に基づき、公共交通サービスを健常者と同様に利用できるようにする「交通バリアフリー」の要請がたかまってきた。このような状況を踏まえ、本年5月に「交通バリアフリー法」が制定された。これにより、今後新たに建造・整備される旅客船や旅客船ターミナルには、必要な構造や設備の整備が進められることとなる。　我が国の国内貨物運送において、地球環境問題、交通混雑等の物流をめぐる制約要因が顕著となる中で、将来にわたり円滑な物流を確保していくためには、トラックに過度に依存しない物流システムを構築する必要がある。このため、環境に対する負荷が低い内航海運の利用を促進するモーダルシフトに取り組んでいるが、運輸施設整備事業団のモーダルシフト船建造促進措置を利用して建造された超高速貨物フェリー「さんふらわあ　とまこまい」が同時に就航した「ほっかいどう丸」とともに高速化とダイヤ設定の工夫により大幅に利用率を向上させ、広く誤聞の評価を得、モーダルシフト推進に大きな効果を上げた。更に、テクノスーパーライナー（TSL）は本年度保有・管理会社が設立され、平成14年度には第1号船が就航する予定であり、密なるモーダルシフトの推進が期待されている。　地球温暖化防止対策としてモーダルシフトが進められる一方で、船舶そのものが環境に与える負荷を軽減する取り組みも推進されている。運輸施設整備事業団では、エネルギー消費効率に優れた船舶「エコシップ」の建造促進を支援しているところである。一方、船舶については、ナホトカ号事故のごとく、一旦事故が発生した際の積み荷の流出等による海洋環境に与える影響の大きさがかねてより大きな問題とされてきた。また、ヨーロッパでは、昨年12月にフランせんきょうAr‘g　2000鯵27スのビスケー湾で条約上の安全規制に従っていないサブスタンダード船が大規摸な油流出事故を起こすなど事故が相次いでおり、船舶の安全性向上による質の高い海上輸送（クオリティシッビング）への機運が高まっている。この動きは世界的な広がりを見せており、本年3月にはアジア太平洋地域で始めてとなるセミナーがシンガポールで開催された。第皿部海事産業の現状と動向　第1章外航海運　　第］節　世界における外航海運の動向　世界のコンテナ荷動量は3，553万TEU（前年比6．0％増）で、アジア発着の北米航路．、欧州航路、アジア域内航路における荷動量が上位3位を占め、これらの合計が世界全体の荷動量の65％を占めている（図1参照）。　平成11年、北米航路は、東アジア．各国の通貨下落により交易条件が改善する・一方、米国経済の好調を背景に、荷動き量が東航（アジア→北米）で前年比12％増と大幅に増加した。欧州航路でもアジア発貨物の荷動き量が前年比5％増図1　世界のコンテナの海上荷動ぎ　1998年と好調を持続するとともに、欧州発が前年比22％増と大幅に回復した。アジア域内航路は、平成鱒年に荷動きのインバランスによる航路採算の悪化からサービスの縮小、廃止が相次いだが、平成ユ／年はサービスの再開、新規航路の開設等の動きがあること等から荷動きが好調であったと推測される。出典：商船三井「定航海運の現況1998／1999i　　第2節我が国の外航海運　平成11年の我が国の海上輸送量は8億5，085万トン（前年比2．4％増）で、世界の海上輸送量の16．7％である。この割合は微減傾向にあるが依然として世界の海上輸送量にしめる我が国のシェアは大きい。（図2、3参照〉　地域別に見ると、輸出については、アジア地域との貿易量が最も大きく　（貿易量全体の67．4％）、平成10年度に．．一旦落ち込んだものの平成U年になって再び増加している。輸入については中東からの原油の輸入量が大きい（図4参照）。　我が国商船隊の輸送量は、輸出入・三国間輸送合計で7億3，470万トン（前年比1，7％増）となっており、世界の海．ヒ輸送量の14％を輸送し　　　　　　　　　ている。輸出量について　　　　　　　　　　は、北米向け鉄鋼の輸出　　　　　　　　　の減少が影響して前年比　　　　　　　　　　15．8％減と大1隔に減少し、　　　　　　　　　積取比率は36．2％（前年　　　　　　　　　　比7，2ポイント減）であ　　　　　　　　　　つた（図5参照）。　　　　　　　　　　　また、三国間輸送量は　　　　　　　　　　年々増加しており、全体　　　　　　　　　　に対するシェアは23．0％　　　　　　　　　　（前年比L6ポイント増）　　　　　　　　　　となった。　　　　　　　　　　　我が国司船隊の船腹量　　　　　　　　　　は、L996隻（前年比2628鯵せんきょうん忽2000年平成10（1998）年平成11（ユ999）年対前年伸び率@　（％〉贔巨数　量金　額数　黛金　額1数量ベース）輸出　入　合　計831，122623，577850，850559，6032．4％総　　　　　　　計1．00，905356，92910／，995317，2541．1％輸鉄　　　　　　　鋼27，45419，26928，04015，2212．1％セ　　メ　　ン　　ト7，6132637，6s玉蝿。o．9％機　　　械　　　類10，871133，7839，869118，733一92％乗　用　自　動　車4，71565，7424，98562，2395．7％電　　気　　製　　品1，45752，021L42943，719一1．9％とllプラ　ス　チ　ッ　ク4，1548，9554，5868，7S510．4％肥　　　　　　　料9511141，043lCI79．7％そ　　　の　　　他43，69086，D5147，3621　68・2708．4％総　　　　　　　刮．730，217257，648748，855242β・172．6％乾　　貨　　物　　計424，960209，775438，016192，5∈23．1％．丁罰．・．一．．一．−閲・一．一一．「．．」．．．．．．s■．・」．．．．丁罰．一一i．．一．．一「S　　　鉱　　　石■L‘@120，7823，984120」073，240一〇．6％石　　　　　　　炭131176弓8，010137，1996，2Cl4．1％燐　　　鉱　　　石97611293291一4．5％輪堪7，9142938，2362664．1％銅　　　　　　　鉱3，9742，4584，2862，4387．9％ニ　ッ　ケ　ル　鉱4，1171．843，go6129一5．1％ボーキサイ　ト1，97767L95454一1．2％木　　　　　　　材15，3866，25417，5716，46514．2％パ　　　ル　　　プ3，2042，0383，078lr673一3．9％チ　　　ッ　　　プ13，7312，63113，6452，162一〇．6％小　　　　　　　麦5，7581，4325，9731，2233．7％米49935766435833．1％大　麦　・　裸　麦1，4702831，62424910．5％ト　ウ　モ　ロ　コ　シ16，0492，76716「6062，1463．5％大　　　　　　　豆4，7511，8794，884ユ，3642．8％機　　械　　機　　器3，42740，7733，69538，4987．8％そ　　　の　　　他89，181136，25393，656工26，0055．0％入液　体　貨　物　計305，25747，645r．■■一．．一．一　310，839．■國一一一一一一．．．一．　49，787一．．「1．8％　　■幽．原　　　　　　　油217，52329，304213，73530，402一1．7％L　　　N　　　G49」33／0，16051，7249，5235．3％L　　　　P　　　　G14，3303，25614，4563，6270．9％重　　　　　　　油2，19232724，0324，765996．4％そ　　　の　　　他22，0794，5986β921，471一68．8％図2　我が国の品目別海上貿易量及び貿易額　　　　宇島11，。。。トン、億附　　隻増）、IQ，Q76万重量ト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ン（同1．8％増）であっ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た。このうち、日本籍　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　船は154隻、1，667万重　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　量トンで昭和47年以降、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年々減少し続けている　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図6参照）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本人外航船員は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　我が国外航海運企業が　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コスト競争力確保のた　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　め外国人船員の活用を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　進めてきたため減少を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　続けており、昭和60年　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の22，536人から平成11　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年には3，703入にまで　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　減少している（図7参　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　照）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　海運大手3社の業績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は、円高の影響により　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営業収益が減収（前年　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　度比4．7％減）になつ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　たものの費用の減少にQ数量は大蔵省貿易統計をもとに運輸省海．ヒ交通局で重量に換算したもの。　金額は大蔵省貿易統計による。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もつながつたことや、　　　，航空貨物及び輸出入船舶を除く、，　1注）1　　　2．端数処理のため末尾の数字が合わない場合がある。　　　　　　　　　　　　各社の運航コスト削減　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　より、営業費用全体としては減少（前年度比図3　世界における我が国衆動量シェアの推移シェア〔％1τ989　　　1990　　　1991　　　1992　　　1993　　　1994　　　脇995　　　1995　　　1997　　　199日　　199ヨ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1年；〔出典｝運輸省海上交通局調べ6．7％減）した。この結果、営業利益は963億円と314億円の増益（前年度比48．5％増）となった。部門別の営業収益では、定期船部門がやや減少（前年度比］．．3％減）し、不定期船・専用船部門が大きく減少（前年度比9．9％減）した一方、油送船部門は増加（前年度比3．4％増）した（図8、9参照）。　第2章　内航貨物輸送の現状　平成11年度の内航貨物輸送量は、景気が低迷する中で、トンベースでは前年度比L2％増、ぜんきょう月解2000齢29図4　我が国の地域別海上貿易量推移1輸出単位：1000トン凡2G・GOQ…譜60ρ00」40，0DO−20、OOO「　　0　　1989年90　91　　　　騨　　　　｛92　　93　　94　　95　　96　　97騨図6隻25GO「2435　1日本商船隊の構成の変化籍露團　．1］『1…［「…198　99■アフリカ翻欧州團中南米［］北米2．輸入［］中東ロアジア単位：1000トン目11大洋州夢OO、000好霞　　　脚70D，00Q蕊婁蘇職［11600ρ00｛…ヨ500，00G1．．ヨ旨1　　400ρ00仙300ρ00200ρ00P。。，。。。L］1一．1け…．旨1「．一．　　i　iu1　囁！目目口ししヨ　…111h1　．．．己．．0．1989年9091929394959597−　　1　　巨口　1955年36　87　8B　89万亜量トン12000［＝＝コ順縞外国用船□仕｝巳船國日本矩船鯛贈湛箒．鱒…90　　91　92　93　　94　　95　　96　　97　98　　99鍾　　　　　　　　　　　　　　　　　…　　　　　　　　　　　　　　　　　L＿　　　　　　　　　　　　　　　　　．98〔出典）大蔵省貿易続計に基づき、運輸省海上交通局が集計したもの。磯　1□99　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨロロアさミ　　　　　　　　　　　　　　　　　．．．一　　　…　0　　　．　1985年B6　　　　87　　88　89　90　91　92　93　94　95　96　97　98　990運輸省海上交通局調べ〔注）1．単純外国用船の中にも、我が国外航海運企業が長期契約を継ぴ影響力　　を持っている船舶が含まれているものと考えられる。　　2．端数処理のため末尾の敷字が合わないことがある。図5　我が国商船隊輸送量及び積取比率の推移（1）輸出輸送量（百万トン）50454D35302520　15　10　5　0日11：19田曽119鯛〔199i団1992；5〔19　3｝曲‘団1的5181：1995刷1田ア：11。：：1蜘27e5．B2日S目．日30S6．334S6．435S2．737@　　　　　3巳S2．ア35SD．3　42@1・・．・139．BP35R9．4R7．5P．935R　．2R　．アP．43B．4W．4@639．9T．9@539．ア轤T@540．2T．2@53B．0S．73s．9ﾊ．巳36．7R．13δ．3Q．o41．7P．7（2）輸入輸送量（百万トン）600500400300200100　0　　附〔19麟　2．：1四口｝［＝＝コ外国用船輸送量［＝＝ユ日本籍船輪送量一我が国商船隊積取比率一日本籍船損取比率＋タト国用船脅責取上ヒ率雫責取上ヒ率　〔％｝　　100　　90　　ao　　70　　60　　50　　40　　30　　2D　　lO　　Oli〔1999：．　　〔年）U73672ア。．5306　　　　3L2ア1．571．8323　　　　34370．170．O3ア7　　39D　　416@　　　　アD．470．2404　　　41LV1．670．551．453．555．443．144．654．5@．BP1B34．5R23ﾓ3B．6Q8．6io．｛5．εﾕ、0P8445．6Q3．2､o49．6Q0．2ｱ53…1P9725．9T8819．陰z唱｝6．6P29劉韮　　　　　　ユ｛159翻｝　4｛1992｝　5〔1四ヨ｝　6：199司：I　FI：1995：1　51：L996：1（出典）運輸省海上交通局調べ。1998年の値は暫定値　　　　干責取止ヒ率　〔％〕　　　　　　10D　　　　　　go　　　　　　60　　　　　　ア0　　　　　　60　　　　　　50　　　　　　40　　　　　　30　　　　　　　20　　　　　　　10　　　　　　　09　1：ig3ア：1　　10　：：199巳：1　　11　1：1999：1　　　　　　　〔年1トンキロベースでは同1ユ％増となった（図10参照）。　平成11年度の適正船腹量によれば、荷動きが依然低調であるためすべての船種について船腹過剰と見込まれる。平成12年度以降についても、空港の埋め立てで需要が急増する土・砂利・石材専用船を除き、需要増加がそれほど見込めないことから、概ね船腹過剰状態で推移していくものと見込まれる（図11参照〉。　平成10年度の内航海運業（内航運送業、内航船三一渡日）の収支状況は、経常利益率が1．3％（平成9年度1．2％）でほぼ横ば30勘せんぎょう加g20007町図．蜘2000D」5000100005000日本人外航船員数の推移1四751閉囲9ア醐92日5防詞　7115　　田1恥刀　う旧鵠1ロ　5田2燭1　“o防　　3703　0　！認5　　　簡　　　己7　　　細　　　助　　　⊃コ　　　ラ1　　　93　　　肥　　　繭　　　密5　　　9じ　　　97　　　9団　　　99革〔出典）運輸省海上交通局調べ（注｝外航労協・旧中小労協ベース〔各年9月末現在）いとなっている。内航運送業は収入と費用が共に減少したことから経常利益率は前年度とほぼ同様の1．2％であった。内航船舶貸渡業は、営業損益が前年度比13．9％減少したが、金融収支の改善もあって経常利益率は前年度を上回る1．6％であった（図12参照）。　第3章　内航旅客輸送の現状　平成11年度の長距離フェリーの輸送実績は、旅客輸送、自動車航走の両方において減少し、これにともない営業収入も減少（前年度比4％減）した。しかしながら、営業費用も減少（前年度比4．5％）した結果、営業損益は9億円増加して27億円の黒字となった（図13参照）。　平成10年度の離島航路の旅客輸送実績は、過疎化の進行等により輸送人員、輸送人キロともに減少（輸送人員：前年度比13．2％減、輸送人キロ：岡1工，5％）し、経営状況も営業収入の減少が大きく、営業費用の減少幅を上回ることから事業全体の営業損失が約54億円となっている　（図14、15参照）。図8　外航海運大手船社の損益状況推移（爵位；億円）1営　四�　益対前年度搆ｸ率営　軍?@用対前年度搆ｸ寧営　業ｹ　益対前年度搆ｸ率営業外�　益営業外?@用営業外･　益経　常ｹ　益対前年度搆ｸ率特　別　特　別?@益損　失税引後ｨ闘損益総17，222一16，635一587一335469▲135453一1483141171工眸度〔4社）17，8163．417」673．264910．4310491▲180d683．4213529▲　3711年度k3社｝16，975▲4．7116，0／2　　　1△6．796348．5257486▲22873557．0228563245O各社の決算資料をもとに運輸省海一ヒ交通局作成〔注）1．端数処理のため，末尾の数字が合わない場合がある。　　2．平成11年4月1口に大阪商船三井船舶�鰍ﾆナビックスライン�鰍ｪ合併したため、対象会社が4社から3社〔口本郵船　　　　�梶A�鰹､船三井、川崎汽船�梶lに変更になった。図9　外航海運大手船社の部門別営業収益推移〔単位：億円）平成9年度（4社）平成10年度（4社）平成11年度（3社）区　　　　　　　分金　額構成比k％）金　額対前期比Lび率�結ﾊ成比i％｝金　額対前期比Lび率�轄\成比ｭ％｝定　　　　期　　　　船5，83133．96，王134．834．36，035▲1．335．6不定期船・専用船6，29636．665544．136．85，906▲9．934．8部門別運賃油　　　　送　　　　船6433．7663忌．13．76863．44．o計12，76974．113β304．474．812，627▲5．374．4貸　　　　船　　　　料3，43920．03，6696．720．63，631▲1．021．4そ　　　　　の　　　　　他1，0h5．9816▲1ウ．34．571ア▲12．24．2合　　　　　　　計17，222100．017，8163．4100．016，975　　▲4．7100．0O各社の決算資料をもとに運輸省海上交通局作成　〔注｝　端数処現のため、末尾の数字が合わない場合がある。せんきょうA喫2000轡31図10　内航貨物輸送量の推移トー6幽−．一　ヒ　層iL．−一　圏443537027678592194081　　　　　　　　　　　　　　　層　　　　，　　　　，　　　　7　　　　，　　　　層　　　　層譲兵器誌鍵罷9，肌器�p　　　　　11　　11111　　1　1　　15ヒ4上　度加年0401070102667204769717隣追再重罪器励吼麗藩懸羅饗携蜀蹴　　卜，pp，「−｝p｝pp・「p・p｝卜，，　　　　　　　　，1122122212222222222222前比　度三年　2283玉8540619459177042　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　，玉響器鍛鋒露器�p　　　　111　1111　　　1　　　　15ヒ4士　度対年QO82235王08987854662828三三櫨皿儀滋儀皿騰護謬提議蝶霧鵬臓p，｝．，7，，，，・…　7・・…　，，霧縫螺褻藩鵬魁度年菊園騙酪騨駆弱60肛肥53一兀23456789mn職　　　　　　　　成昭　　　　　　　　平出所：連輸省「内航船舶輸送統計年報」等（注）調査方法が昭和49年度から変更になったため，45年　　度の輸送実績は、これとの接続を考慮：して算出した　　推計値であるワ図11平成11〜15年度の内航適正船腹量　　　　　単位：上段1，000総トン　下段1，000重量1・ン適　正　船　腹　量船　種現有翻蝿P．平碗11年@6月ヨ帽ｻ在：〕11年度12年度13年度1・1年度15年度1，6201，591i　29）王，590k　30）1，589i　31）1，588　1，588i　32）1〔　32）貨物船3，1133，057i　56）3，Q55i　58）3，054i　59）3，05213，051（　61）】〔　62〕437　　406i　31）　　415i　22）　　415i　22）　　415k　22）　　4工5、〔　　221セメントD專用船717　　666i　51）　　680i　37）　　680i　37）　　680k　37）　　680i　37）173　　137i　36）　　137i　36）　　1371　137i　36．）〔　36）　　137i　36）自動車齬p船179　　142i　37）　　142i　37）　　1421142（　3．ア）i（　37）　　142k　37〕　　　　　　　　467土・砂利・　　411i　56）　　448i　19）　　533i▲66）　　523i▲56）　　536i▲69＞石材専用船　　　　　　　　966　　　　　　E　　850i116）　　927i　39）1，103i▲13ガ1，082i▲116＞1，lo9i▲143）八1882　　768k114）　　748i134）　　749i133）　　746i136＞　　751i131）汕送船　】．，96311，708i255）1、665　1，667i298）1（296＞1，661i302＞1，672i29．D244　　227i　17）　　227k　17）　　227i　17＞　　22マi　17）　　227i　】．7）特　　殊^ンク船368　　342i　26）　　342i　26）　　342i　26＞　　342i　26）　　342i　26）○平成1／年運輸省告示第7ら4号〔平成ll年工2月13日）（注）1．（　）内は、平成ll年6月30目現在の船腹量に対　　　する過剰船腹量である。　　2．内外航併用船を含み、塩の二次輸送船、原油の二　　　次輸送船及び沖縄復帰に係る石油製品用許認可船　　　は含まない、，32総ぜんきょうAτ｛92000図12　内航海運業の経営状況1．内航海運経営実態調査に回答のあった事業者の一社平均　（平成10年度）　　　　　　　　　　　　〔単位：千円、％｝区　　　分内航運送業内航船舶ﾝ　渡　業内航海運業S　　　体1営業収入2，684，043288，912玉，118，722〔海運業収入）2，477，59Z277，783LO39，g2／営　梁　費　用2，628，9192s2，49G1，095．4261　　　　［損益計算表〔海運業費用）2，173，245234，1689。5，g74i営　業　損　益55，1256，42323，29餌経　常　損　益36，0783，559／4．8251資　　　　　　　　　　産　　　2．463，148511，2721．，187，51苫〔流動資　産）　　998，410124，829427，487（固定資産〕　L461，691384，849757，928負債及び資本　2，463，14851L2721，／87，513貸　催　対　照　表負　　　　　　　　　　　　で重そ　　　1，922，77048LOO1980，511（流動負　債）　　837，61988，529348，056（固定負債）tLO85，150392，472632，455資　　　　　本　　540，37930，271207，001営業利益率　　　2，1％2．2％2．1％経営利益率　　　1．3％12％1．3％自己資本利益率　　　　6．7％lL8％7．2％海関v　係及び　比財務率損益関係財務関係閾定比率　　270．5％1271．3％366．1％自己資本比率　　　21．9％5．9％17．4％流動比率　　n9．2％141．o％／22．8％負債比率1・55・8％1589．0％473．7％集計対象事業者数1　　　132249381〔注〕　集計対象事業者は、内航海運業者のうち、資本金10D　　万円以．ヒの法人格を有する3月決算の事業者に対し、　　実態調査を行い回答のあったものから内航海運収益　　が営業の収益全体の70％以一ヒを占めるものを抽出し、　　集計を行った。図13長距離フェリー事業者（13社）　　　収支状況　　　　　　　（単位＝百万円、％）〔注）　決算期が12月のもの1社を含む。（図14　離島航路の旅客輸送実績　　　　　　　　　　　（単位：千人、干入キロ、％｝輪送人呉輸送人キロ年　度対前年度Lび率対前年度Lび率873，4620．1L813，5131．2972，243▲　　1．711754，225▲　3．31062，715▲1321，552，916▲11．5O運輸省海上交通局調べ図15　離島航路の収支状況（l11位＝百万円、％）年度航路数営業収入営測二二経常ξ員益経　　常�支率8345130，538▲L631▲4，83695．9白3岨3130，24716▲3，04097．810　　　　3341G6，353▲5，3go▲7，65493．51SO160140120100806040goO運輸省海．L交通局調べ図16　我が国の外貿コンテナ貨物量の推移　　〔単位：百万フレートトン）　　入計　　韓合＋＋粛「593687　　　　0　　　1975年　　　　　80　　　　　　　　85　　　　　　　　90　　　　　　　　95　　　　　98　　　　〔出典）港湾統計及び運輸省港湾局調べ　　　図17過去5年間におけるアジア主要港のコンテナ取扱量　　　翻　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15、10D　　　14000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14、65D�`）．　　　12000　　　10000　　　　8000　　　　60。D　　　　　　　　　　　　　．1：惣　　　　4000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2，10妖神戸｝　　　　2000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2．091（横浜〕　　　　1994年　　　　95　　　　　96　　　　　97　　　　　ga　　　　l出興）CONTAINERISATION　INTERNATIONAL　　　　　　1998年は暫定値　　　　　第4章　港湾運送の現状　　　　　我が国の外廻コンテナ貨物量は平成9年まで　　　　は景気の低迷にもかかわらず一貫して増加を続　　　　けてきたが、平成10年前なり初めて前年を下回図18　港湾取扱貨物及び港湾運送量の推移（全国）船舶積差羽　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　はしけ・いかだ・沿岸荷役量　　　　　　港湾運送量　　　　　　　運送量｛百万トン｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔百万トン）1200　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100鵬〆4製欝5　　　、ll　　　　　　　　　　　　　　　・・5r…12」，QBOO　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　69600　　　　　　　　　　　　　　　一［一船舶積卸量　　　　　　50　　　　　　　　　　　一一ロー沿岸荷役量　　　　　　　　　　　匿・｛トーrはしけ運送量　　　　　40400　　　　　　　　　　　　　　r雇→］，辱いかだ運送量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30　　　　　「｝幽，［卜r・口r曹2・・易噛『八一・・巳一一。．．一蟹。2。杞‘’君”曾・・じ．．．2。D　　　　　13辱鴇『’盤lo　　6263兀2345678910年。運輪省海上交通局調べ〔注〕港湾蓮送量…船舶積卸量、沿岸荷役量、はしけ運送量、いかだ運送量図19港湾運送事業者の収支状況　　　　　　　　　　　　　　　　〔単位：百万円｝｝　全　　港5　大　港区　分平　　成平　　成X年度IQ年度前年度艨@　率冨ド　成X年度平　　成D10年度前年度艨@　率収　　益4，027　3，74192．98，2897β8395．／費　　用3，891　3，63693．48，00D7，63295．4港　　運損　　益136　　105？7228825086．8収支率％103．5102．9103．6　103，3兼業収益18，66417，42093．339，94836，97992．6兼業兼業費用18，04116，84493．438，55】35，68492．6営業損益75968189．7／，685　1，5459工．．7経常損益71164791．01，657　1、554　93，8○運輸省海上交通局調べ〔注）1．端数処理のため、末尾の数字が台わない場合がある。　　2．本表は，経営指標対象事業者〔192室1＝｝の1社平均の　　　金額である，つた（前年比5．3％減）（図16参照）。しかし、平成1ユ年には5大港の貨物量が持ち直している（前年比7％増）。　ただし、東アジアの他の港湾では貨物量が増加している一方、我が国では微増又は横這いとなっており、この傾向はさらに続くと予想される（図17参照）。　港湾運送量（船舶積卸量）は、平成勤年度では工0億88万トン（前年度比6．2％減）となった（図18参照）。　港湾運送事業者の平成／0年度の経営状況は．、営業収益が減少し、収支率がエ02．9％と悪化（前年度比0．6％減）した（図19参照）。せんぎょう月耀2000鋤33難箋「海の日」によせて〜海のシンフォ＝一　　　　　ファミリーコンサート　今年10回且を迎えた海のシンフォニーファミリーコンサートは年々応募者が増え今回は過去最多の3万入を超えるほどになりました。　NHKを通じ公募する前に多くの問い合せがNHKに寄せられ、このコンサートを楽しみにしている方々が、たくさんいることが実感させられるとNHKの関係者から聞かされました。今回は10周年に当たるため、これを記念して今まで演奏されてきた海の名曲の数々を収録したCDを作成し、当日来場した方々に差し上げましたが、これが大変な好評で3，000枚以上用意したCDは、またたく間になくなってしまいました。今回のファミリーコンサートは3，000名以上の方々をご招待し、7月8日（土）にNHKホールで開催しました。　第1部はオープニングにグリンカ作曲、歌劇「ルスランとリュドミラ」序曲で華やかに幕を開け、ビゼー作曲「カルメン組曲」から「前奏曲」「間奏曲」「アラゴネーズ」「ババネラ」の情熱に満ちた演奏が披露されました。次にピアニストの羽田健太郎さんの演奏によるグリーグ作曲「ピアノ協奏曲イ短調第一楽章」は、透明感あふれた響きが会場を包みました。そして、スエズ運河の開通を記念新東京フィルハーモニー交響楽団とレ東京放送児童合唱団▲会場につめかける観客−‘欝、．，，多．．．ﾅ￥▲司会・進行の武内陶子さん（左）と指揮者の円光寺雅彦さん（右）34麹せんきょうAπg2000してカイロ歌劇場のこけら落としに依頼された、ベルディーのオペラ「アイーダ」から「大行進曲」の勇壮な演奏は、観客をエジプトの太陽の下へといざないました。　第2部は、なじみの深いツィンマーマンの「錨をあげて」、スーザの「海を越えた握手」など海にかかわりのあるマーチで始まりました。そして、東京放送児童合唱団のみなさんを迎え、羽田健太郎さんのピアノにより海の歌メドレー「海」、「かもめの水兵さん」、「船乗りの夢」などのメドレーを観客とともに合唱、子どもたちのすがすがしい歌声により、心が洗われる感動が会場に満ちあふれました。さらにテノールの中鉢聡さん、ソプラノの澤畑恵美さんに本コンサート10周年を祝ってオペラ「椿姫」からの「乾杯の歌」も歌っていただきました。　NHK武内陶子アナウンサーの司会・進行のもと、ピアニストの羽田健太郎さん、世界でオペラ歌手として幅広く活躍されているテノールの中鉢聡さん、ソプラノの澤畑恵美さん、そして演奏は円光寺雅彦さんの指揮による新日本フィルハーモニー交響楽団を迎え、それぞれの曲に関する様々なエピソードなど楽しいお話を混じえつつ名曲の数々を披露していただきました。　感動と興奮であふれたステージは、最後の曲に20世紀に生まれた最高傑作と言われるラベル作曲による「ボレロ」で締めくくられ、観客から惜しみない拍手が送られました。また、アンコールでは、「海へ行こう」、「われは海の子」の大合唱で、一層大きな拍手が送られると同時に、会場の空間には魚の風船が舞い踊り幻想的にコンサートは終了しました。r謳Z「4・〈羽田健太郎さん毒一“51、窟圏．．蔚‘．．．碑．．．．．．．凶　　　　　　　　　　　F＝　　　，蜜　　　蹄　�_　　　．．1　死8．’・一　譲　亦・　　　　　鵬瓢．．3．．．炉擾　．鷺’　課　葭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〜｝　　　　　　　　　　　　　　　ト　　．　　　　　　　　　　　　　．「　　　　冒　　　　　　　麟F．．｝．ξ罵巌　　　　　　　　　・．・　．　ゐ！1〜　　1．．　＝�b　　醐一　　魏・．簾…霧今日．翻読繭・幽．，．翰．　　P．．　　▲最後は出演者全員で「われは海の子」を観客とともに合唱▲熱唱する澤畑恵美さんと中鉢聡さんせんきょうん‘92000愚351「蝋．∴二　黒灘鷲撫i．．｝：　　　　　　　湛戸1し◎翻　漣縞墜〃　聯エ．『斡ソ「ロンドン便り」英国の海の日　　　　海の日が制定されて5年、今年も7〔20口の　　　日本の「海の日」は盛大だった事でしょう。　　　　日本の真似をしたわけでもないでしょうが、　　　今年から英国も海の日を祝う事になりました。　　　正確にはMERCHANT　NAVY　DAY、即ち「商　　　船のH」で9月3日で日曜日にあたります。こ　　　れは日本と違い国民の休口ではありませんが、　　　この前後に海に因んだ各種の行事が行われます。　　　この「商船の日」の為に7月末にホームページ　　　が開設されました。これは「OUR　SHIPS−YOUR　　　FUTUREjと題して、狙いはズバリ、青少年を　　　船員と言う職業に目を向けさせる事にあります。　　　ロンドンの海事関連産業、即ち海、．ヒ保険、海運　　　仲立業、船舶金融や海事法律、船舶管理などは　　　世界一ですがその産業の中核たる船員経験者の　　　将来の不足がかねてから憂慮されて居りました。　　　このため産、官、学が連携してMARITIME　　　LONDONと称する一種の海事クラスターを形　　　成し、まずは船員志望者の開拓と商船教育訓練　　　の拡充に乗り出す事になりましたが、この「商　　　船の日」はその具体的な行動の一つです。　　　　例によって船員出身で労働党政府の副首相で．　　　あり、運輸・環境・地域省の大臣も兼ねるジョ　　　　ン・プレスコットが、「若い入達にとって船で嚢7二需璽l　l　働く事を考えるに今ほど良い機会はない。英国．譲　蓑遷　1．籍の船は今までになく増えつつある。英国海運　　　　妻華　はこの国にとって必要欠くべからざるものであ葦　蒙シ．　　熱．1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ミ…る。海運業の将来は洋々としており、諸君に重要な職業の機会を与えるとともに世界を旅する機会を与えてくれるだろう。商船に乗る事は各種の職業的資格が得られ、英仏海峡をはしるフェリーや巨大なタンカー、最新鋭のコンテナ船はたまた豪華客船と様々な経験を積む事も可能だ」と挨拶をしています。さらに彼は「この商船の日とそれに因んだ各種の行事は今後毎年行う予定であり、目的は青少年に海運関係を職業をとして選択しもらい英国船員の数を増やす為に海運をイメージアップする事にある。長い間青少年は船員という職業を考えても見ないような状況にほっておかれた。この商船の日と我々のホームページは船員という職業が如何に将来性に富んでいるかを示すものだ。」としています。　このホームページは様々な海事関係のホームページとリンクしており、海運に興味を持つ青少年が様々な情報を得られるように工夫されています。例えば英国船．協、商船教育訓練委員会、マリン・ソサエティ　（これは／8世紀中頃から活動している団体で古くは船員の募集を主としていましたが、現在では船員の教育訓練、特に乗船中の船員に対する通信教育や下船して勉強しようとする船員に便宜を図ったりしています）、海上安全・警備庁（ここで船舶職員の資格や証明書を管理しています）、さらにP＆0を始めとする代表的な英国の船社ともリンクしています。これは英国の商船教育は日本と違い、まず船社．（36簸せんきょう〆1〜‘82000灘騨蜘麟…騨樫雛　欝　潔◎講5恥1欝§・y◎騨欝虞u陀　　　ヂ四脚に雇用されるのが前提だからです。　もちろん海員組合ともリンクしています。英国の組合は職員と部員と別々になっており、職員はNUMA肌と呼ばれる英国船舶職員組合に属しここには約18000入の船舶職員がいますが、ユニオン・ショップ制ではありませんので機関士の一部は陸上の機械技師組合に属していると言います。部員の組合はプレスコット副’首相の出身母体であり、かっては国際的に有名な産別組合でしたが、組合員の減少で単独では立ち行かなくなったようで数年前に鉄道組合と合併し現在はRMT（全国鉄道・海員・運輸組合）と呼ばれる組合となりました。この組合は毎年観光シーズンの夏に地下鉄のストを行い利用者からひんしゅくを買うのですが、今年は幸いにもストはなさそうです。このRMTには英国／アイルランドのフェリーの乗組員が多く加盟しており、アイルランドの船員も含め総員で7500名あまりといいます。　興味深い事にはグリニッチにある国立海洋博物館にもリンクしています。海洋博物館としては規摸といい、300万点といわれる所蔵品の数からいっても間違い無く世界一．・ですが、その活動の範囲の広さ、青少年の教育に果たしている役割の重要さからも当然の事でしょう。特に英国では船員になる場合中学生の頃に進路を決める事になりますから海洋．博物館の持つ意味も非　　　　　　　　　　　　　　i時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　瞬　　　　　　　　　　　　　　薯．　　　　　　　　　　　　睡　　　　　　　　　　　　　　ま　　　ッ　　な　だぶ　みみ　　ルのニムニほぶ　　　　　だ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　藩．常鷺峯犠，、日に。私達。。。∴1。近く。あるタワ＿ヒルの戦没船員記念堂。彗、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　博　　寺．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蹴罵：：．糀濠於いて副首相が出席して追悼式が行われます。この記念堂は第一次及び第二次世界大戦で殉職した船員を慰霊するものですが、その他の地域でも同様な追悼式が計画されています。またこの口、全国各地にある主要な海上安全・警備庁支部が一般に開放されます。巡視船の一般公開なども行われるのでしょう。テムズ川でのボートレースも開催されます。港町サザンプトンでは10目間にわたり欧州最大のボート・ショウが行われ、約800隻のボートが展示されますが、その内の300隻は実際に水上に浮かべると言います。　英国の中部にあるレスター大学では13一蔦歳の青少年を集めて海運や運輸に関する会議が行われます。前にも述べましたが船員になる場合、割合早く進路を決めるようで16才で普通中等教育修了証書を取得すると船社に訓練生として契約して乗船し商船教育訓練が始まるケースも多くあります。英国の海事クラスターであるMARITIME　LONDONの会合で商船教育の専門家が／4才をターゲットに重点的にPRしょうと発言したのを聞いた事もあります。　日本の全国各地にわたる様々な海に関連するイヴェントと比べるといかにもささやかですが、英国のそれは「若人よ、海に来たれ蓬と極めて明瞭で且つ的を絞った目標を掲げており、その意味ではインパクトがあるのかも知れません。注　「OUR　SH王PS−YOUR　FUTURE」のサイトは次の通　　りです．　　htゆ1／〈…．shipPing、detr．gQv、uk〆our・sh丘ps　index．htm韓．．賭睡．犀ゾD協．献曲浦灘．瀧龍＝．；．．…ぜんきょうAz屠2000欝37．　　　お　3：瞬ず　4」　、ぎノ　　　まぼ　ドレツ然蘇趣蟻ビ噛．念ご　rロ　　な；／ト樋♪−A｝．　　’に1　　　　　、　　　・・耐甑熟飛ト　　　　　　　　　　へ欝鎚噛薫　“　　　を　‘・iΣ1り／へこ’　　避　　1、，　　　、　ゼ；−．，　掛　く酸「v〆〆〆〆〆〆．．、羅佛に係わ�c匙棄隔翻しい無畏選　　　　　　　マン海南部で海賊に襲撃された。　　　　　　　　海賊は船橋両ウイングから同時に操舵室に入り　　　　　　　こみ自動小銃とピストルを突きつけ、ミャンマー入の　　　　　　　三等航海士と操舵手を縛り上げて床に這わせた。　　　　　　　船長は手錠をかけられ、首には細いナイロン・ロー　　　　　　　プの輪を巻きつけられまま犬のように繋がれた。手　　　　　　　錠を掛けられた状態で手動操舵を続けた。夜が　　　　　　　明けて海賊の仲間が乗った漁船が横付けされ、　　　　　　　幾人かの別の仲間が乗り込んだ後、本船の乗組　　　　　　　員は目隠しされて全員が漁船に移乗させられた。　　　　　　　　2週間もの問その漁船で海賊に拘束された後、　　　　　　　やっと手錠をはずされ、少量の水、食料とともに小　　　　　　　さなモーターボートに乗せられて囲放された。古い　　　　　　　モーターボートのエンジンは、何回も故障し、燃料も　　　　　　　尽きてオールで漕ぎながらあてもなく陸地を目指し　　　　　　　てさまようこととなった。　　　　　　　　漂流2日目の夜、灯火を付けた漁船を見つけ、　　　　　　　助けを求めたが、こちらの様子を伺っている状態　　　　　　　が明るくなるまで続き、ようやくミャンマー人の二等　　　　　　　機関士だけが漁船に乗せられ、事情をわかっても　　　　　　　らえた。漁船員から燃料と少しばかりの食料、水を　　　　　　　貰い一番近い島の方向を教えられた。そして、海　　　　　　　賊に襲われてから16日ぶりに全員が無事に上陸　　　　　　　した島は、プーケット島の北80マイルのアンダマン　　　　　　　海に浮かぶ小島スリン島であった。（社旧本海難防止協会参与　也上武男　　　　　　　　（元山下新日本汽船船長）5‘`号”が襲撃された後の漂流11日間　新造貨物打、“A号”（7，762総トン）には、日本人舟［．r長と機関長の他ブイリピン人歩員15人が乗り込んでいた。同船は、スマタラ島のクアラ汐ンジュンでアルミ塊7，000トンを積んで日本向けに出港し、その2時間後にマラヅカ海峡北口付近で海賊の襲撃を受けた。　海賊は、船橋の南ウイングと居住区、機関室へほぼ同時に侵入し、乗紐員全員をテープで目隠しし、手を縛り拘束した。　その後、乗組口／こ員は海賊が別に用意した老朽船に移され、目隠しと手を縛られた状態で監禁された。ご飯の上に水気のないラーメンのようなものをかけた食事と水が1日2回出され、目隠しと両手を縛られた状態で床や膝の上に置いたHllから両手でスプーンを持って食べた。　6日門にわたりそのような状態が続き、海賊は、　　　　　　　》濾靭美塁老38§せんきょう勘g2000〆〆〆〆〆〆〆〆〆〆同工本船“A号”の救命筏に乗組員17名全員を乗せるとどこかへ去っていった。救命筏には食料水、非常食などはそのままあったが、通信機器などは信号弾以外は無かった。筏の中には、飲料水が60リットルと．．．・個2，400カ日リーの非常食が20隣あった。　船長は、一等航海士に少なくても10日間は生き長らえるように分配を命じた。即位測定機器はもちろんのこと、時計一つない状態で自分たちが何処に居るのか、どの方向に流されているのか全く判らないまま、筏の中で身体を曲げて横たわりながら不安な目が過ぎていった。　その間、大型の外航船がかなり離れたところを通過していった。また、夜間にはヘリコプターが上空に飛来旋回したので、信号弾を発射したものの気づいてくれなかった。　クリスチャンのフィリピン人船員は毎日毎日祈っていた。船長は、筏の中にあった「サバイバルブック」を一等航海十に読ませたり、過去に読んだ本でフランスの若い医師がゴムボートで大西洋とカリブ海を体力の限界に挑戦して手持の水、食料に手をつけずに40日問漂流した「実験漂流記」の内容などを聞かせて、生きる希望、気力の保持に努めた。　ll瞬間もこのような状態で漂流したが、プーケット島の南約60マイルの洋上でタイの漁船に救助され、プーケットの港に全員無事に上陸した。筆者、“A号”の乗組員を救った漁船船長に会う　私は今年7月の上旬に、プーケットのホテルで“A号”の乗組員を救助したタイ漁船のチャオン・チャロエンポン船長と逢い救助したときの事などの話をうかがう機会を持った。彼は22年間漁船乗りとしてマラッカ海峡とアンダマン海のタイ領域で漁をしている経験豊かな38歳の船長である。　救助したときの模様について彼はこう話してくれた。「その「1の午後4時頃、船長は、網を仕掛ける場所を探すために自分で舵を操っていたところ、前方にオレンジ色の浮遊物を見つけ、近づいてみると救命筏のようであった。近づいてみると人が一生懸命に布切れを振っており、’‘Japanese　cap一7つの海のこほれ話　　　　．響tain”と叫んでいる声が聞こえた。助けたとたん海賊に豹変することがあると噂を聞いていたが、近づくとそうではなさそうだったのでその男だけを漁船に乗せた。彼が英語で一生懸命に何か言っていたが判らないので、絵を書かせたりしたところ海賊に襲われたらしいことが判った。可哀相と思い全員を漁船に乗せてお粥を与え会社に連絡した。船長とフィリピン人一人を除いて皆ぐったりしていた。ブイリピン入の中には涙を流しているものもいた。」船乗り魂に触れて　海賊に襲われ、自分が犬ころのように扱われても乗組員の命の安全のために耐．え忍んで舵を握っている船長、両手を縛られながら不味い飯をすすり乗組員のためになにも出来ない歯がゆさをじっと我慢している船長、そして全く命の保障がない漂流中に乗組員を励まし適切に行動した二人の船長には頭が一ト．がる思いである。　さらに、生活のために漁獲の水揚げを求めて…時も無駄にできない状況のなか、もしかしたら自分達に襲いかかるかも知れない危険を感じながら漂流者を．「真重に助けたタイ漁船の船長達の船乗り魂に触れて、最近の船員にとってあまり良い話がない中でまだまだ船乗りも捨てたものではないと思っている。気N　　　　　　τ添鼠蜘〆峨い　　　，．蜘〆臥鋤ダ．1：熱量嵐撫劉ゲ�d翁野、．論�_ぜ．．》．罎蚕乱．．やぢ串ボ．ピ7．北米関係航路でサービスを提供する邦船…／3社を含む世界主要コンテナ船社26社は、5米国．ワシントンに業界の利益確保を図る新団体（World　Shipping　Council）を設立することを発表した。団体設立の目的は、純粋な自国資本のコンテナ船社が存在しない米国での政治的影響を図るためとされている。∫6．@国際油濁補償基金（10PCF）は、「CLC／1日FCの機能の見直しに関するワーキンググ　　ループ」を開催し、フランスより条約の規　　定の範囲を越えた補償限度額引き上げにつ　　き非公式提案がなされたが、条約の範囲内　　の引き上げを優先して審議することとなつ　　た。　　（P．11海運ニュースー内外情報参照17　運輸省海．ヒ技術安全局は・フランス・ド日イツ、ベルギー3力国がシングルハルタン　カーのフェーズアウト時期の前倒し提案を　含む規制強化案を国際海事機関（IMO）に　提出したことを受け、日本の対応を検討す　る官民の作業部会「油タンカーのダブルハ　ル化に関する調査研究ワーキンググルー　プ」（主査・大坪英臣東京大学教授）第三回　会合を開催した。同会合において当．協会は、　1司提案に対する基本的考えを提出した。　（P．6海運ニュースー内外情報参照）　　　　〔．10　1MO第46回航行安全小委員会が開催さ日れ、AIS（自動船舶識別装置）が2002年7月　から義務化されることに伴い、AISの運用　要件に関するガイドライン案の作成作業が、　今回の同小委員会より始まり、原案が作成　された。13　運輸省は・水先人の再教育訓練のあり同日などを検討している「水先人の免許に関す　る検討会」を開催した。同会合では、日本　パイロット協会が作成した水先人として業　務を開始する前の水先修業期問における実　習モデルを了承した。14　当協会は・船員保険の被保険者資格付与日．の問題をはじめ6項目からなる規制緩和要　望を経済団体連合会に提出した。　（P．4海運ニュースー内外情報参照）6．：運輸省は・2000年上半期の新造船建造許El可実績をまとめた。それによると155隻、　476万3干G／Tと、前年同期に比べ、隻数で　38隻減、総トン数はほほ横ばいを維持した。14　政府税制調査会（首相の諮問機関・会長日・加藤寛氏）は、二十一世紀に向。ナた税制　のありかたを展．望した中問答申「わが国税　制の現状と課題」をまとめた。これによる　　と連結納税制度の対象および導入時期や、40覇せんきょう月7‘g2000租税特別措置の整理・合理化の必要性などが明記されている。　　　14　運輸省は・2001年4月の家電リサイクル　　　日法施行輔に廃棄された家麟昆品の輸送方　　　　法が大きな課題となる中で、効率的な物流　　　　手法を探るため産・学・官の関係者で構成　　　　する「リサイクリング輸送システムの開発　　　　　・構築に関する調査検討委員会」（委員長：　　　　長峰太郎流通経済大学教授）を発足させ、　　　　第1回会合を開催した。）　　　　　同委員会では環境にやさしい内航海運や　　　　鉄道の活用を軸に、本年度末をめどに今後　　　　の指針になる報告書をまとめることとして　　　　　いる。談会」を発足することを発表した。26　行政改革推進本部規制改革委員会は・規日制改革に取り組む考え方を取りまとめた　　「規制改革に関する論点公開」を公表した。　なお、今回は初めて必置資格等について具　体的な提言が行われ、当協会要望も盛り込　　まれている。28　政府は・フランスなど3力国が提案した日シングルハルタンカーのフェーズアウト時　期の．前倒しを含む規制強化案に対する、日　本政府の考え方を示した「ポジションペー　パー」をIMOに提出した。18　運輸省は・2000年版「FI本海運の現況」日晦鮎書）を発表した。　（P．23各種調査・報告書欄参照）19　運輸省は・日本関係船に関する海賊事件日の実態調査結果を発表した。99年の事件発　生件数は39件と、98年の19件から倍増、ま　た、今年5月調査時点で既に16件が報告さ　れている。26　日本貿易会などで構成する「国際課税連日鰯臓会」が、初会合を離し、外国税額　控除制度の拡充などを検討した。当．協会も　これに参画。今後、同協議会を通じタック　スヘイブン税制の改善等を求めていくこと　　としている。26　運輸省港湾局は、二十一世紀の港湾の技日術施策に関する方向性や重点鄭『開発目標　を取りまとめるため「新世紀の港湾技術懇せんぎょうA麗g2000�O41　　7月の定例理事会の模様（7月26日、日本船主協会役員会議室にて開催〉　　　　　　　会員異動○合併および社名変史　平成12年7月1日目　　太洋日本神戸汽船株式会社（阪神地区所属）　　太洋海運と神戸日本汽船との合併および社　　名変更　平成12年7月26日現在の会員数1工8社　（京浜地区77社、阪神34社、九州7社）　　　事務局組織の一部変更1．「国際企画室」の設置について　　船社間協定に対する独禁法適用除外制度の　見直し問題など外航海運活動に関わる事項な　どについて、これまで企画調整部内で対応し　てきた。　　しかしながら、国際海運政策をめぐる情勢　の変化を的確に把握し、ますます複雑化する　国際問題に迅速に対応することが重要になつ　ていることから、「国際企画室」を設置して　対処することとした。　　　政策委員会関係報告事項1．平成／3年度税制改正要望について2．国際船舶制度のその後の動きについて　�@　国際船舶制度推進調査委員会第12回会合�A平成工2年度第1回承認試験�B若年船員養成プロジェクト3．規制緩和について�@　経団連を通じての規制緩和要望について　　（P．4海運ニュースー経団連を通じての規　　制緩和要望について）�A日本籍大型油タンカーの入港・着桟に関　　しての手続き4．船社間．協定に対する独禁法適用除外制度に　ついて　　（本誌平成12年6月号P．8シッピングフラ　ッシュ参照）　法務保険委員会関係報告事項1．油濁二条約（92cLc／92　FC）の限度額改定　提案への対応について　　（P．11海運ニュースー汕濁二条約（92CLC　／FC）限度額改定問題．）タンカー部会（工務委員会合同）1．タンカー構造規制問題への対応について　　（P．6海運ニュースータンカー規制強化へ　の対応について）タンカー部会（海務委員会合同）1．海．ヒ災害防止センター発行の油防除・汕回　収に関する証明書料金の値上げについて　　　　　　近海内航部会1．近海内航に関連する最近の問題について42爵ぜんきょう且�r2000　　　　環境対策特別委員会1．環境ハンドブックについて2．　環境憲：章・イ了動プゴ企．｝−　　海運関係の公布法令（7月）��船員労働委員会規則の一部を改正する規則　　（船員中央労働委員会規則1号、平成ユ2年7　　月4日公布、平成ユ3年1月6日施行）�燕`則法施行規則の一部を改正する省令　　（運輸省令第26号、平成12年7月13公布、平　　成12年7月ユ3日施行）＠　船員保険法施行令及び国民年金法帖の一部　　を改正する法律の施行に伴う経過措置に関　　する政令の一・部を改正する政令　　（政令第392号、平成12年7月24日公布、平　　成12年8月1日施行）　　　国際会議の予定（9月）ICS理事会　9月6LI　ロンドンICSシップリサイクリングワーキンググループ　9月18日　ロンドンIMO第43r司復原性・満載喫水線・漁船安全小委員会（SLF43）　9月11〜15目　ロンドンせんきょうA〜‘22000�R43･-voooethivgsBafpgev7'"tsr)r[g!tr@･'-iy...ni\(pcesat.lt\(4?iriZg?.?S''9r:)･I/*}",lt"-t-ri･ ,1 P if Ct i(D{i.bt99'EV6Z'S'L\(llQfiozzzozg`vl6?9`EIog6S6SL6ed9Iogg`6L7,bl'SgE9'£Il'ZVLOE09£ooz['vg,zL'v8TB`Ig8I'IIoszggv`w9ggs'zogtr'LIIgo99E89g89'Vgsfi'zZSB`IL9V`6oLSP'6sooztvLEI'6Ig･vzoVESOE99I'gSOI'EIZL'ZE09'IIvgzL98`IlbL69'cJ',ZVI`L'LI9Issi,LVeEe.ss`EL8£'SZ7,L"zVV9tOIobV9'OI£cs･g･'sg9L`VIOLL'[gcoV£6`Sc･L7,'g[OP'ES90t91c･Izsgziglzzez'b9VS`xOR,oFt61oL89,Lt60V`b6ISLzLSO`9Iog'[LO?,`9IlOOOZ,go6'LObg`II06Z[OIOOEZ,EOSP`C2L68`SOLst7,6L9iZIzpvIZO`SIZISI7'VVLI'T,IOII1ZE,lSbV16IVLV`Vs･pg'bezL`zSEV`ZIOPIgL9'ZIII6661I8g'6EPELi'6bl?,80'I60L'I'!Lvtz4£gEg60git.gb8I`9Sggg`osIgv`oglVOE'I[ZE'IVI666IOOL'V7,ZL6'9L'[ogz'166V'Zloog`E9Sgb66`V9IeEi698E6`U,IZ9`V8IZIL1L6t`9gl866[ovz,'eviS9V'09IS697IE2iFZt'F:690`ILgS''9,9Z6I`L9Z6L'9,VesE's6IE99`Z9,6G`96LL66I/slg'6z19g`i,faI'/]ql--"[og'g1Tgz'Ehlg6g,'6S9'9960e.'69VLE'VS6z6'eezgLbtzLotr'Eez966II90'6I,zog'bslL'ogvgo'siU,6'I'gzg'[l97,`L9.ILEiZ9SLL'SVIEL`L9ILI6ibZV9'ZLIg66LtjLg`gviLOV`9LI'osg.'rogv`i,UV'E'ipsg'e,!66Z'S91IC.Z,'PVS66'VVVIt'69Ib9Z'l'LgL6"ogl}66Ipopedlidu[Lfl+Pcea-t,S1,litTk･Xr,!/I.Lt･4rty/lIEk:iifrrg,llftthl,/{,.!fVlPrlftirr\)fii:"4\(..4nn.igSU}.S'M,lif･1;tVcve-Fylflfgilbei"}tt.u.,FitsUtiL'.E,Uf-1-f,.;tta.ttltif.[f,X{J.AY+::,,ITk'\)ee.'6ols6'sel06'tOILe6'golog'trolEl,'90IS6'60TS\(G'90IIL'SO[gg-'g.oL07,'bOISIi'SOIkez'6oloE'goLIL'90LEOt'IIIgE'LOI?S'6e[zg8'90I09'ZOIgl'ge[FtL-UOOOE,eL,'EOIgl'T,OIgg'zolz[g,s'golOS'ZOI.96'VOI[I96'tOISO'VOLLc,'goleTS6'OlT.str'velL9'tO[609'SIIZS'OIIOL,'FIIsg.g'zz'[oz'g,II9g'6TIUL,-Pi666LOL,'9II1SZ'[[II6'SI[666IOO'LVLlISZ'VII68'OE[g66IgZ'ISI'gE'[IIOO'IZ[t.66IIS'OUSO'S66L'gOI9,66I9Z'･POIos'es90'V69661OO'C}0ISi,'96VZ'ZOIT,66IOI'09LOE'V4:'I[g'bbl066Ilt\)tt.-;.-Lt1raj;g2･u1fx-a!\(E/k-It,ffs,(kgvaelee!las)gysu(Dkg*wqrsxM eiwasiwa'timL.t/.:su.thnv'de"fiva'tw.,/:2'kme.'wdevaminle.asInv--i'.'･-E{℃\kfy*mokg.Lmeouvaar>Lf 's    s7:rl"tt-.veigNblen\ (}R)9,'ZI8'696I1Z6?,`£88VCv9P'6IE'g[8StLZ`E9g･8'Egs'sg'gVVL'lVSZ'E8LS't,vL'6Iz'ctROI'IE6S`gZOLLvFL'II1'g･I6LI'Tgg6`z9EI'bz6'OIglIzg066'ZIIe.'sUIt,eooz8'SIV'EVZI'Igv[`seLz'bZI9,'glL'g･V9,9.bT,?,`£688'EIIg'IYt'g･yOLI'IZ96`Z7,EI"bOI9'C.YT'LVS8g'ILg8izILZ'V6g'T,y6'9Yzoz9EO`Sgsz'E89'Ryg'LY6VZ'IOL6i?,6'[Z'iJLg'9YL'9,YgLI'1816'Z960'VH9-b666Io'vyI'9YZSE'ZLvoz'gtL9g'LV666[g･'oly9'OYII6'SLEC.9`9£9.V9"09g66IRZ6'SIIR6"69C.6`OFLS6'09L66It'ZIfs'zZ86'6sT,s'IeDEg'IVg66I8'919'6I09'LgggiEsLSV'IV066I8'EYo'\)OL8'O[ggo`Is996"IPS86IYViLiibMt.Frilt(siIO)(god)c"Ze\)71ntW,l}jlll･ats}gvM{･[FC!)Y.YRIidrtA"Lab'U/-i'   {Hlrypol=ttgi\) gtijoeskv.g}.qct'Ll- YS"t ts.,Cs ･deptutmapt器簿．羅薫羅護塗讐懸慧羅羅藩羅護難覆澱己羅鷺罵鷺駕藩還華蕪　．＿．漁、．癖繍．|癖趣翻継〕．．一回5070θ500原油〔ペルシへ・湾／口本ペルシヤ1耽［りこ鴉ペルシャ湾／日本／’＼’f’’’L「，ハA　、　M、鰻　ハ＼1�d、　　　　り　　　’1！　、f　　1f　　　、ノノノ＼〜ドペルシャ湾／欧米」1995閲19日さ1997監99日19992000　　〔ドル1150　　堵5弓G35「冊　　ヨσ25205D　　151050　　　0穀物．：．ガル7／日本・．脳こ西1．；1／［体・カ’ルフ／西脚【ド励ガルフ／日本^ガ　一＾「@　　L@　　し北米西岸／日本@　1、　　＼1　〆　l11、、、ρ＼　＼　　　／^一「　　　　　　　　@＼@ガルフ／西欧［995〔年〕1996199フL99日1999�o4035252015LO5口4．原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）ペルシヤ湾／日本瓦ペルシャ湾／欧米月次199819992000199819992000最高　　最低日、完r@　　　　　最低取［司最高1最低最高最低最高　　最低最高最低123．生5678910111262．00　50．OOU9．oo　60．　ooW2．00　67．50V2．50　65．00W7，50　69．00V5．00　62．50W2．50　ア4．75W0．00　60．OOU0．00　44．．OOU2，50　52．50U2．00　4ア．50U2．75　・18．OO67，50　60．75V2．5D　59．50V0．00　51．00S5．00　35，00S2．50　37．ア5U2．50　45．00@　　38．OOSσ．00　36．00T2．50　45，75T4．50　48．00T2．00　44．00T6．00　47，50…：11i165．00U5．oσW2．50X5．OO撃P1．25P12．50P12．5048．OOT4．ooU2．00V8．DOX3．75X6．50X8．0052．50Uσ．00U7．50V2．50V7．50V7．50V2．50U8．50T6．00T5．00T3．75T6．5042．50S5．00T5．00T5．00U9．00T6．50U5．00T2．50S0．00T1．50S4．00S3．7562，50　51．00U5．00　50．σ0U2．50　42．50S0．00　33，50S7．50　33．50T5，0D　37．50S5．00　36，75S5．OO　36．00T2．50　43．00T3．75　45．00S5．OO　4．0．00S6．25　40．0050．00T5．00V0．00W5．00X2．00X5．00^00．0040．00S5．OOT5．00U4．DOV5．00W0．00W2．50〔注）�@H本郵船調杏グループ資料による。驍烽ﾌ。�Cグラフの纏はいずれも最高値。�A単位はワールドスケールレート。�Bいずれも20万D／W以一しの船舶によ〕5．穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧）（単丁立　：　ドノレ）ガルフ／H本北米西岸／H本ガルフ／．幽．欧月次1999　　　　　　　　　　　　　20001999200019992000最高　　　最低　　　最高最低最副最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低123456ア8910111218．00　15．25P8．35　14．25Q0．50　16．50H7．60　15．50P．8，50　16．00Q0．50　18．60Q0．10　／9．85Q4．00　21．ア0Q3．OO　22．00Q1．25　20、7516．00　　　　13．25　　i　22．50　　　　21．25ユ7．00　　　　14．25　　1　22，50　　　　20．00@　　　　　　　　　　　　22．OO　21．00@　　　　　　　　　　　　22．75　22．00@　　　　　　　　　　　　23．35　2／．85@　　　　　　　　　　　　　　　23．00@　　　　　　　　　　　　　　　　『　　　　9．15　　　　−P0．75　　9，30　　　　一@　　　一@　　　一P0．95　10．80　　　　一一@　　　一P3．85　13．00@　　13．60　　　　一『一一一一一一9．50　　9．OO　　　　一@　　　『@　　　9．50　　　　一@　　　　@　　　一@　　12．00　　　　−@　　12．30P4．00　11．75t．75　11．5013．20　1．1，50^1，50　11．／0@　　13，20@　　12．50@　　15．69@　　15，68@　　16．00（注｝　�@日本郵船調査グループ資料による，，@　　　�Bグラフの値はいずれも最高値。．�Aいずれも5万D／W以上8万DハV未満の船舶によるもの。ぜんぎよう且�r2000轡45〔ドル｝お15‘D石炭いンブトンローズ／目荊・鋏鉱石〔ツバロン／1．体・．ノバロン君1耳陶19951年｝1995199フ1998旧eg2000〔ド1レ〕師　4u口201550530D250細150100口　　D運賃指数　　一ｪンアイー_ーティーLへ1�j　　へml、k　　1　　　　へハンディーNリーンY、　　　　覧@　［　　1、　1　　い＼ノ’　　　、f’　　、iしハ＾　hll／　　へ門　小聖m、＾@　＼　　！A／、＿　　！、　　　v、充「�d　�d’f！�`中墨！　＼　　　、／、＼VLOC1995こ年11996】997】9日B旧99200D司QO3002502日o1501σo50o6．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）〔単f立　ドル）ハンプトンローズ／日本〔石炭）ツバロン／日本（鉄鉱石）ツバロン／西欧（鉄鉱石）月次1999200G1999　　　　　　　　　　　2000／999　　　　　　　　　　　200Q最高　　最低最高　　最低最高　　　∫羨i氏　　　｝授高　　　　最低最高　　最低　　．最高　　最低123456789101112一一鼈鼈−．一一一9．25「一『一一	11．00　@．一『『　	黶DD一一|．一黶D一6．85一一　．一一	l．75一黷撃戟D50『	．30　　3．504D40　　3．754D45　　3．454D00　　　3．505D05　　4．604D10　　2．20　@　　−4D70　　4．40　@　4．20　@　6．256C40　　5．75　@　6．25	．25　　6．007D85　　5．OO　@　8．208D05　　7．257D50　　6．907D60　　6．708D42　　7．20注）�@［本郵船調査グループ資料による。　�Aいずれも8万D〆W以上ユ5万D〆W未満の船舶によるもの。　　�Bグラフの値はいずれも最高低，．タンカー運賃指数　　　ン　　　カ　　　一　　　運　　　賃　　　指　　　数	　　1月	998	999	000	LCC	型	型	・D	・C	LCC	型	型	・D	・C	LCC	型	型	・D	・c23456789101112	5．35S．66W．67Q．47O．37T．27S．27T．36O．34V．25S．04W．6	lO．41O4．89T．71O6．19P．89W．21O4．89X．68W．9　V9．28Q．48W．2	50．31S2．11R2．91S5．71Q2．11P9．81R6．31Q9．21Q0．21O7．21P7．01P9．8	40．71T4．51S6．51U0．61T6．61V0．81U7．41U8．01U5．41T8．31S6．71R3．3	75．01V1．41V5．51U．1．91T5．11T2．01U0．91T9．7且T2．31T1．31U0．91W2．3	3．55r．75Q．24W．83V．8．S1〕．74D9．44Q．34P．34V．04D，．54S．8	1．29T．89Q．！9R．98W．138T．87T．7　A4．3　V3．3　V1．38Q．59P．2	16．81R8．01P3．81R6．71Q8．21Q1．41Q4．Q1P2．9】D08．11O9．81P0．91O6．3	50．01D61．21T4．31U7．51V6．62O9．91X6．31U0．O1U2．11T3．61S1．71S6．9	98．91U5．71T9．31S4．21T8．31T7．31U4．51T9．11S7．91T1．31D50．11S4．1	8．05R．35W．36X．68P．49T．8	2．81O7．81P5．71R4．9iQ6．91R5．6	26．21S1．11D63．71X5．71V7．41V4．1	45．91T4．31U7．31W5．61W7．01X4．3	48．41D69．91W9．41X6．82O5．32P0．D均　63．0　95．9128．5155．7163．1　4δ．0	4．60	18．9	65．8	58．4	注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。〔シッビング・ニューズ・インターナショナル　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年ll月に含併｝�Aタンカー連賃はワールドスケールレート、，�Bタンカー運賃　　指数の5区分については、以下のとおり　�CVLCC：15万トン以．．ヒ　．◎中型：7万〜15万トン　δ小型：3万〜7が　　トン　争H・D＝ハンディ・ダーティ：3万5000トン未満　ホH℃＝ハンディ・クリーン：全船型。6§せんきょうA配g2000｝45α40o350�oゐ口200150旧05日用船料指数1995年1旧9B1997監99日199920DO45D恪姻35Q3DO250�o15D1aD5DD600500姻2DO0係船船腹、1、タンカー、、　　、@　』《　　　　1．、]、、　　ノ、　　、！　ハノ、I　　、　　　「@　　しf、　　、f　　　、　　　　》、〆、，一1貨物船、「A1ハ1995〔年〕ヨ9951997199819992000溜巳oo6DD姻細。8．貨物船用船料指数貨物船航海用船料指数貨物船定期用船料指数月次／995199619971998199920001995199619971998199920001234．0207．02D9．0189．0166．O190．0358．0380．3347．0277．0231．0222．O2227．0202．0197．0186．0170．O19LO358．0386．6332．0254．0229．0231．03229．0192．0199．o171．0169．O190．0366．0339．4341．0260．O219．0231．O4　［Q243．0Q45．0エ92．σP96．0197．σ．LgD．O173．OP73．0i72．OP73．0191．σP93．O377．0S02．0363．0R50．0354．0R42．0262．0Q62．0221．0Q38．0246．0Q52．06239．0195．0184．0175．0176．0202．0390．0339．0326．O292．0238．0251．07230．0186．0183．0167．0179．0426．0339．0338．0266．0226．08218．0189．0196．0165．0178．039LO289．0330．0210．0233．09220．0186．0190．0164．0185．0364．0293．0327．0208．0238．010221．0176．0191．0165．0185．0355．0294．0316．0222．0241．011198．0188．0189．0170．0195．O344．2323．0290．0231．O254．012209．0211．0186．O168．0192．0374．7323．0294．0232．0237．0平均226．1193．3192．61172．1178．3375．5334．9328．1245．5233．7（注〕�@ロイズ・オブ・ロンドンブレス発行．のロイズ・シ・ノブマネジャーによる．．．．（シッピングーニューズ・インターナショナ数は1971ルはロイズ・オブ@　　　　　≡100こ．・ロンドンプレスと1987年ll月に合併）¢）舟，℃ガサ，月舟i｝半1．才旨．数1よ1965．7一一1966．6＝　100定期用船料指）9，係船船腹量の推移199819992000月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船タンカー隻数千G〆．T千D〆W隻数千G！T　T．D／．W隻数千G〆T干D／W隻数丁．Gπ千D〆W隻数千G〆r．丁．D／W隻数千G／r．下・D／W1234567891011122502，0632，423Q441，9112，220Q461，9572，281Q472，0282，381Q562，0922，448Q592，／712，546R102，8483，408R112，8163，420R／92，8523，420R262，8853，420R242，9153，515R243．0043」18571，4502，466T51，4602，492T8L7443，066T61，6752，927T5L6652，889T4．1，6812，939T82，0183，631T82，0183，621T7L7262，941T3114532，479T0L4072，415T11，4652．，5283283，2424，060R173，0943，830R123，2484，135R063，3214，275R033，1143，949R283，5034，535R293，3744，345R413，4074，377R443，5144，560R553，5444，576R473，3324，248R553，4564，449511，2052，125S7　9071，487S51，004工，720S91，1831，943S91，．1741，926T01，3872，485T01，3632，443T11，5122，639T01，5072，631S91，1411，940S71，2362，193S6L2932β083333，2524，134R132，9843，758R102，9493，680R122，9213，599R052，7733，381Q992，6903，269Q912，6303，225461，2652，292S61，1922，221S61，1922，221S61，1722，257S3　91ごロ，698S21，1272，194S1　8651，639〔注）　ロイズ・オブ・ロンドンブレス発行のロイ．ス．・マンスリーリスト・オブ・レイドァップベッセルズによる。せんきょうA�r2000�Q47編難灘＿懸場繋．記、爺．．、導Nミ、．．．．．．、．肖．・蝉．．、脳、茎．・・一　…　’ミ　フジテレビの「笑っていいとも」と言う超長寿番組は皆さんご存知だと思うが、10年ほど前だったかその中で「おじさんは怒ってるんだぞ」と言うなかなか面白いコーナーがあった。各自がけしからんと思うことを述べ、「おじさんは怒ってるんだぞ」とやるのであるが、昨今の税金の使われ方を見るに思わずこの言葉が出そうになるのは小生だけであろうか。　大きいものでは金融機関への何兆円にも及ぶ公的資金投入、比較的少額のもの（我々庶民にとっては決して少額ではないが）ではIOO億円の釣り堀と言われる地方のコンテナターミナルなどがあるが、単なる無駄遣いどころか却ってマイナスの効果をもたらすものが多い。金融機関においては、自由競争下で淘汰された数社が世界に伍し得る競争力をつける一海運界で既に起こったように一べきであったのに、満汰されるべき会社を公的資金すなわち税金の注射で無理に生かした為、生き残るべき会社がシェアを広げられなくなってしまった。コンテナターミナルの乱立は河口堰と同じように自然環境破壊の問題があろう。　税金の無駄遣いは他にも枚挙にいとまがないが、さらに嘆くべきは必要な祉会資本への投資が行なわれないことである。例えば自動車専用道路、これが不足している為に日本の自動車の平均走行スピードは先進国中最低となっている。低速、あるいは停止回数がやたら多い為燃料の不完全燃焼の度合いが高く、有毒ガスを多く排出し、環境を著しく破壊している。一方で自動車の回転率が低くなる為産業の効率も低めてい48§せんきょうAz‘g2000る。　特に大都市の環状高速道路は都心への無駄な車の流入を防ぎ、環境保護・産業能率の両方の観点から極めて有効であるにもかかわらず、整備が遅々として進まない。石原都知事他の断固たるイニシアチブに期待したいが、自然保護団体あたりが反対運動に荷担し却って国二L全体としての環境劣化を招いているのは木を見て森を見ずで悲しいことである。　さらに言わせてもらえば、高速道路料金は無料にできるはずである。料金所の維持費・人件費に公団等への天．．ドりの方々のコストは相当なものであるし、これに無駄遣いの税金の一部を加えれば高速道路維持費のみならず建設費も賄えるものと思料する。これは下手な景気対策よりずっと大きな経済効果を産業界ひいては国民にもたらすこと問違いない。　上述したことは、すごく再出シナ日本国のオカシナー側面に過ぎない。オカシナことがまかり通るのは、政治家と官僚の志操の低さに帰することもできるが、究極的には国民の無関心がそれを招いたといえよう。我々国民が他先進国並みの真に豊かな生活を享受するには、一時凌ぎにしか過ぎない景気対策を政府に求めるのではなく、税金の使われ方が長い目で見た生活向上に資するものかどうか常にウォッチしていく必要があろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　日本郵船　　　　　　　　調査グループ定期船調査チーム長　　　　　　　　　　　　　　　　　増田　聡せんきょう8月号　　No．481（VoL41　No．5）発行．．．平成12年8月20日創刊．．．旧藩和35年8月10日発行所：：．：社団法人　日本船主協会〒102−8603東京都千代田区平河町2−6−4（海運ビル）TEL．（03）3264−7181（総務部広報室）編集発行人．．「鈴木昭洋製作．：．．．株式会社タイヨーグラフィック定価．407円（消費税を含む。会員については会費に含めて購読料を　　　　徴収している）〆「．．蓄皿｛届｛｛“’L一聯L認…『．1・・．さ　　　船会社の鯛たち訪ねある記／　　　　　　　　　　　　　　　　表第��回今回、登場して頂くのは　　　　　板谷商船（株）海務部課長代理　　　　　．谷内智さん（44歳）です。選演．鴎．）　　　　「．　　　　　．　一一　　　　　　　　　一ソ　　　1離翻讃［薦鰐」」時期には関連子会社の食品販売　　を手助けしたりもします。3．御社の自慢といえば？　　　当然のことですが、入渠以外　　にオフハイヤーを生じさせたこ　　とはありません。本船側とのコ　　ミュニケーションを密にすると　　ともに船体・機関の保守整備、ζ　　或いは人間関係の把握に全力を　　注いでいます。⊃「’）．2一講囎隻欝で」10年余りの海上勤務のあと全ミミく畑ちがいの不動産部所属として、分譲や賃貸マンションの管理をやりました。いろいろな面で人生の機微に接することができ、陸上社会に対する眼が開かれた二ように思いました。4認漏嚢驚星叶　っています。板谷商船�鰍ﾌ事業概要�`〜．　1893年目家輸送のために英国船を購入したことに端を発し、以後数次の大戦により隆盛を極めるも、叉戦争により潰滅的打撃を受けた。経営の安定化を図るために多角経営化に着手、不動産業・スポーツ業・石油業・倉庫業・食品業等を行ってきた．近年はパナマに海外法人を設立し外航船の運航管理を行うと共に社船により内航部門も運営している。．一＿＿＿＿一＿」船が支える日本の暮らし廊・J・p・n・・eship・wne・・’A…d・・めn　　httpl〃www．jsanet．or．jp／

